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国立大学法人東京学芸大学 

理事（総務等担当）馬淵貞利 

 

人類がこの地球世界に登場してからすでに何十万年も経過していると言われますが、文字史料

によってその足跡が確認できるのはわずかに 5～6 千年程度のことです。そして、18 世紀に人権

思想が生まれ、その確立・定着を目指して多くの労苦が重ねられてきた（それは今なお進行中で

す。）期間は、現在、300 年にも満たない時間枠の中にあります。ましてや、社会的に女性差別が

意識され、「男女平等」の実現に向けてのたゆまぬ努力が重ねられてきたのは最近の 100 年あまり

のことです。この「男女平等（sexual equality）」の思想がより積極的に「男女共同参画(gender 

equality)」という考え方でとらえ直され、日本でも「男女共同参画社会基本法」（1999年制定）

に基づく新たな取り組みが始まって 10 年が経過しようとしていますが、こういう時間的なパース

ペクティブで考えますと、私たちは実に大きな変革の時代の中に身を置いていることが分ります。 

日本の国立大学が法人化されたのは平成 16 年（2004 年）のことです。法人化以後、東京学芸

大学は男女共同参画のモデル大学になることを目指し、「男女共同参画推進本部」を中心にしてさ

まざまな活動を展開してきました。最初は、男女共同参画社会の実現に向けた啓発的な各種講演

会や職員の勤務状況等の調査活動に取り組む一方、安全面からみたトイレ改修やキャンパス内の

夜間通行の安全確保など、細かなところにまで目の行き届く活動を心がけてまいりました。 

そして、第一期中期目標の最終年度にあたる平成 21 年度（2009 年度）になって、「男女共同参

画推進本部」の方々が地道に準備してこられた学内保育所建設に漕ぎ着け、平成 22 年（2010 年）

4 月から「学芸の森保育園」を発足させることができるようになりました。この間、日本では 2005

年を境にして人口減少時代に突入し、いわゆる少子化対策が大きな課題になりつつあります。こ

うした観点からも「子育て支援」が必要になっておりますが、私たちは保育所の設置を男女共同

参画社会への基礎的な施策として重視しています。男女共同参画のモデル校化を目指す事業はま

だ緒についたばかりのところですが、今後、「学芸の森保育園」が地域の人々とも連携した大学の

基幹事業施設となることを願っています。 

最後に、「男女共同参画推進本部」の方々と関係者各位に深く感謝するとともに、この分野にお

ける本学のますますの発展を期して、ごあいさつといたします。 
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Ⅰ 学内保育所開設への取り組み 
 2006 年 4 月に発足した男女共同参画推進本部は、「次世代育成支援」に関する重要課題として学

内保育所の設置をあげ、その実現に向けて取り組んできた。4 年間の準備期間を経て、ようやく 2010

年 4 月には「学芸の森保育園」を開設できることとなった。第 1 期（2006～2007 年度）における取

り組みの経過については『2008 年版  東京学芸大学男女共同参画白書』に記載してあるが、ここで

は第１期からの経過も簡潔に含め、実現までの 4 年間についてまとめることとする。 

 

Ⅰ-1 保育所設置までの経緯 

（１）学内保育所に関するニーズ調査 

 『2008 年版 白書』に示したように、大学・附属学校を含む全教職員を対象にした「次世代育成

支援に関わる現状の把握と要望についての調査」を 2007 年 1 月に実施し、一般的な保育所ニーズ及

び保育所利用可能性のある者のニーズ把握を行った。さらに、2008 年 2 月には保育所ニーズに関す

るヒアリング調査を実施し、保育所の規模（定員数）や運営等をどのように行うのがニーズを反映

したものとなるかを検討した。 

 

（２）他大学訪問等を通した情報収集 

他大学への訪問：先行して学内保育所を開設している他大学の情報（設置に至る経緯および運営

の状況）を参考にして本学の設置を検討するために、保育所の視察と関係者（総務課、保育所長、

運営理事等）からの聞き取りを行った。2006 年 10 月～2008 年 3 月の間には、東北大学、筑波大学、

名古屋大学、宇都宮大学、お茶の水女子大学、山梨大学、東京農工大学の 7 大学を訪問したが、そ

の視察内容の詳細は『2008 年版白書』に掲載した。2008 年 6 月～11 月の間には、東京大学、日本

女子大学、早稲田大学の 3 大学を訪問した（Ⅳ-3 参照）。 

 関係する行政機関等からの聞き取り・情報収集：本学が位置する小金井市の保育行政・事情に関

して、小金井市子ども家庭部保育課長、保育係長からの聞き取り及び相談を 2007 年 7 月、2008 年 2

月、2009 年 4 月、5 月、7 月に行った。結論的には学内保育所として発足させる方針を固めたが、

将来的に認証保育所とする場合に施設基準等が可能規模であるかの相談を小金井市に行った。 

また、2008 年 1 月には、東京都認可外保育所設置者への事前説明会（都福祉保健局主催）に出席

し、認可外保育施設に対する指導監督要綱、保育所保育指針等に関する説明を受け、都事業所内保

育所補助金制度への申請条件を満たすようにした。 

保育委託業者からのヒアリング：保育所の運営に関しては、多くの大学が保育委託業者に委託し、

保育士の派遣、保育内容の提供を受けている。他大学の保育所視察によって保育委託の状況等に関

する情報収集を行ってきたが、2008 年 3 月に 3 社の保育委託業者からのヒアリングを行い、保育委

託料、委託内容等を検討した。 

 

（３）男女共同参画推進本部保育所ワーキンググループによる企画案作成 

 男女共同参画推進本部の定例運営会議は 2006・2008 年度の 2 年間で 24 回開催されたが、そのう

ち、19 回の会議において、「保育所設置検討」が議題の一つとして取り上げられた。また、学内保

育施設設置検討のためのワーキング・グループ（以下 WG とする）が各時期の課題内容をふまえて 3

段階に渡って編成された。 

  第 1 段階（2006 年７月）での 4WG 編成：アンケート調査 WG、学内託児施設設置検討 WG、周知

活動 WG、次世代育成支援行動計画の見直し WG 

  第 2 段階（2007 年 5 月）での 5WG 編成：基本理念 WG、公的資金 WG、私的資金 WG、 
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運営・財務 WG、サービス内容 WG 

 第 3 段階（2007 年 11 月）での WG 編成：保育施設設置検討 WG として一体化 

上記の各 WG が検討した内容は定例運営会議で審議されたが、その他に勉強会および 3 回の合宿

（2007 年 3 月、2007 年 8 月、2008 年 2 月）を本部員全員参加で実施し、集中的な学習および討議

を行った。 

これらを踏まえて「学内保育所設置企画書案」を作成し、2008 年 3 月に学長・理事・局長への報

告会を行った結果、今後は大学役員会に設置検討を委ねることとなった。その後の検討の進捗状況

については、男女共同参画推進本部の担当理事でもある馬淵理事（総務等担当）へ定期的に打診し

たが、2008 年においては回答が何も得られなかった。 

 

（４）保育所開設に向けての全学的取り組み 

 2009 年 3 月に、「保育所設置のための具体的計画を提案してほしい」との学長の意を受けて、1

年前に提案した「企画書案」を再検討し、「学内保育所設置のための計画提案書」を提示した。この

3 月を機に、学内保育所は翌年度の開設を目標に全学的な取り組みによる急速な進展となった。2008

～2009 年度の第 2 期男女共同参画推進本部では、「女性キャリア支援」WGの中に保育所設置検討を

位置付けたが、本部長を含む本部員数人が保育所設置に向けての作業に専念し、設置に関する経緯

は定例会議で報告すると共に、男女共同参画推進本部は必要に応じたバックアップ体制をとること

となった。また、学内の理解を一層高めるために、OPGE 通信（ニューズレター）では、随時、保育

所に関する記事を掲載した（参考資料 1 参照）。 

 

（4-1）保育所設置準備委員会の開設 

 保育所開設に向けて全学的に取り組むことが決定されたのを受けて、「保育所設置準備委員会」の

打合せを 2009 年 4 月 30 日に行い、5 月 21 日に保育所設置準備委員会第 1 回会議が開催された。本

委員会は「本学において保育所を設置するため、必要な準備を行うことを目的とする」ことが要項

に定められ、委員長は馬渕理事、副委員長は高橋男女共同参画推進本部長であった。図表Ⅰ-1 に委

員構成を示す。 

図表Ⅰ-1 保育所設置準備委員会の構成 

◎馬渕貞利 理事（総務担当等） 

○高橋道子＊ 男女共同参画推進本部長 

大竹美登利＊ 総合教育科学系長 

平井文香＊ 男女共同参画推進本部員 

倉持清美＊ 男女共同参画推進本部員 

岩立京子 幼児教育学分野 

伊藤良子 教育実践研究支援センター 

松田恵示 子ども未来プロジェクト代表 

赤石元子 附属幼稚園副園長 

岩崎豊久 総務部長 

高野和夫＊ 人事課長 

南 健一 財務課長 

大野和夫＊ 施設課長 

  ◎は委員長 ○は副委員長 

  ＊は保育所設置作業部会委員を兼ねる 
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 設置準備委員会は 2010 年 3 月までの間に 10 回開催されたが、10 月以降からは設置準備委員会の

下に「保育所設置作業部会」が設置され、保育所開設のための様々な準備に関わる事項（例えば、

設計プラン、遊具・備品の選定、「保育園ご利用案内」の作成、保育園説明会の運営、給食業務、開

所式運営等）を審議・検討し、その結果を設置準備委員会で報告または審議することとなった。作

業部会は７名の委員から成るが、検討事項に応じた委員構成で審議し、さらに事項によってはサク

セスプロスタッフ（保育運営委託業務）、三四五建築研究所（設計業務）の出席も求めた。中核とな

ったのは高橋・大竹・平井・倉持委員と庶務担当の人事課職員係（清水・生形）であったが、作業

部会はほぼ毎週のように開かれると共に、頻繁なメール会議がそのサポートとなった。 

 なお、9 月の設置準備委員会において厚生労働省による「事業所内保育施設設置・運営等助成金」

の申請を受けることを決定し、その受給条件を満たすことを念頭においた設置準備を進め、申請を

行った。この助成対象となるのは、①設置費（建築費、工事費及び設計管理料について支給限度額

2,300 万円）、②運営費（保育運営委託料のうちの人件費について 10 年間を限度とし、運営の形態、

保育人数により積算される）、③保育遊具等購入費（支給限度額 40 万円）である。 

 

（4-2）公募型企画競争選定委員会 

 保育委託業者選定のための公募要領及び審査基準策定委員会を保育所設置準備委員会の下に

2009 年 7 月に設置し、8 月に公募公告（本学 HP 掲載）、説明会を行い、8 月末に公募を締め切った。

公募型企画競争選定委員会では第 1 回目の書類審査会議を経て、応募業者のプレゼンテーションを

踏まえた第 2 回目の会議で審議し、契約予定者（1 位）を決定した。その結果、サクセスプロスタ

ッフ（株）に保育委託を行うこととなった。 

 

（５）保育園説明会 

 保護者に対する保育園入園説明会を、2009 年 12 月 21 日には教職員学生向けに、2010 年１月 18

日には地域住民向けに開催した。いずれも昼間と夜間に実施し、全体で 80 人近い参加者があった。

本学は小金井市に位置しているが、国分寺市、小平市にも近接しており、これらの 3 市にわたる住

民からの参加者があり、説明会終了後の参加者との会話においても、地域からの期待が高いことが

伝わってきた。 

 

（６）保育園開所式・入園者 

 2010 年 4 月１日の保育園開園に先立ち、開所式を 3 月 30 日に行った。保育園は建設中のために 4

月１日からの保育には間に合わず、小金井クラブで約 1 ヵ月間の保育を行う予定である。したがっ

て開所式は小金井クラブで行い、保育の準備状態を視察後、建設中の保育園の内覧を行った。開所

式には、学長、3 理事、保育所設置準備委員会委員および男女共同参画推進本部員、サクセスプロ

スタッフが参加した。なお、建物の完成後、竣工式を新築の学芸の森保育園で開催する予定である。 

 4 月 1 日における入園者は 0 歳児 3 名、1 歳児 6 名、2 歳児 3 名の合計 12 名であり、保護者の内

訳は、本学職員 4 人、学生 4 人、地域住民 4 名である。 

 

（７）保育園の運営について 

 保育所の管理運営は「国立大学法人東京学芸大学保育所規則」の定めるところによる。その第 2

章は、管理運営体制についての規程であり、保育事業者への委託とともに、保育所には大学教員に

よる園長を置き、学長が任命するとある。また、保育所の運営に関する重要事項を審議するため、

保育所運営協議会を本学に置くとある。 

 保育所運営協議会を組織する委員は、理事（総務等担当）、園長、男女共同参画推進本部代表者、
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保育事業所代表者、総務部長、財務施設部長、その他理事（総務等担当）が必要と認めた本学の職

員で構成される。 

 保育所設置の趣旨・理念が具体化され、保育園が大学にあることの意義が研究や教育面において

も生かされるよう、また教職員・学生が保育園の子どもたちへのあたたかな眼差しと支援を注いで

くれるよう、大学が保育事業所と共に学芸の森保育園を創造していくに際して、この運営体制が有

効に働くことを期待したい。                     

 

Ⅰ-2  学芸の森保育園の概要 

 本学に保育所を設置することを決断した学長の功績は大きい。保育所設置準備委員会では学長に

保育所の名前を委ねることとし、保育園の名前は「学芸の森保育園」に決定した。場所はキャンパ

ス内グランド門近くであり、附属幼稚園に隣接している。 

 学芸の森保育園の概要は、「学芸の森保育園ご利用案内」としての冊子（全 19 頁）にまとめ、保

育園説明会で配布したが、簡潔化したリーフレット（A4 版三つ折り）も作成し、全職員に配布して

学内周知を図った。以下では、「ご利用案内」からの抜粋により、保育園の概要を説明する。 

 

◇保育園設置の理念（章末に全文掲載） 
1.本学の男女共同参画の基本方針の第 4「男女共同参画の精神に基づき、子育てを含む生活全般

が仕事や修学と両立するように努める」ことを実現するために、教職員や学生の子育て支援

を推進するための福利厚生施設です。 

2．「我が国の教育実践を先導する研究活動を推進し、その研究成果に立脚した独創的な教育を行

う」（第 2 期中期計画）ために、保育園の活動を活用していきます。 

3．近隣地域の保育ニーズを受け入れ、本学の社会連携をはかります。 

 

◇ 学芸の森保育園の名前の由来 

私たちのキャンパスは豊かな森につつまれています。幼子の揺籃期を自然と芸術の恵みで一杯

にしたいと思っています。「名前をつけて下さい」と言われたとき、「学芸の森保育園」がすぐ思

い浮かびました。キャンパスにはいろいろな草花や木々、そして昆虫や鳥や動物たちもいて、ま

さに学芸の森です。本学の人的・知的・環境的資源を活用し、豊かな自然を生かした保育が展開

されることへの願いが「学芸の森保育園」に込められています。（東京学芸大学学長 鷲山恭彦） 

 
◇ 学芸の森保育園の保育方針  

○ 一人ひとりの子どもを尊重し、子どもとの信頼関係を十分に築きます。 

○ 一人ひとりの子どもの情緒が安定し、自己を十分に発揮できるように、養護と教育的配慮の

行き届いた保育環境を構成します。 

 ○ 健康、安全など生活に必要な基本的な習慣や態度を養い、心身ともに健康な子どもを育てま

す。 

 ○ 学内、近隣の環境における様々な体験を通して、豊かな感性や思考力、創造性の芽生えを培

います。 

 ○ 様々な人とのかかわりを大切にし、協調の態度を養うとともに、一人ひとりが自立し自分で

考え行動できるように育てます。 

 ○ 保護者と協力して子どもの成長に必要な環境を整えます。 
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◇ 保育活動の特色 

自然に親しみ、“感じる心”を育む 

 
「東京学芸大学キャンパス×自然＝キャンパス全てが、子ども達の遊び場」 

 

「心地よい風に吹かれる」「キラキラした木漏れ陽を浴びる」など五感を育む活動を、保育計画にた

くさん取り入れ一人一人の成長・興味に応じ発展させていきます。 

 

◇ 保育園の概要 

○ 名  称  東京学芸大学学芸の森保育園 

○ 所 在 地   東京都小金井市貫井北町 4－1－1 

○ Ｔ Ｅ Ｌ   042－329－7887 

○ Ｆ Ａ Ｘ  同上  

○ 開  園 平成 22 年 4 月 1 日 

○ 施設概要 鉄骨 2 階建て 延床面積 387 ㎡ 

 

 

0～1 歳児用 

保育室 

2～5 

歳児用

保育室 

ランチルーム 

こどモード 

遊戯室 
授乳室 

事務室 
玄関 

調理室 
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○鳥瞰図   （玄関側）                （保育室側） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 保育日   月曜日から金曜日まで 

（但し、国民の祝日、12 月 29 日～1 月 3 日及び学長が指定する夏季休暇日（3 日程度） 

を除きます。） 

○ 保育時間 

基本・コース保育  8：00～18：00 

※基本保育とは、月曜～金曜までの間の上記時間帯の保育をさします。 

 コース保育とは、利用者が指定した同一曜日（週 1～3 日）の上記時間帯の保育をさ

します。 

時間外保育     7：00～8：00、18：00～20：00 

※基本・コース保育の利用者のみ利用できます。上記の時間帯に行う保育をさし、30 分

単位で申し込みができます。なお、予め指定した曜日、時間帯以外の保育については、

臨時コース保育、臨時時間外保育として 1 週間前までの申し込みにより保育が可能で

す。 

（次項の保育料金を参照のこと） 

○ 保育対象  年齢…生後 9 週目から小学校就学まで 

本学職員（有期雇用職員、非常勤講師、非常勤職員を含む）の子ども 

本学学生の子ども 

地域住民の子ども 

○ 保育人数  計 30 名 

○ 職員配置             

    0 歳児／1：3   1・2 歳児／1：5 

3 歳児／1：15   4 歳児以上／1：20 

（保育年齢は 4 月 2 日時点の年齢とします。） 

    「児童福祉施設最低基準」による児童数に拘わらず、保育者複数体制。 

○ 運営組織 大学関係者・委託事業者から構成される保育園運営協議会を設置し、運営を統括

します。 

 ○ 保育業務 保育業務は以下に委託します。 

        サクセスプロスタッフ株式会社 

 神奈川県藤沢市鵠沼石上 1－1－15 藤沢リラビル 3 階 

 電 話: 0466-29-5561 

 ＦＡＸ: 0466-28-5500 

 ＵＲＬ://www.success-academy.net 

  ○ 給食業務 園内調理室で調理し提供します。 
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◇ 保育料金等の支払方法 

①入園料は入園月の前月に請求します。 

②前月分の使用料（時間外保育料等含む）については、毎月概ね 10 日までに保護者に明細

書をお渡しし、保護者指定の口座から引き落としとなります。 

詳細については、後日お知らせします。 

 

◇保育料金 

《入園料》  30,000 円（基本保育） 

       20,000 円（コース保育） 

《保育料》 

 

区     分 

保   育   料 

職員・学生（正規生以

外）・地域住民 
学生（正規生※） 

基本保育 

(週 4･5 日) 

3 歳未満 50,000 円／月 30,000 円／月 

3 歳以上 35,000 円／月 21,000 円／月 

コース保育 

（固定曜日

を指定） 

3 歳未満 

週１日 15,000 円／月 週 1 日 9,000 円／月 

週 2 日 30,000 円／月 週 2 日 18,000 円／月 

週 3 日 45,000 円／月 週 3 日 27,000 円／月 

3 歳以上 

週１日 10,000 円／月 週 1 日  6,000 円／月 

週 2 日 20,000 円／月 週 2 日 12,000 円／月 

週 3 日 30,000 円／月 週 3 日 18,000 円／月 

臨時コース保育 4,000 円／日   

時間外保育 

月極 
毎日 30 分当り     3,000 円／月 

（例 毎日 1 時間利用 6,000 円／月） 

 

週極 
週 1 日 30 分当り      800 円／月 

（例 週２回３時間利用 9,600 円／月） 

臨時 
1 日 30 分当り       300 円 

（例 1 時間 1 回利用 600 円） 

なお、コース保育、月極、週極の時間外保育の利用は半年契約とし、4 月と

10 月に見直す。臨時コース保育・臨時時間外保育の利用は 1 週間前までに申

し込むこと。 

※ 正規生とは、学部・修士・博士・特別専攻科に所属する本学の学生です。 
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 《給食費・補食費》ミルクのみの場合、給食費は徴収しません。            

         ただし、ミルクは各自でご用意ください。 

区   分 給 食 費（おやつ代含む） 
補食費 （18:30 以降の 

時間外保育利用者へ提供） 

基 本 保 育 
（週 5 日）8，000 円／月 （週 5 日）3，000 円／月 

（週 4 日）6，400 円／月 （週 4 日）2，400 円／月 

コース 保 育 

（週 1 日）1，600 円／月 （週 1 日）  600 円／月 

（週 2 日）3，200 円／月 （週 2 日）1，200 円／月 

（週 3 日）4，800 円／月 （週 3 日）1，800 円／月 

臨時保育 （1 日当り） 400 円／日 （1 回当り） 150 円／回 

※ 休日を除く前保育日の 12 時以降のキャンセルには、料金が発生いたします。 

 

◇ 年間行事予定（例示） 

4 月 入園式 10 月 運動会 

5 月 春の遠足・子どもの日 11 月 秋の遠足・保護者懇談会 

6 月 保護者懇談会 12 月 おたのしみ会 

7 月 七夕まつり 1 月 お正月遊び 

8 月 水遊び 2 月 豆まき 

9 月 お月見 3 月 ひなまつり・卒園式 

※毎月、誕生会・避難訓練・身体測定を実施します。 

   その他の行事として、健康診断（年 2 回）を実施します。   
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総務部人事課へ「入園申込書」等を提出 

保育園で親子面接を実施 

入園 

入園に必要な書類を提出 

大学で入園許可証を交付 

◇ 入園までの流れ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     ※ご希望により「慣らし保育」を実施いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※申し込み時に必要な書類 

1 入園申込書・児童票 

2 保育資料 

３健康の記録 

※入園に必要な書類 

1 健康診断書（または母子手

帳のコピー） 

2 通院時対応票 

3食物アレルギー除去食品一

覧表 

保育の必要性の度合い、提出

書類、面接等によって、大学

が入園を決定する。同順位の

場合は抽選により決定する。 
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東京学芸大学保育所設置の趣旨・理念 

 

東京学芸大学保育所設置準備委員会 

2009.7. 

 

1． 本学の男女共同参画の基本方針の第 4「男女共同参画の精神に基づき、子育てを含む 

生活全般が仕事や修学と両立するように努める」ことを実現するために、教職員や学生の 

子育て支援を推進するための福利厚生施設とする。 

①学内の子育て期の教職員や学生のニーズに応える。 

②子育て期の男女が働きやすい環境を整備し、質の高いスタッフを集めることに寄与す 

るとともに、女性にとっても働きやすい職場環境を保障し、女性の雇用を積極的に 

図ることに資する。 

③学生の子育てを支援することによって、質の高い修学を保障し、有為な教育者を育て 

る。 

 

2．「我が国の教育実践を先導する研究活動を推進し、その研究成果に立脚した独創的な 

教育を行う」（第 2 期中期計画）ために、保育所の活動を活用する。 

(1)「有為な教育者を育成する」本学の目的に資する学生の実践的な学習の場を提供する。 

①保育士資格取得のための実践的な学習の場として活用する。 

②学生が乳幼児発達を理解するための実践的な学習の場とする。 

(2)独創的な教育を提案する場とする。 

保育所、幼稚園、こどモードハウス、教育実践研究支援センターの 4 つのコラボレー 

ション、さらには小学校、中学校とのコラボレーションまでも含めた、異年齢集団交 

流活動、学校・地域相互交流活動による新たな子どもの教育活動の展開を提案する。 

(3) 我が国の教育実践を先導する研究を推進する。 

①大学教員と保育所の共同による研究を推進するなど、大学の教育実践の研究へ積極的 

に協力する。 

②幼保連携など、幼稚園と保育所を連携した発達支援の現代的課題研究に対して先駆的 

な提案をしていく。 

③乳幼児のよりよい発達に寄与する研究開発などの企業等からの受託研究を積極的に受 

け入れ、社会連携研究を推進する場とする。 

 

3．近隣地域の保育ニーズを受け入れ、本学の社会連携をはかる。 

保育所ニーズの高まりを受けて、小金井市は認可保育所の設置を推進している。特に 

0、1 歳の乳児の保育供給は不足しており、これらを中心とした地域の保育ニーズは少 

なからずある。第一義的には、学内の保育ニーズを受け入れ、定員にゆとりがある時 

には、近隣地域の保育ニーズを受け入れる。 
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Ⅱ 仕事と家庭の両立支援 
 第 2 期の男女共同参画推進本部は、「女性のキャリア支援」を重点課題とし、そのためのワーキ

ンググループが設置された。ワーキンググループでは、女性のキャリア支援の中でもライフワーク

バランスに配慮した仕事と家庭の両立支援に重点をおいて活動した。ここでは、保育所設置以外の

両立支援策について述べる。 

 

Ⅱ-1 子育て期にある大学教員の夜間授業の担当免除 

本学大学院の夜間の時間割編成は、夜間大学院の修了要件によって定められており、結果的に大

学院担当の教員は、6 限（18:00～19:30）または 7 限（19:40～21:10）の授業をほぼ 1 コマずつ担

当している。科目・開設時間等の各教員への割り振りは各専攻に任せられており、個々の教員の事

情を勘案して授業負担を軽減するには、専攻内での調整に頼らざるを得ない。教員は裁量労働制の

下にあるとはいえ、乳幼児をもつ教員の場合、夜間授業の担当により二重保育を余儀なくされ、生

活時間にも子どもとずれが生じる。また、一般に夜間の授業実施には身体的な負担を伴うが、特に

子育ての時期には休養に割ける時間帯に自由度が少なく、教員自身の健康も懸念される。以上のよ

うな理由から、子育ての時期にある教員に対して 6･7 限の授業担当を免除する措置を男女共同参画

推進本部から要望し、2009 年度より、子育て期にある大学教員の夜間大学院の授業担当を免除する

制度が実施された。この制度により、未就学児を持ち子育てに従事する教員からの申し出があった

場合には、6･7 限の授業を行う非常勤講師が配置される。2009年度には、この制度の適用例が 2 件

あった。 

 

Ⅱ-2 ベビーシッター費用の補助 

学内保育所の設置が両立支援の大きな一歩である一方で、保育所を実際に利用できるのは小金井地

区の教職員に限られ、他の 4 地区への支援もあわせて検討する必要がある。また、小金井地区の教

職員であっても、住居近くでの保育が望ましい状況も考えられる。そこで、本学の教職員へのさら

なる育児支援策として、ベビーシッター派遣事業者のサービスを利用した際にその費用を補助する

措置が必要であるとの結論を男女共同参画推進本部は下し、その運用について学内関係部署へと働

きかけた。ベビーシッター費用の補助を行う事業者に対しては、さまざまな財団による助成制度が

あり、本学でもこども未来財団からの助成制度を利用して、小学校 3 年生までの子どもを対象とし

たベビーシッター費用の補助を、2010年度から実施する準備を進めている。なお、2009年 11 月末

日現在、全国で約 50 の大学・短大がこども未来財団との協定を結んでおり、ベビーシッター費用の

補助が受けられる態勢にある。 

 

Ⅱ-3 その他の取り組み 

第 1 期より提案してきた授乳産が新しく開設される保育所を含む建物内に設置されることとなっ

た。 

2006 年度から継続的に、男女共同参画推進本部のホームページに「OPGE子育て相談」として窓口

を設け、本部員が育児相談を受ける体制をとっている。第 2 期中の相談件数は１件であった。今後、

窓口の周知方法や相談体制については、存続の可否も含めて検討する必要がある。 

 

Ⅱ-4 今後の課題 

両立支援は、女性のキャリアのみならず、男女ともによりよい人生を築くことを支援するもので

ある。乳幼児の通常の保育についての問題は社会的にも認識が広まり、充分とは言えないまでも、
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保育に関するさまざまな支援が充実する方向にある。第 2 期の男女共同参画推進本部の活動も、乳

幼児の子育てについての支援が中心であったと言える。今後は、上記以外の両立支援策とその他の

キャリア支援策についても考えていかなければならない。 

病児保育・病後児保育には高いニーズがあり、今後の大きな課題である。コスト面等解決すべき

問題は多いが、附属病院のある大学での実施例以外にも、自宅にシッターを派遣して保育を行う非

施設型の病児保育を実施している大学（例：慶應義塾大学、千葉大学、東京医科歯科大学、日本女

子大学など）があり、本学でも検討するべき方策の一つである。また、育児支援の対象は未就学児

だけではない。各自治体等による学童保育は小学校 3 年までの児童に限られ、一般にその保育時間

は保育所よりも短い。小学校の長期休業期間中における子どもの居場所を含めて、学童保育に対す

る支援策も必要である。教員養成大学の特徴を生かしたプログラムを実施することも考えられる。 

今のところ育児ほど広く認識されてはいないが、家族の介護の問題がある。高齢化社会を迎えて、

より広く支援が求められるところであるが、未だに潜在的であるために、女性が行うべきだという

固定的性別役割分担の意識が払拭されにくく、より深刻だという指摘もある。本学におけるニーズ

調査や意識改革も含めて、介護への支援も本格的に取り組むべき課題である。 

女性のキャリア形成に対する支援策としては、子育て期の教員に対する教務・研究補助、学生に

対するロールモデルの提示、教職員・学生を対象としたメンター制度の導入等が考えられる。 
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Ⅲ 教育研究における男女共同参画の推進 
 

Ⅲ-1 女性学、ジェンダー研究関連授業の開講状況 

（１）男女共同参画に関連した授業シラバスに関する改善までの経緯 

 『2006 年版 東京学芸大学男女共同参画白書』による提言受け、男女共同参画関連講義の一覧と、

随時学生が閲覧できるようなシステムを作成し、男女共同参画などに関心を持つ学生に受講の機会

を増やすことが望ましいと考え、男女共同参画推進本部では、平成 18 年 8 月にカリキュラム委員会

委員長に対し、「男女共同参画を推進するためのシラバスのシステムについて」と題した検討依頼文

書を送付した。これは、学生の男女共同参画に関連した受講機会を増やすため、シラバスに、「男女

共同参画、ジェンダーなどを内容の一部に含む」ことを授業担当教員がアピールできるようなシス

テムを追加することを検討してくれるよう依頼したものであった。 

 その結果、折良くカリキュラム委員会では平成 19 年度からの新シラバスシステムを検討中でもあ

ったことから、平成 19 年度からの新シラバスシステムに「ジェンダー」「性教育」「性差別」「性役

割」の検索キーワードを追加することができた。 

 
（２）平成 20 年度および 21 年度シラバスによる男女共同参画に関連した講義の検索結果 

 『2008 年版 東京学芸大学男女共同参画白書』による調査に引き続いて平成 20 年度、および 21

年度のシラバスシステムに対し、「ジェンダー」「性教育」「性差別」「性役割」「男女共同参画」の各

キーワードで検索を行った（平成 21 年 12 月調べ）。 

 その結果、20 年度シラバスにおいて、「ジェンダー」で検索できた講義は、29 科目であり「性教

育」では、12 科目、「性差別」では、11 科目、「性役割」では、7 科目、「男女共同参画」で検索で

きた講義は 11 科目であった。また 21 年度シラバスにおいて「ジェンダー」で検索できた講義は、

24 科目であり「性教育」では、12 科目、「性差別」では、11 科目、「性役割」では、7 科目、「男女

共同参画」で検索できた講義は 10 科目であった。 

 そこで、これらの講義がどの専攻・選修の学生を対象として開講されているか調べたところ、以

下のような結果となった。なお、講義は複数の専攻・選修を対象として開講とされていることが多

いので、合計は一致しない。 
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図表Ⅲ-1-1  
平成 20 年度、および 21 年度シラバスにおいて、「ジェンダー」「性教育」「性差別」「性役割」「男女共同参

画」の各キーワードで検索できた各専攻・選修学部生に対する講義数. 

総合教育科学群    検索キーワード        

専攻・選修 類 系 ジェンダー 性教育 性差別 性役割 男女共同参画 

年度     20 21 20 21 20 21 20 21 20 21 

             

学校教育 A 教育 3       1 1         

学校心理 A 教育 4 1                 

幼児教育 A 教育 2 1 1 1 1 1         

特別支援教育 C 教育 1               1   

家庭 A 教育 2 1 1 1         1 1 

家庭 B 教育 3 1 1 1           1 

生涯学習 N 教養 7 8 5 6 4 4 3 3 4 3 

カウンセリング N 教養 6 5 1   1 1 1 1 1 1 

国際教育 K 教養 5 4 1 1 2 2 1 1 1 1 

環境教育 F 教養 2 2 1 1 1 1 4 4 4   

学群合計 137   35 23 11 11 10 10 9 9 12 7 

 
人文社会科学群   検索キーワード        

専攻・選修 類 系 ジェンダー 性教育 性差別 性役割 男女共同参画 

年度     20 21 20 21 20 21 20 21 20 21 

国語 A 教育   1     1 1         

国語 B 教育   1 1 1             

英語 A 教育 1                   

英語 B 教育 2                   

社会 A 教育 5 12 1 1 5 5 1 1 4 5 

社会 B 教育 7 11 1 1 6 7 1 1 5 5 
総合社会システム N 教養 4 7 1 1 1 1 1 1   1 

多言語多文化 K 教養 1   1 1 1 1 1 1 1 1 

日本語教育 K 教養 1   1 1 1 1 1 1 1 1 

日本研究 K 教養 3 3 1 1 1 1 1 1 1 1 

アジア研究 K 教養 3 3 1 1 1 1 1 1 1 1 

欧米研究 K 教養 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 

学群合計 169   29 39 9 9 18 19 8 8 14 16 
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自然科学群                        

 
 
検索キーワード 

専攻・選修 類 系 ジェンダー 性教育 性差別 性役割 男女共同参画 

年度     20 21 20 21 20 21 20 21 20 21 

             

数学 A 教育                     

数学 B 教育                     

理科 A 教育                     

理科 B 教育                     

技術 B 教育 1                   

自然環境科学 F 教養 1 1 1 1 1 1 1 1     

文化財科学 F 教養 2 3 1 1 1 1 1 1 1 1 

情報教育 J 教養 1                   

学群合計 23   5 4 2 2 2 2 2 2 1 1 

 
芸術・ｽﾎﾟｰﾂ科学群   検索キーワード        

専攻・選修 類 系 ジェンダー 性教育 性差別 性役割 男女共同参画 

年度     20 21 20 21 20 21 20 21 20 21 

             

音楽 A 教育 1                   

音楽 B 教育 1                   

美術 A 教育   1                 

美術 B 教育   3               1 

書道 B 教育 1                   

保健体育 A 教育 2 1 2 2 2 2 1 1     

保健体育 B 教育 2 1 4 4 1 1 1 1 1   

養護教育 D 教育 3 3 2 2 1 1 1 1   1 

総合音楽 G 教養 2                 1 

造形美術 G 教養   1             1 1 

書芸 G 教養                   1 
表現コミュニケーショ

ン 

G 教養 

2                 1 

生涯スポーツ G 教養     1 1           1 

学群合計 65   14 10 9 9 4 4 3 3 2 7 
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共通科目群                 検索キーワード 

専攻・選修 ジェンダ

ー 

性教育 性差別 性役割 男女共同参画 

  

年度 20 21 20 21 20 21 20 21 20 21   

総合学芸領域（CA） 
2               1 1   

語学領域（CL）                       
 

 
 図表Ⅲ-1-1 より、「ジェンダー」「性教育」「性差別」「性役割」「男女共同参画」のキーワードに

対し、シラバスから検索できた学部生対象の講義数が多かったのは、教育系では社会、教養系で

は生涯学習・総合社会システム・カウンセリングの専攻・選修であることがわかる。また、他の

選修でもこれらすべてのキーワードで検索・受講することのできる科目が多くあった。一方、学

部生対象の講義で、「ジェンダー」「性教育」「性差別」「性役割」「男女共同参画」のキーワードに

対し、シラバスから検索できた科目の少なかった学群は自然科学群であった。 

 また、全学群学部生を対象とした共通科目では、「ジェンダー」のキーワードで総合学芸領域に

3 科目、「男女共同参画」のキーワード 1 科目を検索することができた。 

 同様に大学院教育学研究科の開設授業においても検索を行った。 

その結果、20 年度シラバスにおいて、「ジェンダー」で検索できた講義は、18 科目であり「性教

育」では、6 科目、「性差別」では、11 科目、「性役割」では、7 科目、「男女共同参画」で検索で

きた講義は 1 科目であった。また 21 年度シラバスにおいて「ジェンダー」で検索できた講義は、

9 科目、「性差別」では、2 科目、「性役割」では、10 科目、「男女共同参画」で検索できた講義は

1 科目であった。 
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図表Ⅲ-1-2  

平成 20 年度、および 21 年度シラバスにおいて、「ジェンダー」「性教育」「性差別」「性役割」「男女共同参画」

の各キーワードで検索できた教育学研究科各専攻大学院生に対する講義数. 

大学院修士課程  検索キーワード        

専攻・選修 ジェンダー 性教育 性差別 性役割 男女共同産画 

年度 20 21 20 21 20 21 20 21 20 21 

           

学校教育 1   2               

学校心理                     

特別支援教育                     

家政教育 2 2             1 1 

国語教育                     

英語教育 1                   

社会科教育 7 5 4 2 4 2 4 2     

数学教育                     

理科教育 3 2         2       

技術教育                     

音楽教育                     

美術教育                     

保健体育教育                     

養護教育                     
総合教育開発専攻 3 3                 
共通選択必修科目

A 欄 1 3                 

修士課程合計 57 18 15 6 2 4 2 6 2 1 1 

 
 図表Ⅲ-1-2 より、教育学研究科大学院生に対する講義について、「ジェンダー」「性教育」「性差

別」「性役割」「男女共同参画」のすべてのキーワードでシラバスから検索でき、また検索科目数も

多かったのは、社会科教育専攻であった。 

 

（３）シラバスによる男女共同参画に関連した講義検索向上への提案 

 （２）のシラバス検索結果より、シラバスから男女共同参画に関連した講義を検索するにあたっ

て、『2008 年版東京学芸大学男女共同参画白書』作成調査時（平成 19 年 11 月当時）から平成 20、

21 年度のシラバスシステムにかけて検索できる講義数は、ある程度安定してきているといえる。こ

れらを継続してゆくことにより、今後さらに男女共同参画などに高い関心を持つ学生が、関連した

内容を含む講義を履修できる機会が増加することが期待される。今後も、男女共同参画などに関心

を持つ学生の受講機会を増やすためには、関連した講義を担当している教員に対してシラバスでの

検索キーワード登録を確実に行うよう周知していく必要があろう。また、学生に対しても、これら
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のキーワードにより、男女共同参画などに関連した講義を検索し、受講できることを周知していく

べきであろう。 

 一方、専攻や選修、あるいは学群によって、学部生・大学院生を対象とした男女共同参画に関連

した講義数には大きな偏りがあることも判明した。特に、学部講義では、教育系・社会、及び教養

系 N 類（生涯学習・カウンセリング）学生対象の男女共同参画関連の講義が多いのに対し、自然科

学群では少なかった。これは前者では人間社会を主な研究対象としているのに比べ、後者では自然

現象を中心に扱っており、人間そのものを研究対象とすることが少ないというようなそれぞれの学

問分野の特性によるものと推察される。 
 
（４）平成 20 年度女性学・ジェンダー研究関連授業開講状況（学務課調査結果） 

 平成 21 年 7 月、社団法人国立大学協会より、本学に対し「国立大学における男女共同参画の推進

状況に関する調査について」という調査依頼があった。これには、平成 20 年度の女性学・ジェンダ

ー研究関連授業開講状況に関する調査依頼が含まれており、それに対して本学学務課が調査を行っ

た。 

 以下にその調査結果として、平成 20 年度の女性学・ジェンダー研究関連授業開講科目数、及び担

当教員や受講学生数の概要を示す。（図表Ⅲ-1-1、2 と科目数等の数値が異なるのは、検索キーワー

ドの相違によると思われる。） 

 

図表Ⅲ-1-3 平成 20 年度女性学・ジェンダー研究関連授業開講科目数および担当教員・受講学生数 

部局名 科目数 担当教員 受講者概数 

男性 女性 専任 非常勤 男性 女性 

 教育学部 20 19 10 26 3 509 586 

全学共通科目 2 1 1 0 2  268 363 

大学院修士課程教育学研究科 19 15 9 24 0 56 82 

大学院博士課程連合学校教育学研究科 7 1 6 0 7 3 6 

（注：1 科目を複数の教員で担当するものを含む） 

 
 今後もこのような男女共同参画に関連した講義に関する調査が行われることが望ましい。特に、

受講学生数を明らかにすることにより、男女共同参画に関連した講義にどれだけ学生のニーズがあ

るか、どのようにそれら学生のニーズに対応していくべきか検討していくことができるだろう。 
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Ⅲ-2 男女共同参画に関連した授業の開講 
 『2008 年版 東京学芸大学男女共同参画白書』において「男女共同参画などに関心を持つ学生の

受講機会を増やすには、全学対象の講義で男女共同参画に関連した講義の開講を促すことが有効と

考えられる。」との提案が行われている。 

 男女共同参画推進本部では、この提言を受けて、平成 21 年度後期より総合学芸領域（CA）におい

て全学学生対象の講義を開講した。科目名は「学芸フロンティア科目 H」、タイトルを「男女共同参

画社会を目指して」とし、本部員を中心に学内外の講師がオムニバス形式で担当することとした。 

 

図表Ⅲ－2－1「学芸フロンティア科目 H」シラバス 

CA 授業科目「学芸フロンティア科目 H」  2009 年度 後期（木 1） 

タイトル：男女共同参画社会を目指して 

 歴史上かつて無いような高度科学文明社会であるとともに、格差や多様性への適切な対応が必要な現代社会に生

き、将来の日本・世界を創造する役割を担う学生にとり、男女共同参画の問題に関する深い認識を持つことは、基

礎教養として大切なことです。本講義では、複数の教員が授業を担当し、日本における男女の役割の担い方の歴史、

男女共同参画の意義、生物としての男女と社会的存在としての男女の関連性、などについて、多角的な視点から深

く理解することを目標としています。 

 

開設時期：21 年度後期（木曜１限）N203 教室 

責任教員：高橋道子（男女共同参画推進本部長・学校心理教室） 

授業スケジュール 

１ 高橋道子   10/22  オリエンテーション／男女共同参画に関する日本の現状 

２ 高橋道子    10/29  子育てにおける男女共同参画を考える 

３ 倉持清美   11/05   妊娠期からの夫婦関係の変容：夫の育児・家事参加と夫婦関係 

４ 池上清子   11/12  リプロダクティブヘルス/ライツ 

５ 鈴木琴子   11/19  出産・育児における男性(パートナー)の役割 

６ 狩野賢司  11/26  生物学から見た性の多様性など 

７ 及川英二郎 12/03  ジェンダーフリーについて 

８ 及川英二郎 12/10  ポジティヴ・アクションについて 

９ 大竹美登利 12/17  家庭科教育における男女共同参画の歴史 

10 村松泰子  12/24  学校教育とジェンダー 

11 石橋史生  01/07  音楽家における男女のパートナーシップの形 

12 湯浅佳子  01/14  17・18世紀日本社会の女性観・道徳観－文学作品からの視点－ 

13 高橋道子  01/21  まとめ／ディスカッション/レポート課題提示 

14 予備日 

15 レポート作成 

 

評価：出席とレポート 

レポート課題：各教員が課題を出し、その中から 1 つを選択 

 枚数：A4 版用紙 3 枚程度 

提出期限： 

提出先：高橋道子研究室 （総合教育科学系・人文社会学系研究棟１号館３階） 

 またこの講義の初回（2009 年 10 月 22 日）と最終回（2010 年 1 月 21 日）に受講生に男女共同参

画について以下のようなアンケートを行った（図表Ⅲ-2-2）。 
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事前アンケートにおける回答数は、25名、事後においては、17 名であった。結果を以下に示す。 

図表Ⅲ－2－2「学芸フロンティア科目 H」アンケート 

学芸フロンティア科目Ｈ                

このアンケートは、この講義の受講をする前後でみなさんの男女共同参画に関する認識がどのように変

化するかを調査するものです。アンケートは無記名ですし、成績にもまったく関係ありませんので、率直

な意見をお願いします。 

 性別（男性 女性）  いずれかに○をつけてください。 

 

 以下の各項目に関し、該当する番号・記号に○をつけてください。 

 

Q1. あなたは，男女共同参画とはどういうことを指していると思いますか？ 

あてはまるものすべてに○をつけてください。 

(ア) 男女がすべてにおいて平等になること   

（イ）男女の違いを認めないこと  

（ウ）男女の違いを尊重しつつ，お互いが性別による不利益を感じないようにすること  

（エ）仕事の男女比を何でも半分ずつにすること 

（オ）男性がもっとレディーファーストになること 

（カ）女性が多い職種にもっと男性を入れること   

（キ）仕事をしたい女性が，育児などで仕事を続けられない状況をなくすこと   

（ク）男性がもっと家事をすること 

（ケ）女性がもっと力仕事をすること   

（コ）男女の管理職の比率を半々にすること 

（サ）男女の相互理解を深めること   

（シ）「男らしさ」や「女らしさ」を強調しないこと 

（ス）異質さを「個性」と認めて尊重すること 

Q2. 自分の身のまわりでは男女共同参画が進んでいると思いますか？ 

家族： 

（1）進んでいる（2）ある程度進んでいる（3）ほとんど進んでいない（4）進んでいない 

 クラス： 

（1）進んでいる（2）ある程度進んでいる（3）ほとんど進んでいない 4）進んでいない 

 部・サークルなど： 

（1）進んでいる（2）ある程度進んでいる（3）ほとんど進んでいない（4）進んでいない 

Q3. 以下の各事柄に関して、家庭の中で男性・女性のいずれが主に担当すべきだと思いますか？ 

括弧内に、次の１から５の数字で回答して下さい。 

1.主に男性 2.どちらかといえば男性 3.男女の双方 4.どちらかといえば女性 5.主に女性 

①仕事：（   ） ②子育て:（   ） ③炊事：（   ）  

④洗濯：（   ） ⑤掃除：（   ） 

Q4. 子育てや親の役割について、あなたはどう考えますか。 

子どもが小さいうちは、母親は育児に専念した方がよい   

(1) そう思う （2）そう思わない （3）何とも言えない 

男の子は男の子らしく、女の子は女の子らしく育てたい   

  （1）そう思う （2）そう思わない （3）何とも言えない 

 夫は家事や育児を共同で分担した方がよい   
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  （1）そう思う （2）そう思わない （3）何とも言えない 

Q5. 「女性が主に家計を支え、男性が主に家事を行う」というライフスタイルをどのよう  

   に思いますか？ 

（1）よくない （2）どちらかといえばよくない （3）どちらともいえない  

（4）どちらかといえばよい （5）よい 

Q6. この講義にどのようなことを期待していますか？自由にお書きください。 

 
（１）男女共同参画のイメージ 

男女共同参画とは、どういうことをさしているかを尋ねたところ事後のアンケートでは、僅かであ

るが（ア）や（カ）、（ク）のような、どちらかといえば表面的な事柄が減少し、（ウ）や（ス）のよ

うな互いの差異を認め、尊重しあうというということが増加している。（図表Ⅲ－2－3） 

図表Ⅲ－2－3 男女共同参画のイメージ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

Q1.　あなたは，男女共同参画とはどういうことを指していると思
いますか？あてはまるものすべてに○をつけてください。
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）

事前

事後

(ア) 男女がすべてにおいて平等になること（イ）男女の違いを認めないこと  

（ウ）男女の違いを尊重しつつ，お互いが性別による不利益を感じないようにすること  

（エ）仕事の男女比を何でも半分ずつにすること 

（オ）男性がもっとレディーファーストになること 

（カ）女性が多い職種にもっと男性を入れること   

（キ）仕事をしたい女性が，育児などで仕事を続けられない状況をなくすこと   

（ク）男性がもっと家事をすること（ケ）女性がもっと力仕事をすること   

（コ）男女の管理職の比率を半々にすること（サ）男女の相互理解を深めること   

（シ）「男らしさ」や「女らしさ」を強調しないこと 

（ス）異質さを「個性」と認めて尊重すること 

図 表 Ⅲ
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図表Ⅲ-2-4 
 

 
 

（２）自分の身のまわりの男女共同参画 

自分の身のまわりでは男女共同参画が進んでいると思うかを、家族、クラス、および部・サーク

ルそれぞれについてたずねた。その結果を図表Ⅲ－2－4 に示す。事前アンケートに比較して事後は、

家族、およびクラスでは「進んでいる」が、また部・サークルにおいては、「ある程度進んでいる」

が増加した。 
 
 

家族

29
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68
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20

0% 50% 100%

事後

事前 （1）進んでいる

（2）ある程度進んでいる

（3）ほとんど進んでいない　

（4）進んでいない

 
クラス

24

16

59

64

12

12

6

8

0% 50% 100%

事後

事前 （1）進んでいる

（2）ある程度進んでいる

（3）ほとんど進んでいない　

（4）進んでいない

 
部・サークルなど

18

24

41

44

12

16 12

0% 50% 100%

事後

事前 （1）進んでいる

（2）ある程度進んでいる

（3）ほとんど進んでいない　

（4）進んでいない
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図表Ⅲ-2-5 
 

 
 

（３）家庭の中での男女の役割分担 

以下の各事柄に関して、家庭の中で男性・女性のいずれが主に担当すべきか尋ねたところ図表Ⅲ

-2-5 のような結果が得られた。「仕事」については、事後アンケートにおいて、男女の双方が行な

うべき、という回答が大幅に増加した。「子育て」に関しては、事前では、「主に女性」と答えたも

のが 17%であり、「男女の双方」が 83%であったが、事後では「どちらかといえば女性」が 29%、「男

女の双方」が 71%というように変化した。「炊事」については、事前、事後ともに「男女の双方」と

いう答えが最も多かった。 

「洗濯」について、事前では「どちらかといえば女性」が 24%、「男女の双方」が 68%だったのに対

し、事後では「男女の双方」が 88%を占めた。 

 

 

①仕事

6

8

12

36

82

56

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事後

事前 1.主に男性

2.どちらかといえば男性

3.男女の双方

4.どちらかといえば女性

5.主に女性

 

②子育て

71

83

29

17

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事後

事前
1.主に男性

2.どちらかといえば男性

3.男女の双方

4.どちらかといえば女性

5.主に女性

 

③炊事

4

65

64

29

28

6

4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事後

事前 1.主に男性

2.どちらかといえば男性

3.男女の双方

4.どちらかといえば女性

5.主に女性
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 ④洗濯

4

6

4

88

68

6

24

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事後

事前
1.主に男性

2.どちらかといえば男性

3.男女の双方

4.どちらかといえば女性

5.主に女性

 

⑤掃除
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事前 1.主に男性

2.どちらかといえば男性

3.男女の双方

4.どちらかといえば女性

5.主に女性
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（４）子育てや、親の役割について 
子どもが小さいうちは、母親は育児に専念したほうがよいか、と尋ねたところ事前では「そう思

う」が 52%,であったが、事後では「何とも言えない」が 47%と増加した。男の子は男らしく、女の

子は女らしくそだてたいかどうかについては、事前では「なんともいえない」が 52%を占めていた

のに対して「そう思わない」が 44%と増加した。夫は、家事や育児を共同で分担したほうがよいか、

を尋ねたところ、事前では、「そう思わない」という答えが 10%あったが、事後では、全員が「した

ほうがよい」と答えていた(図表Ⅲ-2-6)。 

 

 

子供が小さいうちは、母親は育児に専念した方がよい

41

52
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20

47

28

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事後

事前

 (1) そう 思う

（2）そう 思わない

（3）何とも 言えない

 

男の子は男らしく、女の子は女らしく育てたい

17

24

44

24

39

52

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事後

事前

 (1) そう 思う

（2）そう 思わない

（3）何とも 言えない

 

夫は家事や育児を共同で分担した方がよい

100

90 10

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事後

事前

 (1) そう 思う

（2）そう 思わない

（3）何とも 言えない

 

 
 
 
 
 
 
 

図表Ⅲ-2-6 
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（５）女性が家計を支え、男性が家事を受け持つライフスタイルについて 

女性が主に家計を支え、男性が主に家事を行うというライフスタイルをどのように思いますか、

と尋ねたところ事前では、「よい」および「どちらかといえばよい」が 42％だったが、事後では、

59%に増加した(図表Ⅲ-2-7)。 

 

「女性が主に家計を支え、男性が主に家事を行う 」という

ライフスタイルをどのよう に思う か

4

35

54

18

13

41

29

6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事後

事前 （1）よく ない

（2）どちらかといえばよく ない　

（3）どちらとも いえない

（4）どちらかといえばよい

（5）よい

 

 
（６）自由記述 

「この講義にどのようなことを期待していますか？自由にお書きください。」という自由記述欄に

おいて事前アンケートでは、「自分が女性であることから感じている不安を解消したい。仕事、結婚、

子育てに関して、何かを理由に何かをあきらめたくないと考えているので、将来に希望を持てるよ

うな講義が聴きたい」「ジェンダー論などに興味があるので男女共同参画社会を目指してどのような

ことが行なわれているのか知りたい」「男女平等雇用推進法など行政の施策に社会的慣習がついてい

っていない気がする。慣習は、世代によって違うが、各世代が意識の変革をするにはどうしたらよ

いかを学びたいと思う」「［男女］ということへの考え方は、時代によってどんどん変わっていくし、

昔はどうだったのに今は悪い、という考え方はあてはまらないと思うので、現代の風潮をたくさん

知りたい。まだ自分自身、男女共同参画社会について知らない部分があるので正しい男女共同参画

社会について知りたい」などの記述があった。事後アンケートでは、「講義を受ける前から自分なり

に男女平等についての考えはあったが、新しい発見があったり、社会の動きを知ることができたり、

大変刺激を受けた」など肯定的なものが多かった。「両親が共働きなので、両親の夫婦関係は対等な

ものだった。女性があまりに不当に扱われていた時代があったことに驚いた」「身近な問題（具体的

事例など）についてもう少し知りたかった」「女性の職場で頑張る男性のことも知りたかった」 

など、受講生がより具体的なテーマに関心を持ち始めたことがわかるものや「ジェンダーの問題で

は、これが正解というものはないと思う。その意味で多くの教員が関わる毎回オムニバスでのこの

授業は面白かった。同感できる考えもあれば、そうでない考えもあり、多角的な見方ができるよう

になった」「とても難しいテーマだと思った。まず意識を変えることと、長い時間をかけてゆくこと

が必要だと思った」「非常に難しいと感じた。男女という見方をなくそうというのは不可能であるし、

双方が理解し合う気持ちが大事だと思う。精神論のような形になって残念だ」など強い問題意識を

提示していたものもあった。「ジェンダーを通して自分が社会と深く関わりを持っていることがわか

った。現在の仕事に生かしたいと思う」「現在の社会の状況になるまでにも多くの人の努力と苦労が

あったのだと思った。いろいろな面から男女共同参画について考えさせられる講義であった。これ

からの生活に役立ててゆきたい」「これを機会にこれからは自分でも何か行動にうつせるものを探し

ていきたい」など自身の今後に生かしたい、という記述は最も多いものであった。 

図表Ⅲ-2-７ 
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Ⅲ-3 OPGE 助成事業による推進 

 

（１）趣旨及び経緯 

 第 1 期の男女共同参画推進本部（OPGE）では、本学での男女共同参画活動を推進するため、本学

教職員や学生等による男女共同参画やジェンダーに関連した教育、研究、及び実践活動をサポート

するためのシステムの検討を行った。その結果、平成 19 年度より、本学教職員や学生等による男女

共同参画に関連した教育・研究・実践活動を助成する「OPGE助成事業」を開始した。第 2 期男女共

同参画推進本部においても、引き続き平成 20 年度、及び 21 年度に OPGE 助成事業を行った。その際、

『2008 年版 東京学芸大学男女共同参画白書』にあるように、学外の活動協力者が活動計画のグル

ープ構成員となれるように改正した応募要領を用いた。いずれの年度も 4 月に、以下の（2）に示す

『OPGE 助成事業応募要領』を公開・配付し、本学教職員、学部生、大学院生などを対象に、男女共

同参画に資する教育・研究・実践活動計画の応募を喚起した。助成金は男女共同参画推進本部予算

から 80 万円程度を出資し、助成件数は 2〜3 件とすることとした。 

 応募のあった活動計画に対し、以下の委員によって組織された審査委員会を設け、検討を行うこ

ととした。なお、委員長は男女共同参画推進本部長をもって充てた。 

 

・ 男女共同参画推進本部長 

・ 男女共同参画推進本部副本部長 

・ 総務等担当理事 

・ 学系ごとに男女共同参画推進本部長が委嘱する教員 1 名 

 

 上記審査委員会の議を経て、OPGE 助成金交付対象の活動計画を 5〜6 月の男女共同参画推進本部

運営会議、あるいは本部メール会議にて決定した。 

 助成金の交付を受けた者は、実施した活動の内容、その成果及び助成金の使用明細書を報告書に

まとめ、男女共同参画推進本部に提出することとした。さらに、助成を受けた活動は、その内容と

成果を翌年度の男女共同参画フォーラムで報告することとした。 

 平成 20年度、及び 21年度に OPGE助成を受けた計 6件の活動の報告書は、本白書Ⅶ章に掲載した。 
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（２）平成 21 年度 OPGE 助成事業応募要領 

 男女共同参画推進本部では、平成 19 年度から本学における男女共同参画に関連した教育

活動、研究活動及び実践活動に対する助成事業を行うことになりました。 

つきましては、助成を希望する活動を次のとおり募集いたします。皆様からの積極的な

応募をお待ちしております。 

 

1 助成金額総額 

 80 万円程度 

 

2 助成件数 

 2～3 件程度 

 

3 応募対象 

本学所属の教職員や学生等が、単独又はグループで行う男女共同参画に関連した教

育活動、研究活動及び実践活動を対象とします。グループでの活動の場合、共同研究員

として学外者がグループ構成員に加わっていてもかまいませんが、グループの中心とな

って活動する者は本学在籍者であり、かつ応募責任者は本学の教職員である必要があり

ます。また、学生等が申請する場合、応募責任者は本学教員とします。 
 

4 応募要領 

OPGE 助成事業に係る計画書及び経費申請書（本学ホームページの学内掲示板から入手

してください。）を作成し、応募期限までに総務課総務係に提出してください。 

 

5 応募期限 

  2009 年 5 月 13 日（水）（必着とします。） 

 

6 審査 

  審査は、OPGE 助成事業に関する審査委員会によって、本学における男女共同参画を推

進させるものであるかを観点にして行います。 

 

7 助成金交付時期 

  2009 年 6 月初旬 

 

8 活動結果の報告 

  助成を受けた個人・グループは、当該年度の 3 月中旬までに、どのような活動を行っ

たか、また、どのような成果が得られたか、A4数ページ程度の報告書にまとめ、男女共

同参画推進本部に提出してください。その際、助成金の使用明細も報告してください。 

この報告書は、原則として、本学の男女共同参画白書及び男女共同参画推進本部のホ

ームページに掲載いたします。また、次年度の報告会において、当該活動の内容と成果

を報告していただきます。 
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OPGE 助成事業に係る計画書及び経費申請書 

 

活動題目  

活 

動 

組 

織 

氏 名 所 属 職名・学年 

（申請代表者） 

 

（活動協力者） 

 

  

 

申 

請 

内 

訳 

品名等 

（謝金、旅費、消耗品、書籍資料など） 
数 量 単 価 金 額 備 考 

 

 

    円     円  

合  計     円  

助成を受けて行う活動の目的と期待される成果 

 

助成を受けて行う活動の具体的な計画 

 

 今回申請した活動計画に関して、もし他からも助成を受けている場合は、その名称・助成総額・

助成を受けた年度を明記してください。 
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（３）平成 20 年度及び 21 年度に OPGE 助成を受けた活動 

 平成 20 年度 OPGE 助成募集に対し、6 件の応募があった。OPGE 助成審査委員会の議を経て、男女

共同参画推進本部が助成金の交付を決定した活動計画は以下の 3 件であった。 

 

申請代表者 所属 活動題目 交付金額 

浅見 優子 附属竹早小学校 子どもが作る「竹早小学校男女共同参画白書」 35 万円 

大森 直樹 教育実践研究支

援センター 

「日本の社会で女性はどう生きてきたか」 

上映・パネル展示プロジェクト 

20 万円 

苫米地 伸 人文社会科学系 ジェンダーの視点からの教育をめぐる教員研

修のあり方 

25 万円 

 

 平成 21 年度 OPGE 助成募集に対し、6 件の応募があった。OPGE 助成審査委員会の議を経て、男女

共同参画推進本部が助成金の交付を決定した活動計画は以下の 3 件であった。 

 

申請代表者 所属 活動題目 交付金額 

石津 みどり 附属国際中

等教育学校 

ジェンダー視点を取り入れた家庭科の授業実践

（家族領域を中心として） 

34 万円 

及川 英二郎 人文社会科

学系 

小金井祭展示企画：戦時性奴隷制と植民地主義 

—日本軍「慰安婦」制度をいかに教えるか— 

28 万円 

椿 真智子 人文社会科

学系 

地理教育におけるジェンダー的視点 

—地理的関心と地域認識に関する実態調査— 

18 万円 

 

（４）今後の OPGE 助成事業に向けて 

 平成 21 年度には OPGE 助成事業も 3 年目を迎え、この助成事業も本学に定着したと考えられる。

また、助成を受けた活動の内容や成果を白書に掲載するだけでなく、翌年度の男女共同参画フォー

ラムで報告し、その場で議論を交わすことにより、本学における男女共同参画のあり方や、それに

関する意識を高めることに貢献できたと考えられる。 

 一方で、いずれの年度の助成公募に対しても 6〜7 件の応募しかなく、年を追うごとに応募件数が

増える傾向は見られなかった。これに関して検討を行った結果、その原因として、学内の人的資源

が限られていること、及び助成対象となる男女共同参画に関連した教育・研究・実践活動の数にも

制限があることが想定された。したがって、本助成事業を今後も継続し、発展させていくためには、

すでにこれまでに本助成を受けた者や活動に対しても継続して助成できるシステムが望ましいとい

う結論が導かれた。その結果、前年度に本助成を受けた活動も連続して応募可能になるように、OPGE

助成事業応募要領の改正を行った。 
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Ⅲ-4  本学教員の教育・研究・社会貢献活動における男女共同参画の現状 

 
本学の大学教員の総合的業績評価調査においては、教育活動、研究活動、社会貢献活動の各 3 領

域において、「男女共同参画と関連する活動実績」の有無が把握できるような項目が、男女共同参画

推進本部からの要請によって平成 18 年度から設けられることとなった。『2008 年版 白書』では、

平成 18 年度総合的業績評価調査(平成 19 年 5 月実施)に基づいた結果を報告している。 

本白書では、平成 20 年度総合的業績評価（平成 21 年 5 月実施）に基づいた結果を報告する。評

価対象者は、実施時点の現員（340 名）から理事・出張・新規採用等の 17 名を除いた 323 名である。

なお、未記入者については、先回の白書同様に、「活動実績無し」と見なし、以下の分析では、現数

を母数として「活動有り」の回答者(%)について述べることとする（図表Ⅲ－4－1、2 参照）。 
 

 （１）全体の結果 

学系全体を見ると、男女共同参画と関連した活動実績は、教育活動については 107 名(33%)、研究

活動について 50 名(15%)、社会貢献活動について 56 名(17%)であった。各教員の性別数を基にした

比率で見ると、女性教員の方が男性教員よりも男女共同参画と関連する活動実績はいずれの活動領

域においても高い。特に、研究活動(男性 12%;女性 30%)、社会貢献活動(男性 14%;女性 30%)において

は、女性教員の活動実績は男性教員よりもはるかに高い。教育活動においては男性教員 29%、女性

教員 30%であり、教育を通して男女共同参画の推進に寄与している教員が相当数いることがわかる。 
 

（２）学系別の結果 

学系別に見ると、教育活動と関連した男女共同参画の実績のある教員は、芸術・スポーツ科学系

が 30 名(43%)と高い割合を示し、ついで、総合教育科学系 32 名(33%)、人文科学系 26 名(31%)、自

然科学系 19 名(26%)となっている。研究活動については、人文社会科学系 20 名(24%)、総合教育科

学系 16 名(17%)、芸術・スポーツ科学系 10 名(14%)、自然科学系 4 名(6%)となっている。これは、

各研究分野の特性を反映していると考えられる。教育活動については、こうした差が見られないこ

とから、特に、芸術・スポーツ科学系、自然科学系では教育活動において専門領域の拡がり・応用

面からの男女共同参画に努めていることが伺える。社会貢献活動については、自然科学系が 6%と少

ないものの、他の 3 学系では 20～21%であり、いずれも女性教員の活動実績比率は男性教員よりも

高い。 
 

（３）平成 18 年度調査との比較 

学系全体を見ると、実績有りが、教育活動は 86 名(26%)から 107 名(33%)、研究活動は、36 名(11%)

から 50 名(15%)、社会貢献活動は、39 名(12%)から 56 名(17%)と、いずれの活動についても増加し

ている。また、男性よりも女性の方が上昇幅は大きく、教育活動においては、男性が 24%から 29%

に上昇したのに比べて、女性は 33%から 50%に上昇している。 
学系別に見ると、ほぼすべての活動について実績有りの割合が増加している。特に教育活動につ

いて、芸術・スポーツ科学系の上昇幅は大きく、30%から 43%と上昇している。 
2 年の間にこのような変化が見られことは、総合的業績評価調査において、「男女共同参画と関連

する活動実績」の有無を取り上げた効果といえるだろう。また、男女共同参画推進本部が設置され

てからの 4 年間におる広報活動(0PGE 通信、男女共同参画フォーラムなど)により、教員が意識的に

男女共同参画にかかわる活動に取り組むようになってきたと考えられる。 
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図表Ⅲ-4-1  本学教員･研究･社会貢献活動における男女共同参画の現状（平成 20 年度） 

 
 
 
 
 

   総合教育科学系    

    男 68 女 28 合計 96 

教育活動 

授業を含む教育活動の有無 

活動あり 19 28% 13 46% 32 33% 

活動無し 37 54% 11 39% 48 50% 

未記入 12 18% 4 14% 16 17% 

研究活動 

  

  

活動あり 8 12% 8 29% 16 17% 

活動無し 34 50% 13 46% 47 49% 

未記入 26 38% 7 25% 33 34% 

社会貢献活動 

  

  

活動あり 12 18% 8 29% 20 21% 

活動無し 39 57% 13 46% 52 54% 

未記入 17 25% 7 25% 24 25% 

        
   人文社会科学系    
    男 67 女 18 合計 85 

教育活動 
授業を含む教育活動の有無 

活動あり 18 27% 8 44% 26 31% 
活動無し 37 55% 9 50% 46 54% 
未記入 12 18% 1 6% 13 15% 

研究活動 
  
  

活動あり 14 21% 6 33% 20 24% 
活動無し 34 51% 8 44% 42 49% 
未記入 19 28% 4 22% 23 27% 

社会貢献活動 
  
  

活動あり 13 19% 5 28% 18 21% 
活動無し 26 39% 11 61% 37 44% 
未記入 28 42% 2 11% 30 35% 

        
   自然科学系    
    男 67 女 5 合計 72 

教育活動 
授業を含む教育活動の有無 

活動あり 17 25% 2 40% 19 26% 
活動無し 33 49% 3 60% 36 50% 
未記入 17 25% 0 0% 17 24% 

研究活動 
  
  

活動あり 3 4% 1 20% 4 6% 
活動無し 32 48% 4 80% 36 50% 
未記入 32 48% 0 0% 32 44% 

社会貢献活動 
  
  

活動あり 3 4% 1 20% 4 6% 
活動無し 27 40% 2 40% 29 40% 
未記入 37 55% 2 40% 39 54% 

        
   芸術・スポーツ科学系    
    男 61 女 9 合計 70 

教育活動 
授業を含む教育活動の有無 

活動あり 23 38% 7 78% 30 43% 
活動無し 28 46% 2 22% 30 43% 
未記入 10 16% 0 0% 10 14% 

研究活動 
  
  

活動あり 7 11% 3 33% 10 14% 
活動無し 28 46% 2 22% 30 43% 
未記入 26 43% 4 44% 30 43% 

社会貢献活動 
  
  

活動あり 10 16% 4 44% 14 20% 
活動無し 26 43% 3 33% 29 41% 
未記入 25 41% 2 22% 27 39% 

        
   全学系総計    
    男 263 女 60 合計 323 

教育活動 
授業を含む教育活動の有無 

活動あり 77 29% 30 50% 107 33% 
活動無し 135 51% 25 42% 160 50% 
未記入 51 19% 5 8% 56 17% 

研究活動 
  
  

活動あり 32 12% 18 30% 50 15% 
活動無し 128 49% 27 45% 155 48% 
未記入 103 39% 15 25% 118 37% 

社会貢献活動 
  
  

活動あり 38 14% 18 30% 56 17% 
活動無し 118 45% 29 48% 147 46% 
未記入 107 41% 13 22% 120 37% 
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図表Ⅲ-4-2  男女共同参画と関連する活動実績の平成 18 年度と平成 20 年度の比較 
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Ⅳ 男女共同参画推進本部 2 年間のその他の活動報告 

Ⅳ-1 ニューズレター（OPGE 通信）の発行 

 

（１）趣旨及び経緯 

 『2008 年版 東京学芸大学男女共同参画白書』にあるように、第 1 期男女共同参画推進本部は、

育児休業などの制度や育児に関する支援策などが十分に周知されていなかった現状を踏まえ、周知

活動ワーキンググループを設けて、次世代育成支援に関する情報等を提供するための男女共同参画

推進本部ニューズレターの発行を行ってきた。また、「OPGE 通信」という名称のニューズレターは、

次世代育成支援に関する情報の提供だけでなく、男女共同参画に関する学長や理事・副学長へのイ

ンタビューや、OPGE 助成やフォーラム開催等の男女共同参画推進本部の活動を特集記事として、さ

らに男女共同参画にまつわるコラムなども掲載し、学内や学外の男女共同参画の現状を広く紹介し

てきた。『2008 年版 東京学芸大学男女共同参画白書』では、特集やコラムなどへの反響は増加して

きたが、制度などの男女共同参画全般に関する事柄の周知についてはまだ十分ではなく、今後も情

報提供をすべきと提言している。 

 これを受けて、第 2 期男女共同参画推進本部でも、広報ワーキンググループを設け、その活動の

一環としてニューズレターの発行を行うことになった。男女共同参画に関する学内・学外の情報を、

読みやすい内容と体裁で、学生をも視点に入れて広く学内に紹介することを目的とした。さらに、

教授会での配付資料とし、事務職員や附属学校園教員にも配付することにより、大学構成員に広く

情報が行き渡るようにした。 

 

（２）現状 

 2008 年 6 月の Vol. 7 からほぼ 3 ヶ月ごとに発行し、2010 年 3 月の Vol. 14 まで、第 1 期男女共

同参画推進本部からの総計は 14 号を数えた。 

 内容は、特集記事として、学内保育所設置のための情報収集としての他大学等の保育園視察や、

女性研究者支援に取り組むための情報収集としてそれらの活動を活発に行っている他大学への聞き

取り調査などの報告、フォーラム実施などの男女共同参画推進本部活動などを紹介した。コラムに

は学内のバラエティに富んだ方々の記事を載せ、子の看護や結婚等に関連した休暇などを制度紹介

の記事として、さらに、「お知らせ」として OPGE 助成の募集や採択決定、フォーラムの予告など男

女共同参画推進本部の活動を紹介してきた。また、2009 年度に東京学芸大学学内保育所の設置が決

定してからは、その経過報告や保育所に対する意見をインタビューした結果を紹介してきた。 

 その結果、学内や学外での男女共同参画活動の現状や問題点などをある程度は周知することがで

きたと考えられる。また、学内保育所の設置の経緯や進行状況に関する学内の理解を深めることに

貢献したと考えられる。実際に、Vol. 13 に掲載した学内保育所に関するインタビューでは、学部

生・大学院生のほとんどが保育所設置を知らなかったのに対し、ニューズレターを配付している教

職員のほとんどが保育所の設置を知っていた。 

 したがって、今後もニューズレターの発行を継続し、男女共同参画に関する様々な制度や支援策、

及び学内・学外での男女共同参画に関する活動の情報を提供し、さらに現状における男女共同参画

に関する問題等を提起していくべきと考えられる。それにより、東京学芸大学における男女共同参

画に関する意識の喚起・向上に貢献できると予想される。 

 ニューズレターの概要と既刊の Vol. 7〜14 の内容は図表Ⅳ-1-1、及び以下の通りである。なお、

ニューズレターVol. 7〜14 は本白書巻末に掲載した。 
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名称：OPGE 通信 

編集・発行：本部内ワーキンググループによる、季刊 

体裁：カラー、A4 コート紙、2〜4 ページ 

 

図表Ⅳ-1-1 ニューズレター各号の内容 

 発行年月  特集  コラム  お知らせ 

Vol. 7 08・6 保育園視察 

他大学訪問記 

『育児休業を取りまし

た』加藤直樹（教育実践

研究支援センター） 

『2008 年版 男女共同

参画白書』の刊行 

OPGE 助成決定 

第 5 回フォーラム予告 

Vol. 8 08・9 第 5 回フォーラム報告 

保育園視察、他大学訪問記 

『「男女が輝く」役割分

担システムづくり』 

杉森伸吉（本部員） 

第 6 回フォーラム予告 

キャンパス内の改善 

Vol. 9 08・12 女性の社会進出の程度 『母の還暦に思うこと』 

武内幹夫（総務部企画

課） 

本部掲示板設置 

第 6 回フォーラム予告 

Vol. 10 09・3 第 6 回フォーラム報告 

他大学訪問記 

男性の育児休業取得率 

『自分中心に生きてい

る日々』 

松川正樹（環境科学分

野） 

OPGE 助成募集 

子育て中の教員に夜間

授業の負担軽減措置 

Vol. 11 09・6 馬淵理事・副学長へのインタ

ビュー 

『今なら OK』 

山本のり子（学務課） 

保育所設置準備委員会 

OPGE 助成決定 

第 7 回フォーラム報告 

Vol. 12 09・9 学内保育所設置の状況 『恵まれた環境をこれ

からに生かすために』 

加藤富美子 

（音楽・演劇講座） 

第 8 回フォーラム予告 

Vol. 13 09・12 学内保育所名称決定 

学内保育所インタビュー 

『専業主夫の SOS』菊住

彰（学生相談センター） 

第 8 回フォーラム報告 

本部による講義紹介 

Vol. 14 10・3 学内保育所説明会報告など 『ライ麦畑で寝ころん

で』 

番田清美（学生キャリア

支援センター） 

『2010 年版 男女共同

参画白書』の刊行など 
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Ⅳ-2  男女共同参画フォーラムの開催 

 

（１）概要 

平成 20 年度、平成 21 年度ともに、例年通り 2 回ずつの男女共同参画フォーラム(通称は OPGE フ

ォーラム：第 5 回から第 8 回)を開催した。男女共同参画フォーラムは、学内における男女共同参画

の推進に資するものとして、その都度適当と考えられるテーマを幅広く選び、例年は 6 月ないし 7

月に 1 回(以下、「夏のフォーラム」)と 11 月ないし 12 月に 1 回(以下、「冬のフォーラム」)実施し

ている。OPGE 助成事業が始まってからは、前年度に採択された OPGE 助成事業の報告会を夏のフォ

ーラムとして行い、冬のフォーラムでは、従来通り幅広い題材から、その都度時宜を得たテーマを

選んできた。 

 これらのフォーラムを行うことにより、学内の教職員・学生に男女共同参画の推進に関してより

深い理解と参加協力を求めること、学外の一般参加者に対して、本学での男女共同参画の取り組み

について理解していただくとともに、男女共同参画社会のあり方について、多角的な視点から考え

を深めていただくことなどを意図している。もとより、大学における男女共同参画の推進は、広く

日本の大学一般の課題でもあるため、テーマ内容などに応じ、学内 FD 研修会としての指定を得、教

職員の参加動機づけの向上にもつとめてきた。 

 これまでのテーマは、平成 20 年度・平成 21 年度ともに、夏のフォーラムでは「OPGE 助成事業報

告会」（第 5 回・第 7 回 OPGE フォーラム。なお、第 5 回は、あわせて「『2008 年版 東京学芸大学男

女共同参画白書』報告会」も実施）とし、冬のフォーラムでは、平成 20 年度に「Ｊ．Ｓ．バッハ～

大作曲家が愛妻に捧げた贈り物～ 講演と演奏＆ミニコンサート」(第 6 回 OPGE フォーラム)、平成

21 年度は「大学における男女共同参画と子育て」（第 8 回 OPGE フォーラム）をテーマにおこなった。 

 以下、各フォーラムの概要と参加者アンケートの結果などについて紹介する。 

 

（２）第 5 回男女共同参画フォーラム（学内 FD 研修会指定） 

 日時・場所は、平成 20 年 7 月 23 日(水)15 時から 17 時まで、東京学芸大学 N411 教室で行った。

テーマ・発表者は、以下のとおりであった。 

 

第 1 部『2008 年版 東京学芸大学男女共同参画白書報告会』 

                      「本学の現状と今後の課題をともに考える」（高橋道子本部長） 

第 2 部『平成 19 年度 OPGE 助成事業研究報告会 』 

  「ジェンダーに気づく小学校の家庭科の｢生活時間｣の授業のあり方」 

（附属大泉小学校教員 小野恭子） 

  「キャンパス内の安全認知におけるジェンダーギャップ調査」 

（総合教育科学系 杉森伸吉）  

  「教師文化と教師のジェンダー形成  － ジェンダー観の変容の契機と過程に着目して －」  

（総合教育科学系 直井道子・東京学芸大学個人研究員 木村育恵）  

 

 第 1 部では、本学における男女共同参画への取り組みや、既存の育児支援規則の周知度調査、附

属学校園での男女共同参画の現状と意識調査、育児支援のニーズ調査、他大学保育所視察などの結

果について紹介され、保育所設置に向けた取り組みの進捗状況などが報告された。 

 第 2 部では、1 つ目の発表で本学附属大泉小学校での授業の一貫として、家庭や学校での男女共

同参画に関して児童がおこなった調査結果と、調査を通じて児童自身が得たさまざまな気づきにつ

いて報告された。 
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2 つ目の発表では、本学小金井キャンパスにおいて、25以上の地点を抽出し、性犯罪などの危険

を感じる程度について、昼と夜とに実際に数十名の学生が歩いて、不安度や危険感などを回答した

結果について報告された。その後、報告を受けて学内の一部の環境管理や、安全環境ワーキンググ

ループの設置などがおこなわれた。 

3 つ目の発表では、小・中・高等学校で実際に「ジェンダーに敏感な視点」を取り入れた教育実

践を行っている教師を対象に行った半構造化インタビュー（たとえば、ジェンダーに敏感な視点に

基づく教育実践を行うようになったきっかけ、教師が職場の中での性役割期待をどのように感じて

いるか、校内でどのようにジェンダー問題が扱われているか、など）の結果が紹介された。 

 参加者は 95 名で、内訳は、本学教職員 90 名・学生 4 名・学外者 1 名であった。アンケートに回

答した 46 名のうち、本フォーラムを知ったのは、35名が「FD 研修会通知」であり、次に「ポスタ

ー・チラシ」による 11 名で、「大学のホームページ」(7人)や「知人友人の紹介」（3 人）は少なか

った。 

また、「今後も男女共同参画フォーラムに参加したいですか」という質問に対しては、46名中 42

名が「時間が合えば参加したい」と答えた。その他「ぜひ参加したい」と「参加しない」が 2 名ず

つであった。 

 報告内容について、「参考になった」と答えたのは、白書報告会では 46 名中 41 名(89%)で、OPGE

助成事業報告会では 39 名(85%)であった。 

 半分強の参加者が書いた自由記述でも、発表の内容や保育所設置に向けて肯定的・前向きな意見

が多かった。たとえば、「大学の男女共同参画への前向きさが感じられた」「（男女共同参画に関する）

推進活動の実態がよくわかった」など概ね良い感想が得られた。さらに、「より焦点化した課題（た

とえば、男女共同参画のための労働環境）を設定してフォーラムを開催することも必要では」とい

った意見も寄せられた。また学内の「危険と感じる箇所とその理由」についても多くの指摘があっ

た。 

 

（３）第 6 回男女共同参画フォーラム 

 日時・場所は 2008 年 12 月 24 日(水)の 15 時から 16 時半まで、東京学芸大学芸術館ホールで行っ

た。 

 冬のフォーラムについては、2007 年度の第 4 回 OPGE フォーラムが、日本人女性で初めてアメリ

カの博士号を取得した女性に関するドキュメンタリー映画上映会「心理学者・原口鶴子の青春」と、

男女共同参画の内容を扱う表現・芸術系のフォーラムであった。2008 年度も表現・芸術系をテーマ

とし、石橋史生教員が中心となり、「J．S．バッハ～大作曲家が愛妻に捧げた贈り物～ 講演と演奏

＆ミニコンサート」と題して開催した。本フォーラムの趣旨は、大作曲家としての側面しか知られ

ていないバッハが、2 人目の妻であり声楽家でもあったアンナ・マグダレーナ・バッハに捧げた音

楽帳の成り立ちや曲目を紹介しながら、声楽家のキャリアを持ちつつバッハの妻となり多くの子ど

もを育てたアンナ・マグダレーナ・バッハの人生と、彼女がバッハと築いた家庭生活について描く

ことを通じて、男女共同参画の一つのあり方を描くというものであった。全体は 2 部構成で、第 1

部がヨハン・セバスティアン・バッハ「アンナ・マグダレーナ・バッハのための音楽帳 第２巻」

の解説であった。解説では、「J.S.バッハは、先妻マリア・バルバラに先立たれて１年半以上が経っ

ていた 1721 年 12 月 3 日、ケーテンでアンナ・マグダレーナ・ヴュルケルと再婚しました。当時 21

歳の彼女は、ケーテンの宮廷の『お抱え歌手』として、当時ドイツでは珍しい職業的女流歌手とし

て経済的にも自立していました。（この仕事は、結婚後もバッハ一家がライプツィヒに移り住む 1723

年まで続けられました。）そして尽きることのない膨大な家庭の仕事をこなしながらも（夫の 4 人の

連れ子の世話を引き受けつつ、13 人の子供をもうけました。）夫にとって音楽上も偉大な協力者と
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なりました。夫の作品の清書、また差し迫ったカンタータの上演のためのパート譜作りの多くが彼

女の手によってなされました。また彼女は、自分の筆跡を夫のそれに似せるように努めたので、後

に専門家でさえバッハの自筆と間違える程でした。「アンナ・マグダレーナ・バッハのための音楽帳」

は、そんな生活の中、夫からの感謝のしるしとして妻に贈られたものでしょう。・・・」という紹介

に始まり、音楽調に書かれた譜面の演奏なども含んで行われた。 

第 2 部はコンサートで、①J.S.バッハ「アリアと変奏曲（ゴルトベルク変奏曲 ）」より抜粋、② 

「マタイ受難曲」より「愛よりして」、③フルートとチェンバロのための組曲 ハ短調 BWV997、「カ

ンタータ 147 番」よりコラール「幸いなるかな、我イエスを得たり」（主よ、人の望みの喜びよ）

であった。 

本学の音楽系の教員、学生も協力し、チェンバロやフルートなどの演奏なども充実したフォーラ

ムとなった。 

 163 名（本学教職員 36 名、学生 52 名、地域住民 61 名、その他 14 名）の参加者があった。アン

ケートに回答した 59 名のうち、本学の学生が 10 名、教職員が 11 名で、その他の 38 名が学外者で

あった。フォーラムについて、「もっと詳しい話が聞きたかった」（23 名）、「参考になった」（32 名）

などの意見があった。自由記述では、「男女共同参画とは一見無関係なコンサートと思っていたが、

バッハの家族の関係が説明され、大いに心うたれた」「音楽的な視点からのフォーラム、意外性があ

り素敵だった」などの意見が聞かれた。  

 

（４）第 7 回男女共同参画フォーラム 

 日時・場所は 2009 年 6 月 3 日 15 時から 17 時まで、東京学芸大学 S203 教室で行われた。 

テーマは、「平成 20 年度の OPGE 助成事業の報告」で、以下の 3 件の発表であった。 

 

「学生企画「日本の社会で女性はどう生きてきたか」学習・上映プロジェクトについて」                

（教育実践研究支援センター 大森 直樹） 

「ジェンダーの視点からの教育をめぐる教員研修のあり方」 

（人文社会科学系 苫米地伸・東京学芸大学個人研究員 木村育恵） 

「子どもが作る「竹早小学校男女共同参画白書」」  

（附属竹早小学校 浅見優子・総合教育科学系 中澤智惠・副学長補佐 平井文香） 

 

 最初の発表は、在日朝鮮人のもと従軍慰安婦のドキュメンタリー映画『在日朝鮮人「慰安婦」宋

神道のたたかい オレの心は負けてない』（製作・配給、在日の慰安婦裁判を支える会、2007年）を

学生が小金井祭で上演することを通じて、学生たちの中にどのような成長を辿ったかに関する報告

であった。 

2 番目の発表は、教員研修の中で、ほとんどの都道府県が「男女平等に関する教育」への取組み

の重点課題として 2「教員研修の充実」を明記しているが、若手教師たちの「男女平等・男女共同

参画」に関わる事柄を基本的項目として学ぶ場や機会が十分にあるとは言いがたい現状を明らかに

したものである。実際、文部科学省の調査で示された「男女平等・男女共同参画」の取り上げ数が

さほど多くなかったことに加え、研修要覧等での「男女平等・男女共同参画」に関する項目や内容

の明記もそれほど確認されず、最新の平成 20 年度の研修内容においても資料の公開が限定的である

県市も少なくなかった。」という結論を得た。 

3 番目の発表は、本学附属竹早小学校で、男女共同参画に関して子どもが持っているさまざまな

ジェンダーの認識を子ども自身の調査を通じて、子どもたちが明らかにした過程を報告したもので

あった。 
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いずれの発表も、非常に啓発的で、活発な質疑応答がおこなわれた。 

参加者は26名(本学教職員21名、本学学生3名、その他2名)であった。14名がアンケートに回答を

し、フォーラムについて「もっと詳しい話を聞きたかった」1名「参考になった」12名という結果で

あった。自由記述では、「附属学校での実例など、たいへん参考になった」「ジェンダーに関わる身

近な問題で普段見過ごされている、または認識されていないことがたくさんあるのだということが

わかりました」といった感想が寄せられた。 

 

（５）第 8 回男女共同参画フォーラム(学内 FD 研修会指定) 

日時・場所は 2009 年 11 月 25 日(水)の 15 時から 17 時まで、東京学芸大学 N411 教室で行われた。

テーマは、「大学における男女共同参画と子育て」であり、以下の発表が行われた。 

 

「千葉大学おける育児支援の取り組み」         （千葉大学教育学部両立支援室長 伊藤葉子） 

「東京農工大学における育児支援の取り組み」    （東京農工大学女性未来育成機構長 宮浦千里） 

「本学における育児支援の取り組み」       （本学男女共同参画推進本部副本部長 植松晴子） 

「学内保育所の設置と男女共同参画の推進」     （本学男女共同参画推進本部本部長 高橋道子） 

「地域から学芸大の育児支援に期待すること」 

（本学こども未来ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究員・非営利団体ｺｺﾊﾋﾟﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ代表 小山田佳代） 

 

千葉大学では、平成 19 年度に採択された文部科学省科学技術振興調整費「女性研究者支援モデル

育成」により、両立支援基盤（支援循環体制の基盤づくり）・支援循環体制（支援と人的資源の循環

づくり）・意識改革（広報などを通じた体制づくり）を三本の柱として、常時保育・特定保育・病児

保育（非施設型で教職員の自宅で専門シッターが病児をケア）を行い女性研究者も漸増している。 

東京農工大学でも、平成 18-20 年度文部科学省科学技術振興調整費「女性研究者支援モデル育成」

により、「理系女性のエンパワーメントプログラム」を東京農工大に関わる全世代の女子学生・教員・

卒業生を対象に実施している。とくに母子手帳を取得してから、子どもが小学校 6 年生になるまで、

実験補助や実験動物等の飼育、論文作成補助などをする「研究支援員」、また産休を挟んだ上限 6

ヶ月までの期間は「専任ポスドク」を配置するほか、積極的に諸施策を導入している。 

東京学芸大学では、育児支援のニーズ調査に基づき、育児相談窓口、大学教員の夜間授業負担軽

減措置、ベビーシッター費用の補助、就業規則の改正や広報活動、「子ども職場見学デー」、「親と子

の映画鑑賞」、「だれでもトイレ」の設置から、平成 22 年 4 月 1 日からオープンする「東京学芸大学 

学芸の森保育園」の設置まで、多様な取り組みをしている。 

最後に、地域では子育てに生活の大半をあてている母親たちが、大学の講義の聴講や学生とのふ

れあい、キャンパスでのいこい等のニーズを強く持っていることなどが、紹介された。 

参加者は、42 名（本学教職員 39 名、本学学生 2 名、地域住民 1 名）であった。アンケートの回

答者は 22 名であった。フォーラムについては、「もっと詳しい話を聞きたかった」（1名）、「参考に

なった」（20 名）、「余り参考にならなかった」（1 名）であった。自由記述では、「他大学の取り組み

等がよくわかり参考になった」、「保育所の設置について期待」などが書かれていた。また「保育所

の質の確保、保育士・給食について考えて欲しい」や「学童保育や小学生などへの子どものケアを

考えられる保育施設に発展して欲しい」などの意見も聞かれた。 



42 
 

Ⅳ-3 諸大学、施設訪問 

  学内保育所設置の目標を固めるにあたり、本部員は精力的に宇都宮大学・筑波大学・山梨大学・

名古屋大学を訪問し、開設までの経緯を聞き、その課題を知り、また建物や実際行われている保育

の見学から多くのイメージを持つことができた。次なる課題としては、本学の保育園にどのような

特色を持たせることができるかについてである。そこで、東京都内にあり、すでに独自のスタイル

で長い歴史を持つ日本女子大学、前進のナーサリーを旨く現在のニーズにあわせて移行し開所した

早稲田大学、複数園を設置しそれぞれが異なる設置形態で運営を行っている東京大学の訪問を計画

した。さらに 3 大学からは、研究職のキャリア形成支援における様々な試みの実施状況、学内にプ

ロジェクトを設置し子育て中の研究者の支援等幅広い活動から多くの事柄を学ぶことができた。 
 
（１）東京大学 

訪問日： 2008 年 6 月 16 日 

説明者：本部労務・勤務環境グループ勤務環境・共済チーム 副課長 伊藤嘉朗氏 
大学院理学系研究科物理学専攻          准教授 村尾美緒氏 

 

(1-1)保育園開設の経緯 

2003 年 12 月「東京大学男女共同参画基本計画」の中に「育児などの環境の整備」として「学内

に保育および子育て支援施設を整備する」という項目を設ける。 

2007 年度文部科学省科学技術振興調整費（女性研究者支援モデル育成）が採択されたことに伴い、

「男女共同参画オフィス」がオープン。保育園のニーズ調査を全学的に行う（教職員から学生まで）。 

2008 年度に以下の 4 つの保育園が開園予定である。 

本郷「けやき保育園」（4 月開園）；柏「柏保育園（仮称）」；白金「ひまわり保育園」；駒場「キャン

パス保育園（仮称）」 

 

(1-2）経費 

建築費は創立 130 周年基金から支出し、運営費(人件費等)として、大学の通常の予算から支出す

る。東京都福祉保健局からの補助は下記の通りである。 

・設置費:費用の 2 分の 1 

・運営費:費用の 2 分の 1(保護者が学生の場合は非該当、限度額あり) 

・保育遊具等購入費 

 

(1-3）東大本郷けやき保育園の現状 

2008 年 6 月現在、30 名の定員のところを 24 名の入園者がいる。また、途中入園できるように、

意図的に空きを作っている。応募は多数あり優先順位を決めて入園とした。夫婦ともに東大関係者

の優先順位が高い。 

また、一時保育の登録者は 21 名いるが、実際の利用は開園からの 2 ヶ月で 3 名程度である。留学生

用に 5 名の定員を設けている。 

 

(1-4）今後の取り組み 

病後保育について、またベビーシッター補助について試行中である。 
 

(1-5)参考 

委託業者は、ポピンズ又はサクセスで検討している。文部科学省科学技術振興調整費の採択状況
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は、毎年 6～7 件である。 

なお保育所の環境は、日当たりの良い場所にあり、旧変電室を改修し 2 階建てである。保育所名

の書かれた看板は外になく、玄関に掲げてある。建物は、階段が螺旋状で急勾配の為、幼児の移動・

荷物の運搬が不便のようにも思える。調理室の構造はよいが、2 階のため、食事の様子を見ること

に不便さがあるかもしれない。セキュリティーは万全で、機械警備と学内は警備員の巡回がある。 

人事については、園医は医学部の協力者である。現在、園長を含めて 9 名で機能している。また

非常時には業者からの派遣がある。 
 

（２）日本女子大学 

訪問日：2008 年 8 月 8 日 

訪問先：女性研究者マルチキャリアパス支援プロジェクト推進室 さくらナーサリー 

説明者：遠山 嘉一氏、小舘香椎子氏、永田典子氏、小川賀代氏 

 

(2-1)プロジェクトについて 

 プロジェクトは次の 3 つの柱からなっている。 

① ユビキタスリサーチによる支援：情報ネットワーク整備により大学内と同じ環境を自宅へ提 

供すること、非常勤研究助手の配置、保育体制の充実などを行って、子育て中の研究者を支

援している。 

② ヒューマンリソース支援：個々のキャリアを蓄積したデータベース作成、企業との提携、生

の意識啓発などを通じてジョブ・マッチングの機会を多く提供し、多様なキャリアパスを支

援している。 

③ 調査企画：卒業生へのアンケートによる進路選択の要因や選択結果への満足度の分析などを

行っている。 

TV モニターを通じて大学の拠点・研究室・自宅をつないでいる様子を実際に見学し、会議に参加

すること以外にもセミナーや実験など学生の指導を自宅からできたり、大学から自宅の子どもの様

子を見られたり、有効的に機能していることが分かった。このプロジェクトが始まって、子育てを

理由に早く帰宅することに抵抗が無くなったという意見や、本事業に採択された大学はどこも、常

勤以外のポストにある女性を中心に出産が増えているという情報も得て、活動の幅広い効果に感心

した。 

 
(2-2)さくらナーサリーについて 

大学教職員のために、1970 年（昭和 45）設立が決定し、翌 1971 年（昭和 46）開所。その前には

卒業生が自宅を開放した「めぐみ保育園」があり、当時の教職員の熱心な運動や資金集めの結果、

学内保育園として開設され、時代を先取りする発想のもとで「0 歳からの子育て支援」が始まった

長い歴史をもっている。自然に恵まれた広い遊び場と明るく風通しのよい園舎はすばらしく、家庭

的な雰囲気に満ち、隣接する幼稚園との連携も順調な様子が感じられた。さらに、NPO 法人との契

約により非施設型の病児保育も行っている。急病に対応して自宅で保育というシステムは外に仕事

を持つ親にとっては理想的である。 

 
（３）早稲田大学 

訪問日：2008 年 11 月 21 日 

訪問先：早稲田大学 ポピンズナーサリー早稲田 キャリア初期研究者両立サポートセンター 

説明者：ポピンズナーサリー：七海雷児氏（施設長・ルーム事業部スーパバイザー） 
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    サポートセンター：浅倉むつ子氏（男女共同参画推進室長・教授），米倉康江氏（相談員） 

 

(3-1)ポピンズナーサリー早稲田 

2007 年 2 月開所。前身の「ももちゃんナーサリー」より移行し、東京都認証保育所である。 

・基本保育時間は 7：30～20：30 で，延長は最長 22：00 まで。利用時間毎のコース設定。 

・事業主体：早稲田大学、設置主体：(株)ポピンズコーポレーション（大学のテナント）。 

・職員：保育士、栄養士など約 30 名。他に非常勤職員、保育児童定員 60 人がいる。 

・2008 年 11 月現在の保育児童：75 名（うち学内利用者は 12～13 名）。待機児童多数である。 

・学内利用者の優遇は入園料免除（教職員）と一時預かりの料金半額である。自治体によっては

住民に補助金（新宿区は\20,000／人）が支給される。 

・大学の関与：設置・運営に関わるのは学生生活課である。 

・登録制の学生サポーター、研究・調査を行う教員・学生がある。 

その他、施設の設計時からデザイナー、ポピンズが参加しての内装の工夫がなされる。セキュ

リティへの配慮もあり、保護者へは動画配信がある。また行事の取り入れ、芸術とのふれあい、

国際理解などに力を入れる。また、別料金だが、リトミックなどの個別プログラムのサービスが

ある。 

 

(3-2)キャリア初期研究者両立サポートセンター 

2008 年 9 月に開所する。研究職としてのキャリア初期にある研究者を対象に、キャリア形成支

援、および研究とライフイベントの両立支援を行っている。現在の活動は、対象となる研究者の

交流会と相談窓口（開所後 2 ヶ月で 1 件）の設置である。専任職員は 2 名、非常勤相談員は 2 名

である。また、授乳室・相談室がある。 

 
(3-3)科学技術振興調整費 

「女性研究者支援モデル育成」事業に採択（2006～2008 年度）されたことを契機に 2007 年 10 月

に設立された早稲田大学男女共同参画推進室が推進活動の中心となっている。推進室では「男女共

同参画宣言」を発表し、2008 年 11 月現在基本計画を策定中で、ポジティブアクションなどは、そ

の後の各部での検討を待つとのことである。推進室やサポートセンターは大学の予算で運営されて

おり、永続的な組織である。振興調整費の予算は全て時限的な「女性研究者支援総合研究所」（今回

の訪問コースには含まれず）の活動に使われている。 
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Ⅳ-4 学内の安全環境整備 

  
 本ワーキンググループは、第 5 回男女共同参画推進フォーラム（平成 20 年 7 月 23 日）における

「平成 19 年度 OPGE 助成事業研究報告会」にて発表された「キャンパス内の安全認知におけるジェ

ンダーギャップ調査」（総合教育科学系・杉森伸吉）の内容をうけて、引き続き男女共同参画の推進

に関連する安全環境整備をめざした提言等をおこなう機能を担うものとして発足した。 

男女共同参画推進本部安全環境 WG では、大学構内の危険箇所を把握するための夜間の巡回活動を

下記の要領で行った。 

 

（１）実施日時 

第一回：2008 年 9 月 29 日（月）16：00～20：30 

第二回：2009 年 1 月 15 日（木）18：00～20：00 

第三回：2009 年 7 月 29 日（水）18：00～20：00 

 

（２） 巡回箇所の決定方法 

2008 年 7 月 23 日の男女共同参画推進本部主催のフォーラムにおいて、学内で危険を感じる場所

と危険の内容について参加者へアンケートを行い、さらに本部員の研究調査にもとづいて以下の巡

回コースに示した視察箇所を決定した。 

 

（巡回コース） 

グラウンド北側、総合グラウンド、グラウンド南側から体育館方面への道、芸スポ棟 7 号館方面へ

の道、グラウンドと野球場の間道、北側の抜け門、北門への道、多目的ゾーンの中、多目的ゾーン

西側通路、東門テニスコート、ハンドボールコートとプールの間道、プールの壁、芸スポ棟 7 号館

西側通路、総合メディア館前から剣道場方面への通路、附属図書館東側土地、人文棟 2 号館東側通

路、人文研究棟西側階段、むさしのホール前、藤棚から南側の緑地、万葉池、サンシャイン東側通

路、サンシャイン内エレベータ、講義棟付近の通路、Ｗ棟の廊下・トイレ、講義棟トイレ、第二む

さしのホール裏、サークル棟裏テニスコート前から人文棟方面への道、サークル棟とその北側・西

側、自然園からサークル棟裏への道、自然園の中道、農園周辺、西門への農園道、西門への壁際の

道、バイク門、バイク駐輪場、音楽等練習室、総合教育学系棟 3 号館前、芸スポ研究棟 2 号館裏通

路、芸スポ事務棟、抜け道および空き地、芸術館東端。 

 
（３） 巡回の際のポイントと危険箇所の特徴 

視察は、夜間を選び、巡回コースとしてあげられた地点に立ち、実際に視察者が感じる危険度を

記録した。記録にあたっては、「全体的な怖さの印象」「見通しの悪さ」「人通りのなさ」「物理的事

故の危険感（崩落・倒壊・自転車事故・その他）」「犯罪不安（性犯罪）」「犯罪不安（窃盗など）」「人

が潜めそうか」「逃げられそうか」の 8 項目について、「安心」から「非常に不安」までの危険度を

7 段階に分けたチェックシートを用いた。また、危険度が比較的大きいと思われた場所については

撮影を行った。また、普段それぞれの場所を使っている教職員にも、危険を感じやすい箇所につい

て聞き取りを行った。  

3 回の巡回の結果、日中とは異なり夜には人通りが無く見通しの悪い道、中は狭く密室となるエ

レベータ、棟と棟に囲まれた袋小路の暗い場所、粗大ゴミが放置された林やため池、照明が無く閉

塞感を感じる諸施設周辺や講義棟廊下、施設等から離れた所にある広場などが危険箇所として指摘

された。 
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以上の調査をもとに、サークル棟の周辺（特に北側と西側）およびテニスコートとの間の通路・ 

西門への通路・幼児教育のピアノ練習室の 3 箇所について、照明の設置、定期的な清掃、道路・施

設の整備などの改善策の検討を求める文書を理事に提出した。 
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Ⅳ-5 OPGE 学習会 

 
男女共同参画に関連する事項は多岐にわたり、本部員から、それらの事項全般にわたって理解を

深める機会を望む声が多く聞かれた。また、本部の運営会議では議題が多く、納得のいく議論をす

るには十分な時間が割けないこともしばしばである。そこで、本部の運営会議とは別に、定足数や

開催時間にとらわれず、男女共同参画に関わる事項を学んだり、その時点での検討課題について議

論を交わしたりする場として、OPGE 学習会を開催することとした。学習会では各回の担当者を決め、

本部員の要望が多いテーマをとりあげて、担当者を中心に参加者が議論した。Ⅲ-2 に述べたオムニ

バス形式による CA 科目の実施が決定してからは、授業内容に即したテーマを中心に行い、本部員の

学習に加えて、講師同士が相互に内容を確認する機会にもなった。実施状況は以下の通りである。 
 

 

 

 

 

 日時 テーマ 担当者 

第 1 回 2008 年 5 月 28 日（水）

14 時 30 分～16 時 00 分 

「“女性研究者の支援モデル育成”事業等合同シ

ンポジウム（2008/2/13）について」 

湯浅佳子 

第 2 回 2008 年 6 月 25 日（水）

16 時 00 分～17 時 30 分 

「ライフワークバランスの現状」 山本のり子 

第 3 回 2008 年 10 月 9 日（木）

16 時 00 分～17 時 30 分 

ビデオ鑑賞 NHK プロジェクト X 挑戦者たち

「女たちの 10 年戦争～男女雇用機会均等法誕

生～」 

鈴木琴子 

第 4 回 2008 年 11 月 26 日（木）

16 時 00 分～17 時 30 分 

男女共同参画推進本部による CA 科目について

のフリーディスカッション 

 

第 5 回 2009 年 2 月 20 日（金）

10 時 30 分～12 時 00 分 

「ポジティブアクションについて」 及川英二郎 

第 6 回 2009 年 5 月 13 日（水）

16 時 00 分～17 時 45 分 

「妊娠期からの夫婦関係の変容：夫の育児・家

事参加と夫婦関係」 

倉持清美 

第 7 回 2009 年 6 月 24 日（水）

16 時 30 分～17 時 45 分 

「出産・育児における男性（パートナー）の役

割」 

鈴木琴子 

第 8 回 2009 年 7 月 22 日（水）

16 時 00 分～17 時 30 分 

「子育てにおける男女共同参画を考える」 高橋道子 

第 9 回 2009 年 11 月 11 日（水）

16 時 10 分～17 時 40 分 

「生物学から見た性の多様性など」 狩野賢司 

第 10 回 2009 年 12 月 2 日（水）

14 時 30 分～16 時 00 分 

「音楽家における男女のパートナーシップの

形」 

石橋史生 

第 11 回 2009 年 12 月 2 日（水）

16 時 10 分～17 時 40 分 

「17・18 世紀日本社会の女性観・道徳観－文学

作品からの視点－」 

湯浅佳子 
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Ⅳ-6 運営会議開催記録 

 
平成 20 年度 男女共同参画推進本部運営会議（第 1 回）記録 

平成 20 年 4 月 10 日（木） 

議 題 
1 副本部長の選出について  

2 19 年度 OPGE 助成事業の報告 

3 20 年度 OPGE 助成事業の実施について  

4 白書概要の作成について 

5 OPGE 通信 7 号の企画  

6 本年度の活動目標・事業計画とワーキンググループの編成  

7 今後の活動日程について 

8 男女共同参画推進本部構成員の辞令交付を省略について 

9 『2008 年版白書』の作成状況について  

10 役員への「学内保育所設置検討結果及び企画案」報告(3/27）の結果について 

 
平成 20 年度 男女共同参画推進本部運営会議（第 2 回）記録 

平成 20 年 5 月 9 日（金） 

議 題   
1 本年度の活動目標・事業計画とワーキンググループの編成 

2 白書概要の作成について 

3 OPGE 通信 7 号について 

4 フォーラム（OPGE 助成事業報告会）について 

5 今後の活動日程（学習会を含む）について 

6 平成 19 年度男女共同参画推進本部の自己点検・評価書（案）について 

7 シラバス検索システムに関する、カリキュラム委員会への要望書（案）について 

8 本部室の整備および使用について 

9 『2008 年 版白書』の送付先について 

10 2008 年度 OPGE 助成事業審査委員会の構成について 

11 役員への「学内保育所設置検討結果及び企画案」報告(3/27）後の展開について 

 
平成 20 年度 男女共同参画推進本部運営会議（第 3 回）記録 

平成 20 年 6 月 6 日（金） 

議 題   
1 平成 20 年度 OPGE 助成事業の採択者及び通知案内について 

2 白書概要の作成について 

3 OPGE 通信 7 号について 

4 フォーラム（白書報告会・OPGE 助成事業報告会） 

5 本年度のワーキンググループの編成と各 WG の活動の本年度の活動計画 

6 学習会の今後の持ち方について 

7 本部室の整備・使用等について 

8 予算計画 

9 カリキュラム委員会に対する「授業シラバスにおけるキーワード検索機能の改善に関する要望
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書」の提出について 

10 男女共同参画推進本部第 1 回学習会(5/28)について 

11 「学内保育所設置検討」のその後の経過 

12 平成 19 年事業年度に係る業務の実績に関する報告書（案）について 

13 東京学芸大学教員選考規程における「男女共同参画」に関する事項について 

 
平成 20 年度 男女共同参画推進本部運営会議（第 4 回）記録 

平成 20 年 7 月 4 日（金） 

議 題   

1 白書概要の作成について 

2 フォーラム（白書報告会・OPGE 助成事業報告会）について 

3 各 WG の進行状況について 

3-1  キャリア支援 WG について 

3-2  雇用 WG について 

3-3  働き方の見直し WG について 

4 本年度のワーキンググループの編成について 

5 東大本郷けやき保育園のヒアリング報告について 

6 第２回 OPGE 学習会(6/25)について 

7 「育児と仕事の両立支援について（照会）」に基づく報告について 

 
平成 20 年度 男女共同参画推進本部運営会議（第 5 回）記録 

平成 20 年 9 月 5 日（金） 

議 題   

1 前回フォーラム（20/7/23 実施）について 

2 次回フォーラムについて 

3 ニューズレター8 号について 

4 相談メールとその対応について 

5 各 WG の活動状況について 

5-1  キャリア WG について 

6 後期の定例会議日程について 

7 今後の OPGE 学習会について 

8 日本女子大訪問報告について 

9 男女共同参画の推進状況に関する調査について 

 
平成 20 年度 男女共同参画推進本部運営会議（第 6 回）記録 

平成 20 年 10 月 2 日（木） 

議 題   
1 次回フォーラム(12/24 開催)について 

2 各 WG の活動状況について 

2-1 教育研究 WG について 

2-2 雇用 WG について 

2-3 キャリア支援 WG について 

2-4 安全環境 WG について 
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3 ニューズレター9 号(12/17 発行予定)について 

4 OPGE 学習会について 

5 「ジェンダーに敏感な教員養成－実践例－東京学芸大学の事例」 

5-1 教師教育学会 2008 年研究発表会について 

 

平成 20 年度 男女共同参画推進本部運営会議（第 7 回）記録 

平成 20 年 11 月 6 日（木） 

議 題   
1 次回フォーラム(12/24 開催)について 

2 OPGE による CA 授業開講について 

3 各 WG の活動状況について 

3-1 キャリア支援 WG について 

4 ニューズレター9 号(12/17 発行予定)について 

5 早稲田大学男女共同参画推進室の見学について 

6 OPGE 学習会について 

 

平成 20 年度 男女共同参画推進本部運営会議（第 8 回）記録 

平成 20 年 12 月 4 日（木） 

議 題   
1 次回フォーラム(12/24 開催)について 

2 OPGE による CA 授業開講について 

3 各 WG の活動状況について 

3-1 広報 WG について 

4 中期目標・中期計画に基づく年度計画（平成 21 年度）素案作成について 

5 OPGE 学習会について 

6 早稲田大学訪問（保育園・キャリア初期研究者両立サポートセンター）について 

7 「子育て期にある大学教員の夜間授業の担当免除に関する要望書」について 

8 保育施設設置に関して 

9 その他 

9-1  金沢大学の訪問（2008 年度科学技術振興調整費採択）について 

9-2  来年度の女性研究者支援モデル育成事業について 

 

平成 20 年度 男女共同参画推進本部運営会議（第 9 回）記録 

平成 21 年 1 月 8 日（木） 

議 題   
1 OPGE による CA 授業開講について 

2 前回フォーラム（20/12/24 実施）について 

3 各 WG の活動状況について 

3-1 OPGE 通信 10 号案（広報 WG）について 

4 次年度のフォーラムの計画について 

5 教員公募結果に関する報告に関して 

6 平成 21 年度「女性研究者支援モデル育成」公募について 

7 予算執行について 
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8 その他 

8-1   ホームページの更新問題について 

9 OPGE 学習会について 

10 女性文化研究賞・奨励賞（坂東眞理子基金）」について 

 
平成 20 年度 男女共同参画推進本部運営会議（第 10 回）記録 

平成 21 年 2 月 5 日（木） 

議 題   
1 平成 21 年度 0PGE 助成事業について 

2 各 WG の活動状況について 

3 大学教員採用公募における応募者数内訳報告に関する要望書について 

4 OPGE 学習会について 

5 子育て期にある大学教員の夜間授業の担当免除に関して 

6 保育園設置の見通しについて 

 
平成 20 年度 男女共同参画推進本部運営会議（第 11 回）記録 

平成 21 年 3 月 5 日（木） 

議 題   
1 平成 21 年度 OPGE 助成事業審査委員会委員の候補について 

2 WG の活動状況について 

2-1 安全環境 WG について 

2-2 OPGE 通信第 10 号の原案について 

3 保育園設置の進捗状況について 

4 21 年度本部員の構成について 

5 来年度前期の定例会議開催予定について 

6 平成 20 年度男女共同参画推進本部の自己点検・評価書（案）について 

7 平成 21 年度「学芸フロンティア科目 H」について 

8 OPGE 学習会について 

9 大学教員採用公募における応募者数内訳報告に関する要望書について 

10 子育て期にある大学教員の夜間授業の担当免除に関して 

 
平成 21 年度 男女共同参画推進本部運営会議（第 1 回）記録 

平成 21 年 4 月 9 日（木） 

議 題   
1 平成 21 年度 OPGE 助成事業に関して 

2 今年度の活動目標および各 WG について 

2-1 今年度の活動目標について 

2-2 OPGE 通信第 11 号について 

3 保育園設置の進捗状況について 

4 今年度前期の定例会議日程について 

5 平成 20 年度男女共同参画推進本部の自己点検・評価書（案）について 

6 業務実績報告書（大学運営）の特記事項及び資料の作成について 
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平成 21 年度 男女共同参画推進本部運営会議（第 2 回）記録 

平成 21 年 5 月 13 日（水） 

議 題   
1 平成 20 年度 OPGE 助成事業報告会について 

2 平成 21 年度 OPGE 助成事業について 

3 各 WG の今年度の活動目標について 

4 OPGE 学習会について 

5 保育園設置の状況について 

 
平成 21 年度 男女共同参画推進本部運営会議（第 3 回）記録 

平成 21 年 6 月 12 日（金） 

議 題   
1 平成 20 年度 OPGE 助成事業報告会について 

2 平成 21 年度 OPGE 助成事業について 

3 各 WG の今年度の活動目標について  

4 附属学校初任者・新規採用者研修テキストについて  

5 次回フォーラムの企画について  

6 OPGE 学習会 7 月 22 日（水）の報告者について 

7 保育園設置の状況について 

8 その他 

8-1 所沢市男女共同参画審議会委員の推薦について 

8-2 「平成 21 年度女性研究者支援モデル育成」採択課題一覧について 

 

平成 21 年度 男女共同参画推進本部運営会議（第 4 回）記録 

平成 21 年７月 10 日（金） 

議 題   

1 次回フォーラムの企画について 

2 各 WG の活動状況について 

2-1 OPGE 通信 12 号案について 

3 保育園設置の状況について 

 
平成 21 年度 男女共同参画推進本部運営会議（第 5 回）記録 

平成 21 年 9 月 18 日（金） 

議 題   
1 第 8 回男女共同参画フォーラムについて 

2 各 WG の活動状況について 

3 後期「学芸フロンティア科目」の事前・事後アンケートの内容について 

4 ベビーシッター補助について 

5 『2010 年版 白書』の構成と担当案について 

6 保育所設置の進行状況について 

7 後期定例会議日程について 
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平成 21 年度 男女共同参画推進本部運営会議（第 6 回）記録 

平成 21 年 10 月 16 日（金） 

議 題   
1 第 8 回男女共同参画フォーラムについて 

2 各 WG の活動状況について 

2-1 OPGE 通信 13 号(12/16 教授会配布予定)について 

3 後期「学芸フロンティア科目」の事前アンケートの内容について 

4 ベビーシッター補助について 

5 『2010 年版 白書』の執筆担当について 

6 保育所設置の進行状況について 

7 後期定例会議日程について 

8 学習会の日程について 

 
平成 21 年度 男女共同参画推進本部運営会議（第 7 回）記録 

平成 21 年 11 月 19 日（木） 

議 題   
1 第 8 回男女共同参画フォーラムについて 

2 各 WG の活動状況について 

2-1 OPGE 通信（12 月発行）の編集状況について 

3 ベビーシッター補助について 

4 『2010 年版 白書』について 

5 保育所設置の進行状況について 

6 予算の執行計画について 

7 CA 科目について 

8 その他 

 8-1  学習会の日程について 

8-2  3 月の運営会議日程について 

8-3 「日本福祉のまちづくり学会子育ち・子育てまちづくり特別研究委員会」の報告について 

 

平成 21 年度 男女共同参画推進本部運営会議（第 8 回）記録 

平成 21 年 12 月 17 日（木） 

議 題   
1 第 8 回男女共同参画フォーラムについて 

2 各 WG の活動状況について 

2-1  平成 22 年度 OPGE 助成事業について 

2-2  22 年度学芸フロンティア科目の担当者について 

3  「2010 年版 白書」について 

4 保育所設置の進行状況について 

5 予算の執行について 

6 12 月学習会の報告について 
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平成 21 年度 男女共同参画推進本部運営会議（第 9 回）記録 

平成 22 年 1 月 21 日（木） 

議 題 
1 各 WG の活動状況について 

1-1   ベビーシッター補助について 

1-2  22 年度学芸フロンティア科目の担当者について 

1-3  次号 OPGE 通信について 

2 「2010 年版 白書」について 

3 次期男女共同参画推進本部への引き継ぎ事項について 

4 次期の男女共同参画推進本部について 

5 保育所設置の進行状況について 

 
平成 21 年度 男女共同参画推進本部運営会議（第 10 回）記録 

平成 22 年 2 月 18 日（木） 

議 題 
1 各 WG の活動状況について 

2 『2010 年版 白書』について 

3 次期男女共同参画推進本部への引き継ぎ事項について 

4 保育園設置の進行状況 

 
平成 21 年度 男女共同参画推進本部運営会議（第 11 回）記録 

平成 22 年 3 月 11 日（木） 

議 題 

1 各 WG の活動状況について 

2 『2010 年版 白書』について 

3 保育園設置の進行状況 

4  第 2 期本部の慰労会について 

 

 

 

 

 

 

 

 



55 
 

Ⅴ 雇用面における男女共同参画の現状 
Ⅴ-1 雇用面での現状把握 

雇用面での男女共同参画の現状を把握するために、ここでは『2008年版 男女共同参画白書』と

同様の形式で、特に女性比率に焦点を当てた分析を行う。統計数値は、平成 21 年 10 月 1 日現在を

もって「21 年度」とし、19 年度（平成 19 年 10 月 1 日現在；『2008 年版 白書』記載）の数値と比

較することで、男女共同参画推進本部の発足以降の 4 年間における推進を示す。さらに、12 年前（平

成 9 年度）との比較により、この間の推移を把握する。本白書末尾の資料編に詳細なデータがある

が、本文中の図表は、それらをもとに再編したものである。なお、各項で参照すべき別添資料編に

ついては、その番号を示した。 

（１）大学教員（資料編 Ⅴ-1、Ⅴ-4、Ⅴ-7、Ⅴ-8 参照） 

 図表Ⅴ-1-1 に示すように、平成 21 年 10 月 1 日現在、大学教員 337 名が在職しており、そのうち

66 名が女性で、女性の比率は 19.6％である。2 年前の平成 19 年の女性比率 18.2％と比べると増加

している。（女性教員数は 65 名から 66 名へと 1 名増加した。）なお、12 年前の平成 9 年度の女性比

率は 13.4％であった。職名別の女性比率は、教授 15.6％、准教授 21.3％、講師 42.9％であり、職

位が上がるにつれて女性比率は減少している。平成 19 年度の教授 12.7％、准教授 23.0％、講師

36.4％と比較すると、教授及び講師の女性比率は増加している。一方、12 年前と比べると、准教授

は 12.9％から 21.3％、講師は 17.4％から 42.9％と増加しているが、教授は 10.7％から 15.6％と微

増である。なお、全国の国立大学教員の女性比率をみると（平成 21 年度学校基本調査、以下同じ。）、

教授 7.2％、准教授 12.7％、講師 17.6％であり、これと比べると本学の女性比率は高い。 

 ところで、最近 4 年間における新規採用教員に限って調べると、18 年度の女性教員の採用は７名

中３名、19 年度は 6 名中３名、20 年度は 17 名中５名、21 年度は 11 名中２名であった。男女共同

参画推進本部発足後の 4 年間における新規採用教員の女性比率は 31.7％（41 名中 13 名）となる。

雇用面における男女共同参画意識は進展しつつあると言えよう。 

     図表Ⅴ-1-1 大学教員数 （ ）内は同年度の同職位の男女比 

  教授 准教授 講師 助教 計 非常勤講師 

東京学芸大学 

数字は上段から 

21.10.1 現在  

19.10.1 現在  

17.10,1 現在 

 9.5.1 現在  

 

男性 152(84.4%) 

165(87.3%) 

163(89.1%) 

142(89.3%) 

 96(78.7%) 

107(77.0%) 

117(77.0%) 

128(87.1%) 

 16(57.1%) 

 14(63.6%) 

 19(70.4%) 

 38(82.6%) 

 7(100.0%) 

 7(87.5%) 

 9(100.0%) 

 21(75.0%) 

271(80.4%) 

293(81.8%) 

308(83.0%) 

329(86.6%) 

169(56.7%) 

235(56.9%) 

232(60.7%) 

325(75.2%) 

女性  28(15.6%) 

 24(12.7%) 

 20(10.9%) 

17(10.7%) 

 26(21.3%) 

 32(23.0%) 

 35(23.0%) 

 19(12.9%) 

 12(42.9%) 

  8(36.4%) 

  8(29.6%) 

  8(17.4%) 

  0(0. 0%) 

  1(12.5%) 

  0(0. 0%) 

  7(25.0%) 

 66(19.6%) 

 65(18.2%) 

 63(17.0%) 

 51(13.4%) 

129(43.3%) 

178(43.1%) 

150(39.3%) 

107(24.8%) 

計 180 

189 

183 

159 

122 

139 

152 

147 

 28 

22 

27 

46 

  7 

  8 

  9 

 28 

337 

358 

371 

380 

298 

413 

382 

432 

21 年度学校基本調査 

（国立大学教員本務者） 

男性 （92.8％） (87.3％) （82.4％） （83.1％） (87.4％)  

女性 （ 7.2％） (12.7％) （17.6％） （16.9％） (12.6％)  
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   次に、講座別でみると、16 講座全体での女性比率は 18.7％であるが、女性比率が 20％以上の講

座は 7 講座（26.1％～72.7％）である。国立大学教員の女性比率 12.6％を下回っている講座が 7 講

座あり、そのうち 1 講座は女性比率が 0.0％である。これらの女性比率が低い講座をあげると、総

合教育科学系の特別支援科学講座 9.1％、自然科学系の数学講座 12.5％、基礎自然科学講座 10.0％、

広域自然科学講座 3.8％、芸術・スポーツ科学系の美術・書道講座 4.2％、健康・スポーツ科学講座

4.5％であり、自然科学系、芸術・スポーツ科学系の女性比率が低い。 

   また、施設・センターの教員については、7 施設・センター全体の女性比率は 29.7％（教員 37

名中女性は 11 名）であるが、施設・センターによって女性比率の相違が大きく、0.0％～57.1％で

ある。施設・センターによっては教員の現員が少数なのでパーセンテージを示すのには配慮が必要

だが、留学生センター、国際教育センター、保健管理センターの女性比率は 50.0～57.1％と高い。 

   非常勤講師については、平成 21 年度には、298 名が雇用されており、そのうち 129 名が女性、女

性比率は 43.3％となっている。平成 19 年度の女性比率が 43.1％であるので、ほとんど変わらない

といえる。非常勤講師は常勤と比べると女性の割合が大きい。また、学群によって女性の比率に大

きな開きが見られる。 

 

（２）附属学校園の教員（資料編 Ⅴ-1、Ⅴ-6、Ⅴ-7 参照） 

 図表Ⅴ-1-2 に示すように、平成 21 年度には、附属学校園には教員（在外教育施設派遣教員を除

く。以下同じ。）331 名が在職しており、そのうち 114 名が女性で、女性比率は 34.4％である。平成

19 年度の女性比率が 32.4％であり、12 年前の平成 9 年度が 26.8％であったことから、女性教員の

比率がゆるやかな増加傾向にあることがわかる。 

 

図表Ⅴ-1-2 附属学校園の教員数（在外教育施設派遣教員を除く） 

  小学校 中学校 国際中等 

教育学校 

高等学校 幼稚園 特別支援学

校 

計 非常勤講師 

東京学芸大学 

数字は上段から 

21. 5.1 現在  

19. 5.1 現在  

17. 5.1 現在 

 9.5.1 現在  

 

男性 77(71.3%) 

74(73.3%） 

74(74.0%) 

79(79.0%) 

 49(69.0%) 

47(69.1%) 

64(71.9%) 

72(73.4%) 

 35(67.3%) 

 36(69.2%) 

  ――― 

  ――― 

40(70.2%) 

 42(75.0%) 

 62(73.8%) 

 71(81.6%) 

1(11.1%) 

1(10.0%) 

1(11.1%) 

0 (0.0%) 

15(44.1%) 

16(50.0%) 

16(50.0%) 

13(41.9%) 

217(65.6%) 

216(67.9%) 

217(69.1%) 

235(73.2%) 

56(67.6%) 

35(49.3%) 

45(69.1%) 

37(73.2%) 

女性  31(28.7%) 

 27(26.7%) 

26(26.0%) 

21(21.0%) 

 22(31.0%) 

 21(30.9%) 

 25(28.1%) 

 22(23.4%) 

 17(32.7%) 

 16(30.8%) 

 ――― 

 ――― 

 17(29.8%) 

 14(25.0%) 

 22(26.2%) 

 16(18.4%) 

8(88.9%) 

  9(90.0%) 

  8(88.9%) 

  9(100.0%) 

19(55.9%) 

16(50.0%) 

16(50.0%) 

18(58.1%) 

114(34.4%) 

102(32.4%) 

97(30.9%) 

86(26.8%) 

46(45.1%) 

36(50.7%) 

44(49.4%) 

45(54.9%) 

計 108 

101 

100 

100 

 71 

 68 

 89 

 94 

 52 

52 

  ――― 

  ――― 

 57 

 56 

 84 

 87 

9 

 10 

  9 

  9 

 34 

 32 

 32 

 31 

331 

318 

314 

321 

102 

 71 

 89 

 82 

21 年度学校基本調査 

（公立学校教員本務者） 

男性 （37.2％） (58.3％)  （71.1％） ( 6.5％) (40.6％)   

女性 （62.8％） (41.7％)  （28.9％） (93.5％) (59.4％)   

 

 職名別の女性比率は、副校長 8.3％、教諭（主幹教諭、養護教諭、栄養教諭を含む。）36.1％、校

長・園長（大学教員併任）0.0％である。 
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学校種別の女性比率は、小学校 28.7％、中学校 31.0％（国際中等教育学校を除く。）、国際中等教

育学校 32.7％、高等学校 29.8％、特別支援学校 55.9％、幼稚園 89.9％である。一方、公立学校教

員の女性比率（平成 21 年度学校基本調査）は、小学校 62.8％、中学校 41.7％、高等学校 28.9％、

特別支援学校 59.4％、幼稚園 93.5％なので、本学の小学校、中学校の女性比率は全国公立学校と比

べると大幅に下回っている。 

附属学校園では非常勤講師を 102 名雇用しているが、そのうち女性は 46 名で、女性比率は 45.1％

となり、常勤と比べると女性の割合が多い。 

 

（３）事務系職員（別添資料編 Ⅴ-1、Ⅴ-5、Ⅴ-7 参照） 

平成 21 年度には、事務系職員 224 名が在職しており（技術系、医療系、その他の職員を含む。）、

そのうち 68 名が女性で、女性比率は 30.4％である。平成 19 年度の女性比率 32.2％と比較すると、

21 年度はやや減少している。なお、事務系職員は、定員削減計画に基づき毎年削減が実施された結

果、12 年前の平成 9 年度と比べると全体で 35 名が減少しているが、女性比率は平成 9 年度（30.5％）

と殆ど変わらない。 

一般職(一)の職員の職名別の女性比率については、平成 21 年 10 月 1 日現在で、課長相当職以上

で 4.8％、副課長 10.5％、係長・専門職員 17.9％、主任・係員 52.2％である。係長・専門職員相当

以上の上位職全体に占める女性比率は 13.8％（123 名中 17 名）であり、女性比率が低い。なお、2

年前の平成 19 年度では、課長相当職以上 8.3％、課長補佐 11.1％、係長・専門職員 16.9％、係長・

専門職員以上の女性比率は 14.4％（125 名中 18 名）であった。つまり、平成 19 年度と比べると 21

年度の女性職員の登用は進んでいない。平成 19 年度の主任・係員の女性比率は 52.8％であり、こ

の 2 年間に殆ど変化はない。 

非常勤職員は 173 名雇用されているが、そのうち 131 名が女性で、女性比率は 75.7％となり、常

勤に比べると女性の割合が大きい。なお平成 19 年度の非常勤職員は 161 名であり、うち女性は 125

名、女性比率は 77.6％だったので、女性比率に殆ど変化はない。 

 

（４）役員、役員会等の意思決定機関等における女性比率（別添資料編Ⅴ-1、Ⅴ-2、Ⅴ-3、Ⅴ-6

参照） 

平成 21 年度の役員会での女性比率は 14.3％、部局長会 10.5％、経営協議会 16.7％、教育研究評

議会 8.0％である。なお、部局長会では平成 19 年度（8.3％）に比べると 21 年度はやや増えている

ものの、教育研究評議会（8.0％）では減少している（19 年度 9.1％）。また、本学の管理職（管理

職手当受給者）の女性比率は、大学教員が 6.9％（29 名中 2 名）、附属学校教員が 11.1％（18 名中

2 名）、事務系職員が 5.0％（20 名中 1 名）であり、いずれも女性教職員の在職状況より低い。なお、

平成 19 年度では、大学教員が 7.4％、附属学校教員が 17.6％、事務系職員が 8.3％であったことか

ら、平成 21 年度では減少している。 

 

（５）職員給与の支給状況等（別添資料編Ⅴ-8、Ⅴ-9 参照） 

 図表Ⅴ-1-3 に示すように、平成 20 年度の年間給与額（平均）については、大学教員、附属学校

教員とも、女性は男性より年間給与が少ない。男女間の賃金格差は、各職種とも平均年齢が女性は

男性より若いこと、上位職の女性比率が低いことにより生じていると考えられる。 

また、図表Ⅴ-1-4 に示すように、扶養手当受給者が少ないこと等も影響していると考えられる。

扶養手当の受給状況は、男性の 60.4%に対して女性は 14.3％と少ない。なお、平成 19 年度の女性の

受給率は 14.6％であった。 
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図表Ⅴ-1-3 職種別給与支給状況 

区分 人員 平均年齢 

平成２０年度の年間給与額（平均） （千円） 

総額 

うち所定内 

うち賞与 

  

うち通勤手

当 

常勤職員 男性 582 46.8 8,807  6,381  155  2,426  

女性 193 43.2 7,529  5,486  128  2,044  

全体 775 45.9 8,489  6,158  148  2,331  

  事務系職員 男性 130 43.2 7,213  5,413  136  1,800  

  女性 50 39.7 5,824  4,378  102  1,446  

  全体 180 42.3 6,827  5,126  127  1,702  

  大学教員 男性 256 51.2 10,302  7,304  167  2,997  

  女性 61 48.2 9,360  6,641  153  2,719  

  全体 317 50.6 10,121  7,177  165  2,944  

  附属学校教員 男性 196 43.5 7,911  5,816  151  2,095  

  女性 82 41.6 7,208  5,302  126  1,906  

  全体 278 42.9 7,704  5,665  144  2,039  

※ 調査対象者 ： 平成 20 年度の 1 年間を通じて給与を支給し、平成 21 年 4 月に引き続き給与を支給した者 

 

 

図表Ⅴ-1-4 扶養手当受給状況（平成 21 年 11 月 1 日現在） 

区分 性別 職員数ａ 手当受給人数ｂ 

（率＝ｂ／ａ） 

被扶養：配偶者

ｃ（率＝ｃ／ａ） 

被扶養：子ｄ 

（率＝ｄ／ａ） 

被扶養：その他

ｃ（率＝ｅ／ａ） 

事務系 

職員 

男性 159 77（48.4％） 45（28.3％） 57（35.8％）     7（ 4.4％） 

女性 69     5（ 7.2％）     0（ 0.0％）     4（ 5.8％）     2（ 2.9％） 

計 228 82（36.0％） 45（19.7％） 61（26.8％）   9（ 3.9％） 

大学 

教員 

男性 273 187（68.5％） 136（49.8％） 122（44.7％）   9（ 3.3％） 

女性 69 14（20.0％）     3（ 4.3％） 12（17.4％）   1（ 1.4％） 

計 342 201（58.8％） 139（40.6％） 134（39.2％） 10（ 2.9％） 

附 属 学

校教員 

男性 237 140（59.1％） 79（33.3％） 117（49.4％） 10（ 4.2％） 

女性     120 18（15.0％）     3（ 2.5％） 13（10.8％）     3（ 2.5％） 

計 357 158（44.3％） 82（23.0％） 130（36.4％） 13（ 3.6％） 

全体 

男性     669 404（60.4％） 257（38.4％） 296（44.2％） 26（ 3.9％） 

女性 258 37（14.3％）     6（ 2.3％） 29（11.2％）   6（ 2.3％） 

計 927 441（47.6％） 263（28.4％） 325（35.1％） 32（ 3.5％） 

 

（６）育児休業の利用（別添資料Ⅴ-10 参照） 

平成元年度から平成 21 年度の間に出産した職員 107 名中、育児休業制度の利用者は 89 名で、附  

属学校教員は 91.3％（42 名）、事務系職員は 92.9％（39 名）、大学教員は 42.1％（8 名）が利用し

ている。附属学校教員、事務系職員に比べて大学教員の利用が少ない。なお男性職員の育児休業制

度の利用は、附属学校教員が平成 15 年度、20 年度に各 1 名、大学教員が平成 19 年度 1 名であった。 
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（７）教職員の旧姓使用 

 平成13年11月に、「東京学芸大学における旧姓使用の取扱い及び手続き等について」が定められ、

他の制度等により戸籍上の氏名を使用することとされているものを除き、本人の申し出に基づき職

場での呼称、職員録、原稿執筆等の文書に旧姓を使用することができることとなっている。 

平成 22 年 2 月 1 日現在、旧姓を使用している者は、常勤職員 29 名（大学教員 14 名、附属学校教

員 9 名、事務系職員 6 名）、非常勤講師 25 名、非常勤職員 2 名、ティーチング・アシスタント 1 名

の計 57 名で、うち男性は 1 名である。なお、平成 20 年 3 月 31 日現在では、常勤職員 21 名（大学

教員 11 名、附属学校教員 5 名、事務系職員 5 名）、非常勤講師 30 名、非常勤職員 1 名、ティーチン

グ・アシスタント 1 名の計 53 名であったことから、平成 22 年 2 月 1 日現在では常勤職員の旧姓使

用は増加したといえる。 
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Ⅴ-2 各附属学校園の教員の割合と理想の構成について（管理職への調査結果） 

 
資料編Ⅴ-6・7 に各附属学校園の教員数並びに役職員の在職状況が示されているが、男女共同参

画の立場から言えば、一般の公立学校に比べて、本学附属学校教員の男女差は従来からかなりかけ

離れたものとなっている。このような状況を各附属学校の管理職(校園長・副校園長)はどのように

認識し、かつ理想とする人数構成はどのくらいであるか等について、平成 20 年 9 月にアンケート調

査を実施した。その時の結果をここに紹介するとともに、若干のコメントを付してみたい。 

 
（１）附属学校園全体の状況 

平成 19年度の全附属学校園の専任教員数は、322名となっており、その内男性が 218名で 67.7％、

女性が 104 名で 32.3％となっている。この内、幼稚園(小金井園舎・竹早園舎合わせて)の教員数が

9 人で男性が 1 人というやや変則的な比率になっていることから、これを除外して数値化し直して

みると、男性 217 名で 69.3％、女性が 96 名で 30.7％まで下がってしまう。全附属学校園の幼児・

児童・生徒数の男女の割合がほぼ半々であるという現状、さらに、本学附属学校の校内外行事等の

多さという教育的特質を考えると、教員の比率が男性 7 割対女性 3 割というのは、学校運営上様々

な教育活動において、やや不都合な部分を来しているのではないかという思いは禁じ得ない。 

 

（２）附属幼稚園の状況 

 本学附属幼稚園は、小金井園舎に 5 学級、竹早園舎に 2 学級、計 7 学級を擁しているが、専任教

員は 9 名、内女性が 8 人で 88.9％となっているとともに、各園舎で雇用している非常勤講師(計 7

人)も、竹早園舎の養護教諭が男性であることを除き、すべて女性であることから、男性教員の特性

を生かすという意味ではあと 2～3 人は欲しいところである。 

 

（３）附属小学校の状況 

 本学附属小学校は、竹早小学校 2 学級規模の 12 学級、小金井小学校 4 学級の 24 学級(平成 22 年

度から順次 1 学級減となる予定)、世田谷・大泉小学校各 3 学級(大泉小学校は国際学級として、3

～6 年に 1 学級有り)で 36 学級という学級編成となっており、4 小学校合わせて 102 名の専任教員を

擁している。この内、男性が 76 名で 74.5％、女性が 26 名で 25.5％という比率で、一般公立学校に

比べるとかなり変則的な構成となっている。もちろん、竹早小学校長の意見にあるように、各学校

とも意図してこのような構成にしているわけではないはずで、それぞれの校長・副校長ともに、こ

の状況を改善したいという意見を寄せているが、附属学校の現状に鑑みて、女性教員が応募しにく

い、或いは赴任しにくい教育環境があるのではないかという指摘が見られる。この点については、

附属学校の現場にいかなる問題があるのか、附属学校自体として顧慮すべきことは言うまでもない

ことだが、一方で、大学自体の問題として大局的見地から何らかの方策を検討すべき時期に来てい

るのではないかと思わざるを得ない。 

 
（４）附属中学校の状況 

平成 19 年度に国際中等教育学校が設立され、大泉中学校が年度更新で生徒募集を停止したものの、

平成 19 年度にはまだ存続していたが、今回の調査では附属大泉中学校と附属高等学校大泉校舎とを

統合して実施したことから、附属中学校は、竹早・世田谷・小金井各中学校 4 学級規模の総計 36

学級として集計した。3中学校で専任教員総計 70名、内男性が 48名で 68.6％、女性が 22名で 31.4％

となっている。これでも、各中学校とも生徒の割合が半々という状況に鑑み、女性の比率は少なす

ぎるという印象は否めまい。小金井中学校を除いた各中学校ともに、校長・副校長ともに女性の人
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数を増やしたいという希望はあるものの、小学校の場合同様、女性の応募者数が少ない現状では如

何ともし難いということだろうか。 

 

（５）附属高等学校の状況 

 本学附属高等学校は、1 学年 8 学級規模で 24 学級の構成となっているが、専任教員は 56 名、内

男性が 41 名で 73.2％、女性が 15 名で 26.8％となっている。生徒の男女比は全くの半々であること

と、林間学校やスキー学校、及び修学旅行等の宿泊行事が多いことから、もう少し女性教員の比率

が高くなって欲しいとは両管理職の希望である。 

 

（６）附属国際中等教育学校の状況 

 前述の通り、平成 19 年当時はまだ大泉中学校と、大泉校舎、さらには国際中等教育学校ともに併

設されていたわけだが、教員の方はすべて国際中等教育学校併任という状況であったことから、こ

こでも一括してコメントしておきたい。全教員数は 53 人、内男性教員が 36 名で 67.9％、女性教員

が 17 名で 32.1％となっている。ここも、校長・副校長ともに「改善したい」としており、取り分

け校長としては男女同数を理想としている。国際化を強く標榜する学校としても、女性教員の人数

を今後益々増加させたいという熱い思いの表れと受け止めたい。 

 

（７）附属特別支援学校の状況 

 本学附属特別支援学校は、幼稚部から高等部まで全 11 学級を擁しており、調査時点では専任教員

数は 32 名、男女全く半々という理想的なバランスとなっている。両管理職ともこの比率をよしとし

ており、むしろ他校の状況のアンバランスさについて強く「是正すべき」としている点は、大いに

傾聴すべきものと考える。 

 
（８）附属学校全体の総括 

 本学附属学校教員の男女比は以上の通りであるが、特別支援学校や幼稚園はともかくとして、特

に小・中・高等学校のこのアンバランスな状況の改善は言を俟つまい。一方で、各附属学校園の管

理運営への女性教員の参画をいかに促進していくかも大きな課題と言えよう。既に昨年度から、公

募条件の中の選考方法として「本学の教員の選考においては、男女共同参画基本法（平成 11 年法律

第 78 号）の精神を尊重し、公平な選考を行います。」の文言を入れ、特に女性の応募者数の増加を

願っているところであるが、それのみではなかなか応募者数が増えないのが現状である。もっと根

本的な問題としては、幾つかの学校園の管理職が指摘しているように、宿泊を伴う校外行事の多さ

や、通常の職員会議時間の長さ、或いは、教育実習期間等における不規則な勤務時間の改善を中心

として、女性が働きやすい職場環境の整備を今後どのように改善していくのかが大きな課題である

と言えよう。 
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図表Ⅴ-２-1    アンケート内容(原本) 

平成 20 年 7 月 24 日 

附属学校校園長殿 

   副校園長殿 

 

附属学校園構成員の男女の割合の不均衡さに関するアンケート 

附属学校運営部：運営参事 

男女共同参画推進本部員 

 平井文香 

 本アンケートは、附属学校管理職の皆様の意見を伺い、附属学校運営部における人事採用計画に

参考とするほか、男女共同参画推進本部の基本方策及び基本計画の推進への参考情報とする目的で

協力を呼びかけます。それぞれの立場や職員の把握の仕方など校長・副校長間での差違もあるかと

思います。今回は、それぞれの考えを記入して下さい。 

今後、附属学校全体で人事計画を検討していく際に今回の集計結果の一部を使用する事が有りま

すが、個人名は無記入で扱わせて頂きます。 

記 

学校名  職名 校長（  ）副校長（  ） 

 

1- 1  表 1 の貴校の教員の男女比について伺います。表１の現状を記入され、改善の希望数や貴校

の方針等文章で枠内に記入して下さい。※平成 19 年度現在数を記入 

全体教員数 男性 女性 構成比について 【良い（  ） 改善したい（  ）】 

    

 

1-2 自校以外の学校園での男女比に関する感想や意見がありましたら記入して下さい。 

 

 

2-1 2006 年度版男女共同参画白書の基本方策及び基本計（案）の（１）と（２）に関する考えを

記入して下さい。※表 2 を参照 

（1）学校園構成員の男女の割合の不均衡を学校種の特色を配慮しつつ、是正する。 

 

（2）各学校園の管理運営への女性の参画を促進する。 

 

ご協力有りがとうございました。             
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図表Ⅴ-2-2 校園長編 

附属学校園構成員の男女の割合の不均衡さに関するアンケート集計（校園長） 

1 教員の男女構成比（人数は平成 19 年度調査）            平成 20 年 9 月 16 日 

 全体 男 女 自校の男女構成比についての希望数や

方針等 

他の学校園に対する感想，意見 

 

幼稚園  9  1  8 

《改善したい》 

幼稚園では、男女比が 1：3 から 1：4 く

らいが望ましいと思います。 

特別支援学校が理想的だと考えます。他校

では、1：2 から 2：1 くらいまで(小学校か

ら高校)が望ましいと思います。 

世田谷小 26 20 6 

《改善したい》 

理想としては、1：1 がいいと思うが、と

りあえず、男性教員数：女性教員数＝2：

1 が現実的な目標とすべきだと思う。 

附属学校・園全体で、目標値をあげること

が望ましい。 

小金井小 30 23 7 

《改善したい》 

現在 1 名産休をとっている方があり、学

年を構成していくときに、特に高学年で

の女性教諭担任がどうしても少なくな

る傾向があると思うが、今後増えていく

とよいと思う。 

基本的に教員の数が少ないので、もう少し

全体で増加すること、まずは学芸大附属学

校が標準定数を確保すること、そういう条

件が整えば改善していけると思う。 

大泉小 29 21  8 《改善したい》 

ジェンダーの特性を活かした教育指導が大

切で、例えば幼稚園のようなところでは、

女性が多くなることは避けられない。小学

校では、学校行事等で体力等が求められる

ときがあるので、やはり、それに応じた教

員が求められる。教科指導に関して、性差

はあまり感じられない。 

竹早小 17 12  5 

《どちらかと言えば、改善したい》 

意図したわけでなく、結果的にこうなっ

たと考えている。 

それぞれ、事情があると推察しますのでノ

ーコメントです。 

世田谷中 22 16  6 

《改善したい》 

宿泊行事など、各学年で 2 名が女性であ

るため、負担が多くなってしまってい

る。基本的には、 

1：1 が望ましいと考えている 

いまのところ、まだ、他園、他校の様子が

わかりませんので、特にありません。 

小金井中 22 15  7 《改善したい》 なし 

竹早中 26 17  9 
《改善したい》 

女性が 40%ぐらいになるのが、望ましい。 

小学校での女性の割合がもう少し多くても

よいのではないか。 

附属高校 56 41 15 《改善したい》 なし 

国際中等 53 36 17 

《改善したい》 

他校に比べ女性の比率が高いと思われ

るが、校長として、新規採用にあたり積

極的に女性を採ってきた。男女同数が理

想だが、当面の目標として教諭の 4割(20

 

小学校における男性の比率が、きわめて高

い。もっと女性を採用しやすいルールづく

りと、管理職の意識改革が望まれる。 
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人)を目指したい。 

特別支援 32 16 16 《良い》 

男性の比率が高いところが多く、女性が 4

割くらいには、できるだけ早急に近づける

べきであろう。 

 
2 『2006 年度版 男女共同参画白書』の基本方針及び基本計画(案)の(1)(2)に関する考え 

 (1) 各学校園構成員の男女の割合の不均衡

を学校種の特色を配慮しつつ、是正する。 
(2) 各学校園の管理運営への女性の参画を促進する。 

幼稚園 その通りだと考えます。 同意します。 

世田谷小 
(1)，(2)とも賛成であるが、(1)を促進すれば、(2)は必然的に起きてくる。したがって、管理運営に関

しては、個人の資質･能力に依存するので、(2)をことさら強調する必要はないと思われる。 

小金井小 賛成です。 
大学全体として、大きな視点で女性が働きやすい職場環

境を整えていくことが、まずは第一です。 

大泉小 基本的には、賛成します。 基本的には賛成します。 

竹早小 なし。 なし 

世田谷中 賛成します。 大いに、進めるべきであると考えます。 

小金井中 

採用の時には、「最も適切な人を採用する」の

で、あまり男女のことは考慮に入れてはいな

い。でも、女性が少ない。 

適材適所で、男女どちらでもかまわないと思います。促

進の方向性は好ましいとは思いますが。 

竹早中 なし。 女性は「規則を守る」傾向があるので、望ましい。 

附属高校 

本校生の男女の比率は、ほぼ半々である。従

って、女性教員比率(26.8%)をさらにあげる必

要があると考えている。ただし、教科の特性

によって、偏りが出る可能性はある。 

基本的に賛成である。人格･能力ともに優れ、管理職に

ふさわしいと判断されれば、男女の別なく、採用すべき

である。 

国際中等 

「学校種の特色を配慮しつつ」という表現が

言い訳を許し、是正を妨げる原因となってい

る。この文言を削除した方がよい。 

本校の主幹教諭は女性であり、主な校内委員会の委員長

にも女性をあてている。附属全体でも、管理職、主幹教

諭、主任、校内委員長に女性の登用を、もっと促進する

ことが望ましい。 

特別支援 

幼稚園は「特色に配慮しつつ」が該当するか

もしれないが、それ以外は性別が影響すると

は思えない。「学校種の特色を配慮しつつ」は

必要ないと思う。是正すべきである。 

賛成。現実は、まず、(1)の成果が上がらないと、難し

いと思う。 
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図表Ⅴ-2-3 

附属学校園構成員の男女の割合の不均衡さに関するアンケート集計（副校園長） 

1 教員の男女構成比（人数は平成 19 年度調査） 

 
全体 男 女 

自校の男女構成比についての希望数や

方針等 
他の学校園に対する感想，意見 

幼 

稚 

園 

金  7  1  6 
《改善したい》 

複数の男性教諭を希望します。 

 

竹  2  0  2 
 

 

 

世田谷小 26 20 6 

《改善したい》 

宿泊行事等、女子児童への配慮が必要な

活動では、女性教員の存在が貴重で、そ

の配置等で行事の内容が若干変わるな

どの影響を受ける場合がある。もしく

は、個人の労働の増加、負担の増加が懸

念される。 

東京都の場合、公立小学校の女性教員は

男性教員より多いのが、一般的である。

発達段階から考えると、女性教員の資質

が児童の発育に効果的に作用する場合が

多いように思える。しかし、思春期の前

期段階にある児童に対しては、男性教員

の関わりも、適宜、必要なので、適当な

バランスを保つことは重要である。 

小金井小 30 23  7 

《改善したい》 

平成２０年度は、異動教員の後任と主幹

補充に女性を採用し、女性教員が栄養教

諭を含めて９名になりました。人数比の

理想は、やはり半々と考えます。 

小金井小の場合、高学年は宿泊生活が多

いです。女の子を持つ保護者からは、「学

年に女性の先生がいてくれると、安心で

きる」という声も聞かれます。ただし、

女性教員の場合、育児の問題などで高学

年担任をすることが難しいというのが、

現状です。 

 

最低でも、男女比を 2:1 くらいにできれ

ば…と考えます。 

大泉小 29 21  8 

《どちらとも言えない》 

公募制によって、教員採用にあたって

は、男女を問わず、意欲のある者を優先

している。 

なし。 

 

 

 

竹早小 17 12 5 《改善したい》 特にありません。 
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世田谷中 22 16  6 

《改善したい》 

日常的な生徒指導、宿泊を伴う行事、分

掌、学年配当等、全般にわたり支障を来

たしていると考える。できる限り、男女

比を 1：1 に近づけるべきと考える。 

どの附属学校も女性が 30%程度であるこ

とから、本校との共通点を感じる。何よ

りも、女性が働きやすい環境とは言えな

い。更衣室やロッカーの設置など案外で

きていないこと、勤務時間が不規則(あっ

てはならないこと)なところなどが、どこ

もあるように見受けられる。特に会議終

了時間がルーズであることなど、改善の

余地があると思う。環境を変えるだけで、

随分変わると思っている。 

小金井中 22 16  6 

《どちらとも言えない》 

平成 20 年度は、退職教員の後任に女性

を採用し、女性教員が 7名になりました。

男女比率を意識しての採用でなく、結果

的に女性が 1 名増えました。生徒指導の

観点からは、女性教員数 6名が下限です。

今後の採用計画では、現員 7 名(各学年 2

名、養護教諭 1 名)の確保が必要ですが、

特別に女性を意識して増やすというこ

とでなく、人物本位で選考し、結果的に

女性が増えることがあるかもしれませ

ん。宿泊行事などが多いので、最低限の

女性教員は確保しなければなりません

が、海浜実習などでは女性にお願いしづ

らいのが、頭の痛いところです。 

 

小学校の女性教員の比率が低いのは、意

外でした。中学校は 3 校とも近い比率で

すが、本校(28.6%)も、竹早中(34.6%)に

近づければよいかと考えます。 

竹早中 26 17  9 

《改善したい》 

女性教諭が少ないので、徐々に増やして

いきたい。「1 教科に 3 人の教員がいて、

全員が男性」という事態から改善した

い。 

 

全体的に女性が少ない。改善の必要があ

る。 

附属高校 56 41 15 

《改善したい》 

もう少し、女性教員の数を増やしたいと

ころだが、各教科の男女比の構成具合も

あり、判断しかねている。(平成 20 年度

の女性の比率は、26.8％) 

 

一概には言えないが、「小学校では、もう

少し女性比が高くてもいいのかな？」と

思います。 
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国際中等 52 35 17 

《改善したい》 

保健体育科のように男女比を考慮する

必要のある教科もあるが、基本的には、

その比に依存しないはずである。本校に

は、その比に依存しない教科で、男性だ

けの教科や女性が 56％を占める教科が

ある。 

音楽科・美術科・技術家庭科のように一

人～二人教科では、その比を教科単独で

は改善できないが、4 名以上の教科につ

いては、その比の改善を目指すことで、

学校全体としての男女比を改善してい

くことができると思う。 

 

特にはっきりした理由があるわけではな

いが、小学校で男性教諭：女性教諭＝

50%：50%程度、中学校･中等学校で男性教

諭：女性教諭＝60%：40%程度の男女比に

する方向が望ましいのではないかと思

う。 

過去、約 20 年間のデータが示されている

が、漸増の状況が見てとれる。ただ、そ

の伸びは遅々としたものだが、ここ 5 年

ほどでは、そのテンポが速まっているよ

うに思う。 

また、「各校が 1、2 名の男性を女性に代

えることができれば、その比率が結構改

善される。」という感想を持ちます。 

特別支援  32 16 16 

《良い》 

教務主任、相談部主任が、ともに男性な

ので、指導者の手としては若干男性が足

りないか、概ね男女のバランスは良いと

思われる。 

 

全体的に男性が多いが、徐々に女性の数

も増えており、良いのではないか。公立

に比べれば、小学校などははるかに男性

の率が高いだろう。もう少し、女性が増

えてもよい。 
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2 『2006 年版 男女共同参画白書』の基本方針及び基本計画(案)の(1)，(2)に関する考え 

 (1) 各学校園構成員の男女の割合の不均

衡を学校種の特色を配慮しつつ、是正す

る。 

(2)各学校園の管理運営への女性の参画を促

進する。 

幼 稚

園 

金 賛成です。 女性の参画促進を希望します。 

竹   

世田谷小 
男女の適正バランスを明らかにしつつ、是

正していく方向がよい。 

その方向で、問題ありません。有能な女性が、

たくさんおられます。 

小金井小 

賛成です。改善のための具体策の一つが、

人事です。男か、女か？よりも、人間性と

能力を重視して採用すべきであると考え

ます。 

基本的には賛成ですが、現状の男女比で、管

理職だけ女性を多く増やすことには、反対で

す。また、女性が増えないのには、何か原因

があるはずです。女性が働きやすい職場環境

を整えることが、先決であると考えます。 

大泉小 

子育て支援の体制基盤の整備が、やはり大

切と考える。 

 

学年主任、教科主任、研究主任、生活指導主

任など、学校運営の全般において、意欲とキ

ャリアのある女性を登用している。 

竹早小 そう思います。 そう思います。 

世田谷中 

賛成である。ただし、「校種の特色という

点から、女性の比率を…」というのは、中

学校の場合、関係ないのではないか？と思

う。男性だからできないことや女性だから

してはいけないことは案外少ないし、職務

上は区別しなくても支障はないと思う。は

じめから男女の役割分担ではなく、それぞ

れの個性による分担で、互いに助け合う関

係づくりが大事ではないか。 

是非、促進してほしい。女性が少ないことで、

女性に対する偏見がことばにされることが気

になる。「女性だから…」という発言は、きわ

めて不穏当。同じように男性がミスしても許

されるのに、女性の場合、女性に一般化され

る傾向は、不自然きわまりない。 

小金井中 

この方針に、異存はありません。人物本位

の選考を基本としながら、同じくらいの力

量ならば、女性の採用を考慮するのが現実

的と思います。 

人物本位で、校務分掌･校内人事を考えており

ます。平成 18 年度は、学年主任 3 名のうち、

2 名が女性でした。今後とも、適材適所を貫く

つもりです。管理職(校長)の登用は大学が考

えることで、取り立てて、本校で働きかける

ことではありません。副校長･主幹教諭の人事

では、現在の女性教員の比率の大幅な改善が

ない限り、「促進」は難しいかと思いますが、

女性の副校長が増えることに違和感はありま

せん。 

竹早中 
不均衡を視野に入れ、新たに採用する際、

是正を図っていきたい。 

性別を考えて、管理運営参画に配慮すること

は、今までになかったことで、今後もない。 
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附属高校 

この意見には、賛成です。世間一般、公立

並みということでなくても、「もう少し女

性教員が増えてもよいのではないか？」と

考えます。 

なかなか、難しい問題です。女性の、学校の

管理運営への参画は、高校のように生徒の割

合が男女半々の学校では重要と考えます。そ

のためにも、もう少し女性の人数を増加させ

る必要がありましょう。 

国際中等 

本校としては、１に記した程度までの是正

(改善)が可能と思われる。 

女性教員の極めて少ない分野で、適切なポ

ジティブアクションの採用や増加の具体

的な対策の検討をするという、行動計画が

示されている。 

「学校種の特色に配慮する」ことと「不均

衡是正」との間にどのように整合性を持た

せるか？検討する必要があると思う。 

能力がある者を登用するということでは、男

女の区別なく，参画を促進すべきであると思

う。本校（附属大泉中学校時代）には女性の

副校長もいたし、現在の主幹教諭は女性です。 

管理職として、校務分掌において、学年主任

や各部主任などに女性を多く登用する配慮も

必要と思われる。 

特別支援 

特別支援学校は、指導の都合上、早い段階

からほぼ男女同数であった。女性教員を増

やすべきだと思うが、女性教員が安心して

働けるよう、職場の環境づくりが必要であ

る。 

左記に同じ。家庭を持ち、子どもがいても管

理運営に参画できる環境づくりが必要であ

る。附属は公立に比べ仕事の量が多く、勤務

時間が長い傾向にある。公立並みの退勤時刻

を保障する体制づくりが必要である。 
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Ⅴ-3 各附属学校園の教員公募における女性比率と採用の状況  

 

 本学の中期目標計画を受け、男女共同参画の行動計画に示した「大学・附属学校における女性教

員の採用を促進する」方針は、前節Ⅴ-1に示したように人数の面においてやや増加したとはいえ、

さらなる対策が必要とされている。そこで、大学・附属学校園に対して、「教員採用公募に応募し

た者に関する情報提供のお願い」の調査を男女共同参画推進本部長名で依頼した。調査結果から現

状を把握し、その結果を学内に明らかにすることにより女性教員の増加のために各分野・附属学校

での検討をさらに深めることを目的とした。 

この調査の主旨は「雇用面での男女共同参画推進策を図る」ための基礎資料とするものであるこ

とから、大学および附属学校園の両者について同様の集計がなされるはずであったが、大学につい

ては資料収集法に不手際があったために、今回報告することができない。以下では、附属学校園に

ついてのみ分析を行う。 

 
（１）平成 21 年度附属学校教員の教員公募状況 

 図表Ⅴ-3-1 平成 21 年度附属学校教員公募における応募数と採用者数における女性の比率 

  学校種：募集教科等 公募人数 応募総数 総採用者数 

男性

(数) 

女性

(数) 

男性

(数) 

女性

(数) 

幼稚園 2 園舎：教諭 2  2 2 2 

0 2 0 2 

小学校 4 校 

教諭 5 （内産休代替 2）：（全科

3）（専科１）（養護教諭 1） 

5 11 5 

4 7 2 3 

中学校 3 校 

教諭 9（内有期雇用 1）： 

（数学 6）（英語 1）（国語 1） 

（理科 1） 

9 25 9 

22 3 8 1 

国際中等教育学校 1 校 

教諭 8： 

（社会 3）（数学 2）（英語 1） 

（理科 1）（養護教諭 1） 

8 42 6 

33 9 4 2 

高等学校１校 

教諭 4（内産休代替 1）： 

（国語 1）（数学 3） 

4 

 

7 4 

4 3 2 2 

特別支援学校１校 

教諭 4（内有期雇用 2）： 

（養護教諭 1） 

4 22 6 

6 16 1 5 

小計           69 40 17 15 

合計 32 109 32 

 
平成 21 年度の教員公募を実施したのは 12 学校であった（人事採用の独立性から幼稚園は 2 園舎

として数え、国際中等教育学校は 1 校と数えた）。 
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大学は翌年から大学・附属学校の全ての採用人事を凍結させ、人事委員会が採用の可否の決定権

を持つようになった。この年に募集した 12 校のすべては教諭で内 2 名は養護教諭であった。また、

産休代替は専任教諭と同様の勤務条件から教諭として数え 3 名いた。教科別にみると公募人数が１

名の枠に対して、多くの場合応募者は 1 名～8 名であったが、国際中等教育学校が 13 名、16 名そし

て特別支援学校が 12 名とかなりの倍率であった。中学校、国際中等教育学校、高等学校は教科別の

採用であるが、21 年度は圧倒的に数学（11 名）が多く、社会（3 名）以外の教科は英語・国語・理

科といずれも 2 名であった。締め切り日は、29 回の内 15 回（51.7％）が、年内ではなく、最終締

め切りが 3 月であり、採用試験にしては時期的にかなり厳しかったことが伺える。 

図表Ⅴ-3-3 でわかるように、全附属学校の応募総数 109 名中、女性は 40 名（36.7％）、男性は 69

名（63.3％）であり、応募数に 29 名の差があった。採用者は 32 名であるが、女性 15 名（46.9％）、

男性 17 名（53.1％）であった。応募者数からみて採用率は、女性 37.5％、男性 24.6％と女性が上

回っている結果であった。前節Ⅴ-2 に示したように、平成 20 年度に管理職対象の「附属学校教員

の割合と理想の構成」についての調査を実施し、その結果を附属学校の管理職全員が参加する附属

学校運営会議に報告した。女性教員の採用の増加を特別支援学校と幼稚園以外の全ての学校では希

望をしていたことを確認し合い、次年度からの採用に生かすよう申し合わせた。特別支援学校は男

性と女性の比率が 50％であり現状維持を担保し、また幼稚園は 9 名の専任教諭中、1 名である男性

教諭を 2 名に増員したい希望が出されていた。平成 21 年度の採用結果からは、意識調査に基づいた

「申し合わせ」は効果をもたらしたと考えられる。 

 
（２）平成 22 年度附属学校教員の教員公募状況 

図表Ⅴ-3-2 平成 22 年度附属学校教員公募における応募数と採用者数における女性の比率  

  学校種：募集教科等 公募人数 応募総数 総採用者数 

男性(数) 女性(数) 男性(数) 女性(数) 

幼稚園 2 園舎：教諭 2 2 9 2 

1 8 0 2 

小学校４校 

教諭 6：（全科 4）（(図画工作

1)（栄養教諭 1） 

6 21 6 

12 9 4 2 

中学校３校 

教諭 7：（国語 1）（数学 2） 

（社会 1）（理科 1）（音楽 1）

（保健体育 1） 

7 31 7 

20 11 6 1 

国際中等教育学校１校 

教諭 4：（国語 1）（数学 1） 

（英語 1）（音楽 1） 

4 10 4 

6 4 2 2 

高等学校１校 

教諭 3：（数学 1）（公民 1） 

（英語 1） 

3 6 3 

6 0 3 0 

特別支援学校１校 

教諭７（内有期雇用 3） 

7 16 7 

8 8 2 5 

小計          29 53 40 17 12 

合計 29 93 29 
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前年度の採用状況をさらに前進させるため、22 年度より附属学校教員公募の改善を行った。すな

わち、ホームページに公開する公募条件等の選考方法に「なお、本学の教員の選考は、男女共同参

画社会基本法（平成 11 年法律第 78 号）の精神を尊重し、公平な選考を行います。」を加筆した公募

を 12 校全てで行った。12 校の募集の内訳は、教諭が 11 校で、栄養教諭が 1 校であった。また 1 校

であるが、7 名の公募者数のうち 3 名が有期雇用者であった。 

教科別の応募者数をみると、音楽が 1 名の公募に対して 17 名の応募者がいたが、他の教科は 1

名～8 名であった。教科ごとの公募については、前年と同様に数学が 4 名で一番多く、国語・社会・

英語・音楽は各 2 名、理科・保健体育は各 1 名と一つの教科に集中した傾向はなかった。図表Ⅴ-3-2

でわかるように、全附属学校の応募総数は 93 名中、女性は 40 名（43.0％）、男性は 53 名（57.0％）

で、13 名の差があった。 

図表Ⅴ-3-3 に 21 年度と 22 年度の比較を示した。22 年度の採用者は 29 名であるが、女性 12 名

（41.4％）、男性 17 名（58.6％）で前年に比べその差は広がっていた。また、応募者数に対する採

用者数の採用率は、女性 30.0％、男性 32.1％であり、前年度における女性の採用確率よりも低下し

た。 

 
図表Ⅴ-3-3 応募者・採用者における女性の人数と割合 

平成 21 年度 応募者 109 名 採用者/応募者 採用者 32 名 

女性  40 名 36.7％  女性 15/40 37.5% 女性 15 名 46.9％ 

男性  69 名 63.3％ 男性  17/69 24.6% 男性  17 名 53.1％ 

平成 22 年度 応募者 93 名 採用者/応募者 採用者 29 名 

女性 40 名 43.0% 女性 12/40 30.0% 女性 12 名 41.4% 

男性 53 名 57.0% 男性 17/53 32.1% 男性 17 名 58.6% 

 
（３）まとめ 

附属学校園の採用人事は、法人化以降その様相が複数の要因により大きく変化してきている。女

性教員の採用を促進していくためには、変化してきている要因を含め、短期に解決できる目標と社

会情勢に鑑み、特に東京都との人事交流や主幹制度などの新しく生まれた職種への教員意識なども

考慮した長期的な展望に立って具体的な目標設定や方策を設定していくことが必要である。 

附属学校教員の異動人数の増加は主に 2 つの理由によるものと考えられる。一つは、国立大学法

人化に対しての不安であり、もう一つは東京都主幹教諭への複数採用によるものである。また、国

立大学時代に比べ、平成 19 年度から、出産・病気・勤務条件などによる自己都合退職者が増加して

きている。さらに、平成 19・20・21 年度、国立・私立・短大への転出者の増加もみられる。この人

事については年度末に異動が発生するため、附属学校教員の採用の方法は、公立学校の教員採用試

験の不合格者や現場での経験がない初任者の採用ということになる。これらの状況に加え、全職員

の減給はじめ人事削減で働きがいや成就感・達成感が持ちにくい職場に加速している。女性教員の

採用の増加の視点は重要な継続課題であるが、大学と一体感をもって魅力ある附属学校を再構築し

ていかなければならない。附属学校の伝統を引き継ぎ「附属学校らしさ」を守るうえでも「教育は

人なり」を再認識し、良い人材が集まる雇用面での具体的方策を男女共同参画推進本部はさらに提

案していくべきである。 

今回は専任教員対象の調査であったが、非常勤講師の採用状況に置ける男性と女性の比率と併せ

て、傾向を分析することも次年度の課題として残したい。また、本調査は今後、数年間継続的に実

施する必要があると考える。 
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Ⅵ ポジティヴ・アクションに関する他大学の状況 
 この白書でこれまで報告してきた内容は、概ね広義のポジティヴ・アクションに該当する。本章

では、他大学の状況を含め、ポジティヴ・アクションに関する全体的な状況を概観することで、本

学における今後の指針を考える材料を提供することとしたい。 
 ポジティヴ・アクションは、差別的状況が改善されない歴史的経緯に鑑み、社会的少数派を特化

して優遇する一時的措置である。1979年に採択された国連の女性差別撤廃条約では、第4条で「男女

の事実上の平等を促進することを目的とする暫定的な特別措置をとることは，この条約に定義する

差別と解してはならない」と規定している。日本でも、男女共同参画社会基本法・基本計画のもと、

積極的にポジティヴ・アクションを推進することが求められているが、現状は必ずしも芳しくない。 
 ポジティヴ・アクションには強弱において差がある。辻村みよ子「学術分野のポジティヴ・アク

ション」（2008年1月7日、日本学術会議科学者委員会男女共同参画分科会報告）によれば、ポジテ

ィヴ・アクションには、その「措置の態様・内容」によって、①クォータ（割当て）制などの厳格

なタイプ、②目標値を設定するなどの中庸なタイプ、③支援策や環境整備などの穏健なタイプがあ

る(1)。周知のように、クォータ制などの厳格なポジティヴ・アクションは、場合によっては逆差別

であるとの批判を喚起しかねないものであり、アメリカでもその合憲性が問われてきた。運用には

注意を要するが、重要なことは、差別が差別を生む悪循環を放置しないこと。また、一部のマイノ

リティを優遇することが、他のマイノリティとの関係で新たな差別につながらないようにすること。

これらのことに注意しながら、差別的状況が是正されるまでの一時的措置として、どこまで踏み込

んだ取り組みができるかが、現在問われているといえるだろう。 
 国大協が2008年12月に出した『国立大学における男女共同参画推進の実施に関する第5回追跡調査

報告書』によれば、ポジティヴ・アクションについて、①「教員採用における女性候補者の積極的

発掘を実施している大学」は31.4％（27大学）、②「採用・昇任等において資格が同程度の場合に

性バランスに配慮する制度を採用している大学」は24.4％（21大学）、③「若手女性研究者のキャ

リア形成の支援を行っている大学」は25.6％（22大学）となっている。それぞれ過去第1回から第4

回までの追跡調査からは①23.2％・18.6％・18.0％・25.3％、②（調査項目無し）・8.2％・13.5％・

17.2％、③3.0％・9.3％・9.0％・19.5％と、いずれも増加傾向にあるとはいえ低率である(2)。 
 また、同調査に寄せられた各国立大学の報告では、概ね、女性比率や公募状況などの統計調査、

アンケートによる意識調査、ニューズレターの発行や授業の開設による啓発活動、保育施設や育児

休業などの育児支援といった、本学と同様の取り組みが大勢を占めている。さらに、公募にさいし

て、「業績評価において同等と認められた場合には、女性を積極的に採用する」といった文言を明

記することも、スタンダードになりつつある。文科省・科学技術振興調整費の「女性研究者支援モ

デル育成」プログラムによるキャリア支援も重要である。こうしたなかで、同報告書から、2008年 

12月段階にあって、より踏み込んだ取り組みとして目に付いたものを以下列挙する(3)。 
・北海道大学：産休・育休等の女性教員の研究業務の代替補助人材雇用経費を学内経費で助成する。 
・弘前大学：「課長等選考実施要領」を定め、学内からの課長等登用について希望する者を面接し

 登用。意欲のある女性が、従前より課長等に登用され易くなった。 
・東北大学：世界で活躍できる女性の人材育成等のため「女子学生海外渡航支援事業」を実施。 
・山形大学：女性教員の国際学会への旅費支援を制度化。 
・山梨大学：女子学生に対する福利厚生施設の充実のため、女子学生寮の設置を計画。 
・名古屋大学：文科省・科学技術振興調整費により、発展的ポジティブ・アクションプロジェクト

 の開始を検討。 
・三重大学：理系女子学生のキャリアパス支援科目として「理系女子学生未来予想図」を開設。 
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・大阪大学：文科省・科学技術振興調整費の「女性研究者支援モデル育成」により、出産・育児・

 介護等で研究継続が困難な女性研究者に対して研究支援を行う「研究支援員制度」を開始。 
・神戸大学：文科省・科学技術振興調整費の「女性研究者支援モデル育成」により、研究中断者の

 正規雇用をめざして学長裁量経費により育成研究員4人を採用。 
・広島大学：文科省・科学技術振興調整費により、女性研究者が上位職を期限付きで体験できる制

 度としてプロフェッサーシフト（助教2名）を実施予定。 
・九州大学 
① 学運営経費等のうちインセンティブ経費としての傾斜配分の項目に「女性教員の在籍状況」 

を追加。女性教員の在籍率や在籍率増加分がある一定の率を超えた部局に対し、それに応じた

査定率で配分（九州大学） 
② 多忙な要因に該当する女性研究者に対し研究補助者を派遣（九州大学） 
③ 国際学会参加のための交通費、国際誌投稿に係る経費等を支援（九州大学） 

 ④ 人材バンクの設立（九州大学） 
・長崎大学：女性看護師宿舎の確保。 
・熊本大学：人材データバンクの構築。 
 すでに北海道大学では、2006年度より「北大方式」として「新たに女性教員を採用した場合、各

部局が負担する人件費の4分の1を全学運用人件費より補填するシステム」を始動させている(4)。上

記報告書にある、名古屋大学の「発展型ポジティブ・アクションプロジェクト」も、「女性研究者

を多く採用・昇進した部局に対して、全学措置人件費を一定期間配分し、部局内人事に利用できる

システムを作ることにより、女性教員の採用にインセンティブを与えつつ、発展的に女性教員の採

用を促進することを目的」としたものである(5)。九州大学のインセンティブ経費も同様の趣旨とい

える。また、広島大学のプロフェッサーシフトは，「女性研究者が上位職を期限付きで体験できる

ようにする制度であり、(1)上位職としての経験を積むことによって、女性研究者のリーダーシップ

とマネジメント能力を養うこと、（2）教務履歴を作ることにより、当該女性研究者のキャリア向上

の可能性を高めること、の2 点を目的としたものである(6)。さらに、東京農工大学では、1人の女性

教員を採用した場合に、同専攻に対し、プラス1名分の特任助教の人件費を支給する制度を2009年度

より始動させた(7)。 
 このように、事例はまだまだ少ないとはいえ、人件費や旅費・交通費の配分、福利厚生面での優

遇措置を通して、一歩踏み込んだポジティブ・アクションが取り組まれつつあることがわかる。本

学ではすでに、教員公募にさいして、大学および附属学校園の双方で、「本学の教員の選考におい

ては、男女共同参画社会基本法（平成11年法律第78 号）の精神を尊重し、公平な選考を行います。」

といった文言を明記することまでは実現した。今後、以上のような他大学の取り組みを参考にしな

がら、さらなる対策を工夫していく必要があるだろう。 
(1) http://www.scj.go.jp/ja/info/iinkai/danjyo/20/siryo12-3.pdf#search='ポジティブ・アクション 辻村' 
(2) 社団法人国立大学協会教育・研究委員会男女共同参画小委員会『国立大学における男女共同参

 画推進の実施に関する第５回追跡調査報告書』（社団法人国立大学協会事務局発行、2009年2
月）、pp.48－49。 

(3) 同上、pp.63－105。 
(4) http://freshu.ist.hokudai.ac.jp/katsudou/07.html 
(5) http://www.nuws.provost.nagoya-u.ac.jp/jst/positive.html 
(6) http://www.capwr.com/topics/entries/000077.html 
(7) http://www.tuat.ac.jp/~dan-jo/about/index.html#action_1 
         （以上、インターネットからの引用はいずれも2010年1月3日に参照した） 

http://www.scj.go.jp/ja/info/iinkai/danjyo/20/siryo12-3.pdf#search�
http://freshu.ist.hokudai.ac.jp/katsudou/07.html�
http://www.nuws.provost.nagoya-u.ac.jp/jst/positive.html�
http://www.capwr.com/topics/entries/000077.html�
http://www.tuat.ac.jp/~dan-jo/about/index.html#action_1�
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Ⅶ OPGE 助成事業報告 

Ⅶ-1 ジェンダーの視点からの教育をめぐる教員研修のあり方 

 

（１）研究・活動の目的 

本助成事業研究の目的は、教育における男女共同参画推進に関連する諸問題を検討する視座とし

て「教員研修」に焦点を当て、「教員研修」でジェンダー及び男女平等教育、男女共同参画といった

教育課題について、何がどの程度扱われているかを明らかにすることである。 

教員研修は、変化する現代社会の諸課題に対応した学校教育の展開とともに、喫緊の教育課題を

解決する上で教員としての専門性や資質を向上させること等を目指して実施されているものである。

学校教育における男女共同参画の推進は、こうした今日的課題の大きな位置を占めているが、実際

の教員研修ではこれらの課題をどのように扱っているのだろうか。 

 先行研究（木村・直井 2009）では、ジェンダーに敏感な教育の実践者である教師へのインタビュ

ー調査の結果、ジェンダーの視点を広く学校教育場面に根づかせていくにあたって、教師を取り巻

く以下のような問題が明らかになった。 

・ジェンダーに敏感な視点やそうした視点を取り入れた教育実践について、学校現場に輩出され

る以前にどの程度学ぶのかといった、若手の学びを取り巻く状況 

・これらの教育実践や個人の経験を、いかに広く他の教師と共有し、次世代（若手教師）に継承

できるかといった実践共有のあり方に関する状況 

そこで、本研究では、教師たちの公的な学びの場としての「教員研修」に着目して、フォーマル

な場面でジェンダーや男女平等、男女共同参画といった諸課題がどの程度扱われているのかを既存

のデータ整理によって明らかにし、男女共同参画をめぐる「教員研修」の実際についての基礎的資

料を提示することを目指す。 

 

（２）調査概要 

(2-1) 調査分析データについて 

本研究では、初任者研修や 10 年目経験者研修など法定研修として全県市で実施される「基本研修

（必修研修）」と、「専門研修」「職能研修」「課題研修」などと呼ばれる教師個人の関心やニーズ等

によって適宜選択される研修に着目し、男女平等や男女共同参画に関する研修内容を、主として以

下の 2 点によって分析する。 

第１に、文部科学省「初任者研修実施状況調査」「10 年経験者研修実施状況調査」をもとに、男

女平等や男女共同参画に関する内容がどの程度扱われてきたのかを整理する。 

第 2 に、平成 20 年度現在、各県市教育委員会が実施する校外研修に着目し、各県市教育センター

での講義・演習における男女平等や男女共同参画に関する内容の取扱いの状況を、各都道府県・政

令指定都市・中核市教育センターの公表資料をもとに検討する。 

加えて、初任者研修を比較的近年中に経験した若手教師数名を主たる対象としたヒアリング調査

も参照し、ジェンダーの視点からの教員研修のあり方に関する基礎的資料の提示と課題提起を行う。 

 

2008 年度 OPGE 助成事業報告 

 

ジェンダーの視点からの教育をめぐる教員研修のあり方 
 

 

人文社会科学系社会学分野  苫米地 伸  

東京学芸大学個人研究員  木村 育恵  
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(2-2)各都道府県・政令指定都市・中核市における初任者研修及び 10 年経験者研修の状況 

① 文部科学省「初任者研修実施状況調査」及び「10年経験者研修実施状況調査」から 

文部科学省では、平成 16 年度から平成 19 年度の 4 年間の初任者研修及び 10 年経験者研修につい

て、各県市が実施要綱等に示している研修項目の状況を公表している。研修項目は、「男女平等・男

女共同参画」の他に、「教育課程の編成」「教科指導」「特別活動」「道徳教育」「総合的な学習の時間」

「生徒指導・相談」「人権教育」「公務員倫理（セクシャルハラスメントを含む）」など、「その他」

を含めて 28 項目(1)に渡り、調査では、各県市がこの中からどのような項目を研修内容としてどの程

度取り上げているかを複数回答でたずねている。【図表 1】は、初任者研修及び 10 年経験者研修の

実施要綱等に「男女平等・男女共同参画」に関する内容を取上げている県市数と割合をまとめたも

のである。 

図表 1 初任者研修及び 10 年経験者研修内容における「男女平等・男女共同参画」の取上げ状況 

年次 校種 

初任者研修 10年経験者研修 

校内研修での 

取扱い（％） 

校外研修での 

取扱い（％） 

校外研修での 

取扱い（％） 

平成 

16年度 

小学校  32 ／95県市（33.7）  39 ／95県市（41.1）  34 ／94県市中（36.2） 

中学校  32 ／95県市（33.7）  38 ／95県市（40.0）  33 ／95県市中（34.7） 

高等学校  24 ／57県市（42.1）  27 ／57県市（47.4）  26 ／63県市中（41.3） 

特別教育諸学校  24 ／59県市（40.7）  25 ／59県市（42.4）  25 ／58県市中（43.1） 

中等教育学校 ―  ―  1 ／4県市中（25.0） 

平成 

17年度 

小学校  44 ／94県市（46.8）  40 ／94県市（42.6）  33 ／96県市中（34.4） 

中学校  43 ／95県市（45.3）  40 ／95県市（42.1）  33 ／95県市中（34.7） 

高等学校  30 ／60県市（50.0）  28 ／60県市（46.7）  30 ／68県市中（44.1） 

特別教育諸学校  29 ／60県市（48.3）  27 ／60県市（45.0）  25 ／58県市中（43.1） 

中等教育学校 ―  ―  3 ／6県市中（50.0） 

平成 

18年度 

小学校  44 ／97県市（45.4）  36 ／97県市（37.1）  37 ／96県市中（38.5） 

中学校  43 ／98県市（43.9）  35 ／98県市（35.3）  37 ／97県市中（38.1） 

高等学校  24 ／59県市（40.7）  21 ／59県市（35.6）  25 ／66県市中（37.9） 

特別教育諸学校  26 ／59県市（44.1）  19 ／59県市（32.2）  24 ／59県市中（40.7） 

中等教育学校 ―  ―  2 ／ 6県市中（33.3） 

平成 

19年度 

小学校  47 ／97県市（48.5）  36 ／97県市（37.1）  38 ／99県市中（38.4） 

中学校  50 ／99県市（50.5）  36 ／99県市（35.3）  37 ／97県市中（38.1） 

高等学校  30 ／58県市（51.7）  22 ／58県市（35.6）  27 ／68県市中（39.7） 

特別教育諸学校  28 ／58県市（48.3）  21 ／58県市（32.2）  27 ／56県市中（48.2） 

中等教育学校 1 ／2県市（50.0）  1 ／2県市（50.0） 1／ 7県市中（14.3） 

※文部科学省「初任者研修実施状況調査」及び「10 年経験者研修実施状況調査」（平成 16～19 年度）より作表。 

※「幼稚園」は、取上げが見られなかったため「校種」から除いた。 

※網掛けと下線を付しているものは、「男女平等・男女共同参画」を取上げる県市数が、「その他」を除く全項目中

で最低だったことを示す。 

 

これを見ると、初任者研修で「男女平等・男女共同参画」内容を取上げる県市数は、どの学校段

階においても、校内研修・校外研修ともに他の項目と比べてそれほど多くはなく、取上げ県市数が

最低かもしくは下位に属していた。例えば、「教科指導」「生徒相談・教育相談」などがほぼ全ての
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県市の校内研修・校外研修で扱われていた（各年度 90～100％）一方で、「男女平等・男女共同参画」

については、どの年度のどの校種においても取扱い状況が半数にわずかに到達するか半数を切る状

況にある。特に、小学校の校内研修については、「男女平等・男女共同参画」の取扱いが全ての項目

（「その他」を除く）中で最低である状況が平成 16～18 年度で続き、平成 19 年度においても下位に

属していた。取上げ状況が下位にある傾向は、校外研修においても同様であった。 

 10 年経験者研修（校外研修）における「男女平等・男女共同参画」内容については、平成 17・18

年度、高校を除く校種で取扱い県市数が最低であることが見受けられる。これは、平成 16 年度で最

も取扱い県市数が低かった「食育」が、主として高校を除く校種で若干増えたためである。以降、

「男女平等・男女共同参画」は、「食育」や「学年経営」に並んで最下位、もしくは単独で最下位を

占めるようになっていく。平成 19 年度も下位にある項目は同様であるが、わずかな取上げ県市数の

違いによって「男女平等・男女共同参画」が辛うじて最下位を逃れている状況である。 

なお、この 4 年間のうち、平成 16 年度の各県市教育センター実施の教員研修に関する資料をい

くつか閲覧できたので、これをもとに「男女平等・男女共同参画」に関する研修内容の実際を確認

した。その結果、例えば、初任者・5年・10 年経験者研修のすべてで小・中・高・特・養護教諭の

全段階を対象に「男女共同参画と学校教育」（講義）を基本研修として行う県や、校種を限定して初

任者研修と 10 年経験者研修に講義を盛り込む他県のケースなどが見受けられた。また、基本研修で

なく、選択研修として講座を設定する県や、全校種対象の希望者研修として男女共同参画に関する

パネルディスカッションを開催している県もあった。ただし、閲覧可能だった 48 県市の教育センタ

ー資料においては、要綱等に「男女平等・男女共同参画」に関する内容・項目を明記しているケー

スは多くなく、人権教育の中の一部で取り扱っているかのような曖昧なものや、研修の詳細自体が

不明である等、その研修が男女共同参画やジェンダーに関することなのかが判別しにくいものが多

かった。 

② 各県市教育センター等で実施される教員研修の状況 

では、現在の各県市教育センターでの研修内容はどのようなものか。ここでは、各都道府県・指

定都市・中核市の平成 20 年度分の教員研修に関する要綱等をもとに、特に初任者研修と 10 年経験

者研修の状況を探ることにする。 

各県市教育センター等が教員研修に関してどの程度情報を公開しているのか、ウェブ上で研修項

目・内容の確認が可能であるか否かを基準に検討したところ、研修に関する情報が公開されていな

い県市、概要が公表されていない県市、関係者以外の閲覧が不可である県市が、全 103 県市(2)中 35

県市ほど存在した。また、各研修の概要は示しているものの内容・項目に関する詳細が不明である

場合も 14 県市ほどあった。 

研修項目・内容に関する詳細に触れている場合を見ると、要綱等に「男女平等・男女共同参画」

に関する内容や講座を明記しているケースは極めて少なく、明確な記述があるのは初任者研修で 9

県市（県実施の宿泊研修に参加して「男女共同参画」に関する講座を受ける中核市を含む）、10 年

経験者研修で 5 県市（希望研修を含む）であった。また、「男女平等・男女共同参画」単独の講座と

して明記されていないが、共通研修としての「人権教育」の中で相応の内容を取り扱っている県市

や、専門研修や課題研修として別に「人権教育」研修講座を立ち上げ、その中で「男女平等・男女

共同参画」に関する内容に触れていると思われる県市が 5 県市あった。教務主任研修や教頭研修と

いった職能別研修などで「男女共生教育」や「男女共同参画について」「男女平等教育の推進と教頭

の役割」などの研修が設定されているケースも見受けられた。 

③ 教師へのインタビュー調査から 

 このように、各県市教育センターが公表している初任者研修や 10 年経験者研修項目・内容を見る

と、基本研修としての「男女平等・男女共同参画」項目・内容の明記が極めて少なく、実際の取組
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み状況が不明瞭である。そこで、比較的近年中に初任者研修を経験した若手教師を主たる対象とし

て、「男女平等・男女共同参画」に関して、どのような研修が校内・校外で実施されたか否か、実施

されたならばどのような内容をどの程度扱っていたのかについてヒアリングを行った。 

 
図表 2 インタビュー調査対象者について 

対象者（性別） 現在の所属 年齢 教職歴 
（本務教員歴） 

インタビュー 
形式 

インタビュー 
時期 

A さん（男性）＊ 公立小学校 20 歳代 2 年目 面接 2008 年 9 月 
B さん（女性）＊ 公立小学校 20 歳代 4 年目 面接 2008 年 9 月 
C さん（女性）＊ 公立小学校 20 歳代 4 年目 面接 2008 年 9 月 
D さん（男性） 公立小学校 20 歳代 2 年目 面接 2008 年 9 月 
E さん（女性） 公立中学校 40 歳代 20～25 年 面接 2008 年 9 月 

F さん（女性）＊ 公立高等学校 50 歳代 25 年以上 面接 2008 年 9 月 
注）＊は同じ都道府県の教員である。 

 

 その結果、教職 2 年目の A さん、D さんは、それぞれ他県市の教諭であるがともに初任者研修で

は男女共同参画やジェンダーに関する内容の研修は受けておらず、「初任者研修の手引の『人権教

育』に関する部分で『男女平等』に関する指導案例を見たことがある程度」（D さん）にとどまっ

ているとインタビュー調査において述べていた。教職 4 年目の B さんと C さんも同様に、過去の研

修資料を見直しながら、「男女平等や男女共同参画の研修は受けた覚えがないし、研修資料を見て

もそれらしいものが見当たらない」（Cさん）と初任者研修を振り返っていた。 

 また参考までに、こうした若手教師の状況について、教職歴 20 年以上の E さんと F さんは「男女

平等・男女共同参画」に関する研修そのものの減少を指摘し、「もし研修があるとしても、その内

容が本当にジェンダーに敏感な視点からなのかは不明」（Fさん）と指摘していた。 

 

（３）結果と考察 

各都道府県が策定する男女共同参画推進計画では、ほとんどの都道府県が「男女平等に関する教

育」への取組みの重点課題として「教員研修の充実」を明記している。しかし、本研究で明らかに

なったのは、若手教師たちの「男女平等・男女共同参画」に関わる事柄を基本的項目として学ぶ場

や機会が十分にあるとは言いがたい現状である。実際、文部科学省の調査で示された「男女平等・

男女共同参画」の取り上げ数がさほど多くなかったことに加え、研修要覧等での「男女平等・男女

共同参画」に関する項目や内容の明記もそれほど確認されず、最新の平成 20 年度の研修内容におい

ても資料の公開が限定的である県市も少なくなかった。 

 教師たちは、具体的実践での試行錯誤を繰り返す中で自らも常に学びを深め、その経験を広く他

の教師と共有することで教師としての技能や資質を磨いている。実際の研修で何が「男女平等・男

女共同参画」として扱われており、またそれがどのように扱われているのか、さらなる調査を今後

の課題としたい。 

 

（注） 

(1) 10 年経験者研修では、さらに「指導計画の作成」「幼児理解」など幼稚園教諭を主として対象

にした項目も 8 項目前後含まれていた。 

(2) 内訳は、47 都道府県・17 政令指定都市・39 中核市である。 

（主な参考文献） 

・木村育恵・直井道子，2009，「教師文化と教師のジェンダー形成―ジェンダー観の変容の契機と過

程に着目して―」『東京学芸大学紀要 総合教育科学系』第 60 集，pp.425-435. 

・文部科学省教職員課『初任者研修実施状況調査について』（平成 16 年度～平成 19 年度） 

・文部科学省教職員課『10 年経験者研修実施状況調査について』（平成 16 年度～平成 19 年度） 
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Ⅶ-2  学生企画「日本の社会で女性はどう生きてきたか」学習・上映プロジェクトについて 

2008 年度 OPGE 助成事業報告 

学生企画「日本の社会で女性はどう生きてきたか」学習・上映プロジェクトについて 

 
教育実践研究支援センター 大森直樹 

 

（１）活動の目的 

女性は、日本社会の中で、どのように生きることを要求されてきたか。それに対して、一人ひ

とりの女性がどのように生きたかを具体的に学習すること。そうした学習を通じて、男女共同参画

社会の形成を阻害する要因を歴史的社会的な事実に基づき明らかにし、併せて、一人ひとりの学生

が自らの意志で阻害要因を除去・克服していく力量を養うこと。こうした学習を、本学の大学院生・

学部生が自発的・主体的につくった自主ゼミ「日本の社会で女性はどう生きてきたか」の活動を通

じて行うことを目的とした。 
 

（２） 活動の内容 

(2-1) 自主ゼミ活動 

本学の大学院生 4 名と学部生 1 名が毎週定期的に集まり、読書会形式の自主ゼミ活動を行った。

はじめに学生たちは、日本社会を生きた様々な女性を主題とした複数のテキストやフイルムを参照

して、テキストの選定を進めた。学生たちが最も惹かれた作品がドキュメンタリー映画『在日朝鮮

人「慰安婦」宋神道のたたかい オレの心は負けてない』（製作・配給、在日の慰安婦裁判を支える

会、2007 年）だった。宋神道さんは 1922 年に日本植民地下の朝鮮忠清南道で生まれた元「慰安婦」

である。1993 年、宋神道さんは被害への謝罪を求めて日本政府を提訴。在日朝鮮人元「慰安婦」と

して初めて裁判を起こした。宋神道さんの裁判闘争は、在日女性と日本人女性を中心とした在日の

慰安婦裁判を支える会の活動を通じて進められたが、その活動の記録を纏めたのが上記ドキュメン

タリー映画だった。在日の慰安婦裁判を支える会では、上記ドキュメンタリー映画と併せて、その

活動の記録を一冊の著書『オレの心は負けてない 在日朝鮮人「慰安婦」宋神道のたたかい』（樹花

舎、2007 年）にも纏めていた。学生たちは、同書をテキストにして読書会を行っていった。 

(2-2) 上映会 

自主ゼミ活動を重ねる中で、学生たちは、ドキュメンタリー映画『在日朝鮮人「慰安婦」宋神道

のたたかい オレの心は負けてない』上映会の企画も進めた。 

この上映会は、2008 年 10 月 31 日（金）から 11 月 3 日（月）の 4 日間、小金井祭期間中に実施

した。11 月 1 日（土）から 11 月 3 日（月）には、上映会場とした南講義棟 106 教室において、関

連展示として在日慰安婦裁判を支える会が作成した関連パネルと出版物等の展示も行った。上映は、

期間中毎日 1 回ずつ（計 4 回）行った。参加の概要は以下の通りだった。 

図表１ 上映会の参加状況 

 映画（A） 映画アンケー

ト 

展示（B） 展示アンケー

ト 

問い合わせ

（C） 

来場者（A＋B＋C） 

10/31 3 2 1 0 1 5 

11/1 5 3 4 0 1 10 

11/2 12 5 34 6 4 50 

11/3 17 8 24 8 5 46 

計 37 18 63 14 11 111 
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（３）活動の成果 

(3-1)  自主ゼミ活動 

ドキュメンタリー映画『在日朝鮮人「慰安婦」宋神道のたたかい』に心を揺さぶられ、いざ、そ

の読書会に取り組んだ学生たちだったが、それでは自分たちは一体何に感動したのか。テキストに

示された社会認識のどこに共感し、どこに違和感を持ったのか。その共感と違和感のそれぞれの質

は何か。テキストを丁寧に読み込み、自分たちの従前の社会認識と、テキストに示された社会認識

をぶつけて、その読みを深めていくこと。そのように自主ゼミを運営することが必要だったが、そ

れは学生たちにとって困難なことだった。テキストの基本的な内容を整理したり、各人による「慰

安婦」問題や宋神道さんの生き様についての認識を交換して議論を重ねる作業が十分に行われない

ままに、会場との関係で開催時期を定めていた上映会の準備に学生たちは入っていくことになった。

だだし、その間、学生たちは、何も積極的な取り組みをしなかったわけではない。夏には、大阪に

ある教科書総合研究所（主催吉岡数子、旧平和人権子どもセンター・教科書資料館）を始め、大阪

人権博物館や東京にあるアクティブ・ミュージアム「女たちの戦争と平和資料館」等の「慰安婦」

問題に関連する博物館の見学を実施。併せて、実際に「慰安婦」の碑が建てられている善行寺（大

阪府）を見学。具体的な事物に触れることを通じて、「慰安婦」問題や宋神道さんの生き様について、

認識の手がかりを得るための試行が続いた。 

 

(3-2) 上映会 

 テキストの読み込みの不備は、次のような形で現れていった。まず開催要項が作成できない。上

映会の目的について、各人のテキストに対する理解が感覚的なものに止まっているため、議論が噛

み合わないのである。堂々めぐりの議論が延々と続いた。開催要項が完成しないと、広報活動も出

来ないし、関連展示の計画も出来ない。役割分担と実施計画すら立たない。以上の活動は学生が自

主的に行うことに意味がある。教員側からの助け舟は最小にしてきたが、会期も切迫する。直前に

なり止む無く開催要項の作成会議の進行を教員が手助けした。学生たちが定めた上映会の趣旨は以

下のようになった。 

 

 「この上映会では、在日朝鮮人であり、元「慰安婦」である一人の女性と、彼女を支える人々の

姿を追った『在日朝鮮人「慰安婦」宋神道のたたかい オレの心は負けてない』を上映する。映

画を上映することで、彼女の言葉をより多くの人に伝えることを目的とし、現実を見つめ直すき

っかけの場とする」 

 

 「彼女の言葉」に対する感動から学生たちは取り組みを出発させたのだろう。長い堂々巡りの議

論の末、その原点に戻ったとも言える。しかし、「彼女の言葉」の本質をテキストと格闘して掴み取

っていくことや、仲間と議論を重ね、それを学生たち自身の言葉に纏めるところまでは力及ばなか

った。学生たちは、「現実を見つめ直す」ことを参加者に求めながら、その「現実」の内実や「見つ

め直す」方向性も不分明なままである。ただ、在日朝鮮人や括弧書の「慰安婦」という用語につい

ては、勉強を重ねた結果、上の趣旨となっている。 

 開催要項の遅れに伴い、広報活動、関連展示の計画や準備は更に遅れた。関連展示が当初計画よ

り縮小し、展示の実施が会期 2 日目からになったのはそのためである。 

 

(3-3)活動を終えて 

以上を行うなかで、学生たちは、テキストの読み込みと議論の難しさ、学んだ内容を企画として

具体化する難しさを、切迫する会期に追われながら、いやというほど体験した。準備の遅れは、ド
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キュメンタリー映画を貸し出してくれた在日の慰安婦裁判を支える会や、予算執行を担当してくれ

た事務の方々、小金井祭実行委員会、学生が所属する研究室の教員、さらにはこの企画をあたたか

く見守ってくれた OPGE の教職員をときに心配させ、ご迷惑をおかけすることにもなった。この場を

お借りして改めてお詫びしたい。 

上映会は、参加者から好評を博した。広報の遅れもあり 4 日間の参加者数は決して多くはなかっ

たが、参加者の大半から熱心で丁寧な感想が学生たちに寄せられた。ただし学生たちは、そうした

「成功」が、作品それ自体の持つ力によるものであることを正確に認識し、自分たちの企画を過大

評価することはなかった。学生たちが確実に学んでいたこともあったのである。かつて国家権力に

よる侵略戦争と植民地支配は、在日朝鮮人女性に対して、どれだけ大きな被害を与えたのか。戦後

の国家権力は、彼女たちに何を行ったのか。その被害事実はどれだけ明らかにされたか。加害者に

よる謝罪は実現したか。圧倒的な力で進められてきた侵略主義と植民地主義に対して、それらと対

極にある生き方を、彼女たちはどのように模索し掴み取ってきたのか。これらの問題が男女共同参

画社会という構想に問いかけているものは何か。上映会が学生たちに問うていたものは多かったは

ずである。教育や学習の成果は、その後の長い人生の中でその意味が確認されていくものである。

私が上の学生たちと今後学内で一緒に研究する時間は限られているが、これからもお互いにあせら

ずに議論を重ねて社会と人間についての認識を深めていくことにしたい。上記の取り組みを通じて、

はっきりとした問題もあった。上映会が問うていた問題に応じることには、学生たちに、私が思っ

ていた以上の困難があったという事実である。それは何に起因するのか。日本社会のあり方、とく

に学問と大学教育のあり方に責任の一端を負っている私自身にも、上記の学生たちの取り組みは、

大きな課題を提起してくれたのである。最後に本企画を閉じるに際しての学生たちの謝辞。「私たち

のプロジェクトに関わってくださった多くの方々に感謝の意を表したいと思います。特に在日の慰

安婦裁判を支える会の方々には映画や資料をお貸しいただいただけではなく、多くの助言を頂きま

した。多くの方々のご支援、ご助力を頂いたからこそ、このプロジェクトを終えることが出来まし

た。本当にありがとうございました。」（学生一同） 
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Ⅶ-3 子どもが作る「竹早小学校男女共同参画白書」 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）活動の目的 

「2008 年度版東京学芸大学男女共同参画白書」によれば、附属学校園男女共同参画推進の解決すべ

き課題として、「学校園構成員の男女の割合の不均衡を学校種の特色を考慮しつつ、是正する」こと

が挙げられている。 

 実際、附属竹早小学校では、児童の男女比はほぼ半々であるのに対して、教員の男女比はおおよ

そ 5 対１である。また、学級担任に着目してみると、12 学級中女性教員が担任をしているのはわず

か 3 学級である。加えて、管理職 3 名はすべて男性である。そして、音楽や英語活動などの非常勤

講師は男性 1 名に対し、女性は 3 名である。女性教職員が少ない環境では、女性のモデルに偏りが

生じる。男性は人数が多いため、年齢層も個性も多様で、担当する公務分掌も多岐にわたる。それ

に比べ、女性は人数が少ないため、多様なモデルを子どもたちに示すことが難しい。こうした学校

環境は、児童に、女性は男性に比べて附属小学校では担任をやりにくい、女性は男性の補助である

といった、ジェンダーを再生産する隠れたカリキュラムとなる可能性がある。 

 こうした状況において、児童自身は竹早小学校の学校環境を、そして教育活動をどのように受け

止めているのであろうか。また、教師の願いとそれを受け止める側の児童にずれはないのだろうか。

児童の視点から竹早小学校の教育活動を見直し、児童自身の手によって竹早小学校の男女共同参画

の実態を白書にまとめ、竹早小学校と東京学芸大学の教員に提示していきたい。そして、男女の人

権を尊重し、かつ、一人一人の児童を大切にする教育を児童の側から推進していくことを目的とし

ている。 

 

（２） 活動の流れ 

(2-1) 5 年 1 組児童のジェンダー意識調査 

 「男の子って得だなと思うこと」「女の子って得だなって思うこと」という質問に記述式で回答。

それを元に 20 項目のアンケートを作成し、「そう思う」「ややそう思う」「そう思わない」の中から

選択して回答。 

 

(2-2) 意識調査の結果を見ながら、感想を交流する。（7 月 4 日に校内研究授業として公開） 

 調査の結果は、児童の実感や事実と一致しているものもあれば、そうでないものもあった。また、

少数派の子どもが自分の意見を述べたり、友達の意見を聞いて自分の考えが変わったりする児童も

いた。さらには本当かどうかを調べてみようという意欲をもつ児童もいた。 

 授業後の協議会では、「男女の仲が悪いなら分かるが、中がよいのにわざわざ男女に分ける意図が

分からない」「今後の計画が見えない」といった批判が多数出た。 

 

(2－3) 感想を交流する中で、男女で意見が違っていたり、疑問に思ったりしたことを一人一人が

課題を決めて調べる。 

2008 年度 OPGE 助成事業報告 

子どもが作る「竹早小学校男女共同参画白書」 

東京学芸大学附属竹早小学校 浅見 優子 

東京学芸大学教育学部総合教育学系生活科講座 中澤 智恵 

東京学芸大学附属学校運営部 平井 文香 
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・女の子は外で遊んでいるのか。 

 男の子達は女の子が休み時間に外で遊んでいないと思っているが、事実かどうか調査した。クラ

スでアンケートを実施。結果を見ると、女の子の大半が休み時間に外で遊んでいることがわかっ

た。ではなぜ、男の子達は女の子が外で遊んでいないと思っているのか、他のクラスはどうなの

か、疑問が生まれた。 

・意見を言うのは男の子の方が多いのか。 

 授業中の発言をカウントすると、指名されず、自由に発言することが多く、しかも、特定の男子

の発言が非常に多いことに驚きを感じた。また、女子は算数では発言が少なく、国語や社会では

発言が多いことが分かった。これは女子が国語が好きだったり、社会のように答えがたくさんあ

ってどんどん思いついてくるものは意見が言いやすかったりするからだと考えられる。では、男

女によって教科に好き嫌いがあるのかどうか調べてみたくなった。 

・いじめはあるのか 

 無くなった物がしばらくして、ロッカーの後ろから見つかる。悪口を書いた手紙が机に入れられ

ている。悪口をこっそり回している人がいる。こうしたクラスのいじめの実態を調べ、どうした

らいじめが無くなるのか考えたい。 

・先生はひいきをしているのか。 

 女の子は男の子より注意されないし、されてもすぐ泣くから、先生も強く注意をしないと、思っ

ている男の子や、男の子が注意されるのはそれだけのことをしているからだと主張する女の子が

いた。では実際どうなのか、先生にインタビューをした。その結果、ほとんどの先生から、男女

の区別をして注意はしていないという回答をもらった。だが、調査した子どものもっている実感

とずれており、納得がいかない結果であったようだ。 

 

(2-4) 調べた中で、さらに生まれてきた疑問を出し合い、グループで分担して調べ、結果をまとめ

た。 

・5 年 1 組の女の子は校庭でよく遊んでいるが、他のクラスの女の子も遊んでいるのか。 

・女の子は国語や社会で発言するが、算数では発言しないのは、算数が嫌いだからだろうか。 

・女の子は影で見つからないようにいじめているというが、本当なのだろうか。   

・竹早小学校では男の先生が多いけど、お兄ちゃんの学校では女の先生が多い。他の学校もそうな

のか。 

子どもが作った「竹早小学校男女共同参画白書」 

・グループで分担して調べた結果を、グラフに表し、考察を書いた。そのプリントを集め、「竹早小

学校男女共同参画白書」を作った。 

 

（３） 校庭で遊ぶ児童 

(3-1)調査結果 
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いつから男女分かれて遊んでいるか
(男子）

0

1

2

3

4

5

6

7

8

小１ 小2 小3 小4 小5 今も

系列1

 

いつから男女分かれて遊んでいるか
（女子）

0

2

4

6

8

10

小1 小2 小3 小4 小5

系列1

 

男女一緒に遊びたいか

0

2

4

6

8

10

12

14

はい いいえ どちらでもない

（男子）

（女子）

 

 

児童の考察 

・ 1/27 の中休みは、男子の方が上校庭も下校庭も多い。昼休みに比べてみると、人数が少ない。

おそらく、遊べる時間が少ないからだろう。 

・ 1/27 の昼休みは、男子は女子より多いが差はそんなに大きくはない。男子が「女子は外で遊ん

でいない」と言っているのは、一緒に遊んでいないからだと思う。女子はバレーボールなど、

あまりハードな運動をしていない。男子はハンドベースなど、とてもハードな運動をしている。 

・ 1/29 の中休みは下校庭で遊んでいるのは、ほとんど全てが男子。女子は 3％と、とても少ない。

上校庭で遊んでいる人は、下校庭よりもとても少ない。上校庭で遊んでいる男子は女子よりも

少ない。 

・ いつも、上校庭で遊ぶ女子は、下校庭で遊ぶ女子より、人数が多い。一輪車やジャングルジム

で遊ぶ女子が多いからだろう。 

・ 上校庭で遊ぶ人は、ほとんどが低学年で、男女一緒に遊びたがるのかもしれない。高学年にな

ると、女子は一緒に遊ぶのが嫌になる人もいて、男子が遊んでいるところに入っていかないの

だろう。 

・ 5 年 1 組では、男の子は 1･2 年生の頃から女の子と一緒に遊んでいないが、女の子は 1 年生の頃

は全員一緒に遊んでいた。 

・ 5 年生では男の子の中には女の子と一緒に遊んでいる人が一人いるが、女の子には一人もいない。 

 
（3-2） 教科の好き嫌い調査  

アンケート結果 
算数 男

大好き 好き 嫌い 大嫌い  

国語 男

大好き 好き 嫌い 大嫌い  

家庭科 男

大好き 好き 嫌い 大嫌い 

図工 男

大好き 好き 嫌い 大嫌い  

算数 女

大好き 好き 嫌い 大嫌い  

国語 女

大好き 好き 嫌い 大嫌い  

家庭科 女

大好き 好き 嫌い 大嫌い  

図工 女

大好き 好き 嫌い 大嫌い  

 
児童の考察 
・ 算数は男の子の方が大好きが多い。予想していたより、女の子の好きが多かった。 
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・ 国語は女の子の方が大好きが多い。男の子と 28％の差がある。女の子は大好きと好きの合計が

90％。男は大嫌いが多い。女の子は意見を言わないけれど、自分の考えを書くのが好きだから

だろう。 
・ 家庭科では男は嫌いと大嫌いが半分を超している。（56％）女は大好きと好きがかなり多い。

（95％）提出物や忘れ物などの点検が男の子はめんどくさいと思うのだろう。 
・ 図工では男は大好きと好きしかいない。女は大好きと好きと嫌いが同じぐらい。 
 

（3-3）5 年 1 組のいじめ 

 調査結果 

いじめはある？

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

男 女

思う

思わない

 

いじめられたことはある？

0

2

4

6

8

10

12

14

16

男 女

ある

ない

 

よくみるいじめは？

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

女の子同士 男の子同士 男の子と女の子

男

女

 
どのようないじめがあるの？

0

2

4

6

8

10

12

14

男 女

悪口

無視

暴力

仲間外れ

からかう

言葉の暴力

持ち物を隠す

さける

一人を集中的にい
じめる

 

 
児童の考察 
・ クラスのほぼ全員が「いじめがあると思う」と答えているので、いじめが多いということが分

かる。 
・ 男の子の方がいじめられたという経験がある。 
・ 女の子は全員、「女の子同士」と答えているけど、男の子はそうではない。女の子は女の子しか

見ていないのかもしれない。男の子はクラスをしっかり見ている。 
・ クラスには悪口を言っている（言われている）人が多い。男の子は「けんか」などのように、

派手にいじめるが、女の子はコソコソと先生や友達に見つからないようにいじめている。 
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(3-4)先生の男女比 

 竹早小学校と他附属、文京区の小学校との比較（平成 20 年） 

竹早小学校

70%

30%

男

女

 

世田谷小学校

84%

16%

男

女

 

大泉小学校

68%

32%

男

女

 

小金井小学校

75%

25%

男

女

 

青柳小学校

41%

59%

男

女

 

林町小学校

35%

65%

男

女

 

 
児童の考察 
・ 附属小学校は男の先生が多く、女の先生が少ない。区立の小学校は女の先生が多い。（附属と

は反対） 
・ 附属小学校は校長と副校長がだいたい男。区立は附属と違って校長と副校長が女の学校があ

る。 
・ なぜ、附属小学校には男の先生が多く、女の先生が少ないのだろう。 
・ なぜ、附属小学校の校長先生は必ず男なのだろう。 

 

（４）考察 

 白書作りを通して明らかになった学級の課題があった。しかも、その課題に児童自らが行動を変

えていく姿も見ることができた。校庭で遊ばなかった女子が友達に誘われて男子に混じって遊ぼう

としたり、自由に発言する男子が意識的に発言を控えたり、悪口を平気で回していた子どもたちが

回すのを止め、悪口をなくそうと行動する姿がちらほらと見られるようになった。男女別で見るこ

とで見えてくる児童の課題と課題解決の糸口があるようだ。 
 「先生はひいきをしている」と言われることもたびたびあった。学級集団から外れている児童、

おとなしい児童、あるいは問題行動の多い児童には、積極的に関わりをもったり、授業中指名した

りしていた。しかし、問題が見えてこない児童の中にはそうしたことがひいきとうつることを児童

から指摘された。そして教師には問題を見せずにまじめに行動している児童、あるいは集団を作り、

他を受け付けない児童にも、積極的に教師と関わりをもちたいという気持があり、教師が積極的に

関わっていくことを待っていたことを知ることができた。 
さらに、児童が授業中の発言や注意の内容を調べた結果、書いた考察を読むことで、自分自身の

課題にも気付いた。自由発言が多くなると、挙手による発言がしにくくなるといった初歩的なこと

もあった。教師による意図的な指名が必要でない場合には、くじなどによる指名もとりいれるとよ

り平等感を児童は感じ、挙手による発言も増えていくこともわかった。そして、男女の区別無く同

じように接するよう心掛けていたが、授業中の注意は男の子に多く、女の子には行儀の悪いときに

よく注意をしている傾向があることがわかった。自分にあるジェンダーバイアスに気付かされた瞬

間である。 
児童の考察や指摘、批判には、思いこみや勘違いもあるが、当を得ているものも多い。思いこみ
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や勘違いについては児童と話し合い、互いに理解を深めることができた。正しい指摘、批判のうち、

すぐに改善できるものについてはやり方を変えていき、改善に時間がかかるものについては、どう

変えていこうとしているのか方向性を児童に説明している。教科における好き嫌いも、授業改善の

大切な視点として、今後役立てていきたい。こうしたことを積み重ねることで、より男女が互いの

人権を尊重し、一人一人の子どもを大切にした教育を行っていくことにつながると考えている。 
今後の課題は同僚教師の理解を得ることである。教師が見ている児童の姿が本音では無いこと。

児童の本音に耳を傾けることで、教師自身が成長するきっかけをつかめること。男女平等にやって

いるつもりでも、教師がもっているジェンダーバイアスが隠れたメッセージを発信していることを

伝えていきたい。そのためには、私自身、理論を学び、先行実践に学ぶことが不可欠であると実感

している。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



88 
 

Ⅶ-4 ジェンダー視点を取り入れた家庭科の授業実践（家庭領域を中心として） 

2009 年度 OPGE 助成事業報告 

ジェンダー視点を取り入れた家庭科の授業実践（家族領域を中心として） 
 

附属国際中等教育学校 石津みどり（申請代表者） 

附属小金井中学校 佐藤麻子 附属小金井小学校 室木有紀子 

附属竹早中学校  阿部睦子 附属高校     酒井やよい  

附属世田谷中学校 桑原智美 附属大泉小学校  小野恭子  

附属特別支援学校 池尻加奈子 

 

（１）研究・活動の目的 

家庭科には、女子だけが履修していた教科から男女共修教科へ移行していった歴史があり、家族

の領域や保育や育児など、家庭の中で女性が中心になって行われていた内容が多くある。現代社会

においては、人口の構成や社会情勢から、男性も女性も性差で区別されることなく、社会を構成し

ていくことが、望まれている。しかし、過去の家長制度や地域ごとの習慣などが残っていて、無意

識のうちに男女を区別して考えてしまうことが少なくない。世代によっては、その意識が顕著であ

り、個人の希望や個性を無視した生き方を強いられることさえあった。若い世代でさえも男女を区

別していることを意識せず、ジェンダー的な考えで行動していることがあるのではないだろうか。 
そこで、家族を取り巻く環境の課題として、家族は新しい家族誕生の場面で、どのように考える

のかを検証し、どのように男女を区別しているのかを考察する。生徒は、ジェンダーを意識してい

るかどうか、その存在に気づいているだろうか。授業の中で、ジェンダー意識に気づき、男女を取

り巻く問題について考察していく。 
家庭科の家族関係領域では、児童生徒の発達段階により、取り扱う内容が異なる。いろいろな切

り口で、それぞれの学校が取り組み、小中高等学校が連携することで、ジェンダー教育に向けての

足がかりをつかみたい。中学校の家族関係の領域から授業を展開し、協議をすすめていく。その中

で、予想できなかった生徒の反応や考え方を知り、今後の授業に生かしていく。 
 

（２）授業の目的と流れ 

(2-1)授業の目的 

物心着いたときからほとんどの生徒には保護者がいて食事や持ち物に不自由することがない。家

族の支援を意識することなく成長してきた。ここで、子どもの誕生を喜び、出産に向けて期待を寄

せる家族の姿を見ることで、自分を取り巻く家族について考える機会とする。家族の期待には男児

女児ではどのように違うのだろうか。無意識に性差を区別していることはないだろうか。まずは、

ジェンダーに気づいて考えることからをはじめたい。 
 

(2-2)授業の流れ 

出産は、家族にとって、大きな出来事である。子供が生まれる前から気持ちや環境面での準備が

欠かせない。妊娠初期からの胎児の様子とそれを見る両親の会話を想像し、実際の会話や家族を取

り巻く周囲のことについてもふれる。 
① ｢胎動｣の DVD を見て、胎児の成長の様子を見る。 

② ｢胎動｣の DVD をみながら、夫婦はどんな会話をするか想像する。 

（生まれてくる子をめぐり、夫婦でどのような会話をするか考える。） 

③「夫婦の会話」の DVD をみて、会話の内容や様子を書き取る。 

（生まれてくる子の性別による思いの違いを確認する。） 
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④｢おばあちゃんとの会話｣DVD を見て、胎児の性別がわかって喜ぶおばあちゃんの様子から、感じ

たことを書く。（おばあちゃんと親の会話の違いや DVD をみて感じたことは、何故なのかを

考える。） 

⑤どんなことがわかったか班毎に話し合い、グループで出た意見をまとめて代表者が発表する。 

⑥いろいろな意見を聞いて、感じたり、思ったりしたことを書く。 

 

（３）生徒の記述の分析 

「ジェンダーを意識した授業」のワークシートに生徒が記述した内容（3クラス 84 名） 

 

(3-1)生徒の予想 

胎児の DVD を見て胎児の両親は、どのような会話をすると思うか。（生徒の記述・複数回答あり） 

・性別予想（男か女か） 37／84 

・胎児の成長を喜ぶ（健康であるか） 37／84 

・子供の名前について 12／84 

・子供の将来について（育て方など、生活や経済面） 18／84 

・感動と驚き、生命の神秘について 10／84 

・かわいい 7／84 

・似ているかどうか 4／84 

・会うのが楽しみ  ２／84 

(3-2)発表内容 

DVD を見てわかったことを班で話し合い、発表する。（生徒の記述） 

・性別がどちらであっても、健康であることが大切である。 

・子供が生まれることは、両親だけでなく、親戚や周囲の人達にもうれしいことである。 

・生まれてくる子供の未来を想像することは、両親にとって楽しいようである。 

・両親は、胎児が無事に生まれるのかが心配な様子だった。 

・赤ちゃんの誕生は周りを明るくする。みんなを幸せにする。 

・赤ちゃんの誕生は、夫婦の絆が強くなり、家族としてのまとまりができてくる感じがする。 

・ＤＶＤの夫婦は、温かい家庭である。 

・赤ちゃんの誕生で、自分たちや家族が子供のときのことを思い出していた。 

・昔（おばあさん）の世代の人は、男の子の誕生を願っていたことがわかった。 

・今（両親）の世代は、性別を気にすることなく誕生を喜んでいる。（世代による価値観の違い

がわかった。） 

(3-3)個人記述 

班で話し合ったり、発表を聞いたりして思ったこと（授業の最後に個人が記入） 

・親は、男女を気にせず、胎児の健康を第一に考えると思った。その反面、健康でなかった場合

には、大変悲しい事だと想像できる。 

・子供が生まれるのは、大きな喜びであると感じた。自分のときもそうだったのかと思うと嬉し

い。 

・父親は、協力することによって、親としての実感を持っていくと思った。 

・赤ちゃんお誕生は、幸せいっぱいで、周りを笑顔にする。 

・子供を持つということは、責任（不安）と喜び、どちらが大きいのだろうか。 

・ 喜びは、家族のコミュニケーションに欠かせない。 

・ 家族が増える感覚は不思議だ。 

・男女の育て方が違うのは、4 歳くらいから増えると思う。育て方が違うから男女の性別の違い
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が気になるのではないかと思う。 

・自分の子供だから嬉しいのだと思う。血がつながっているということは、すごい。 

・子供の誕生は嬉しいことで、夫婦の絆を強くし、仲を深める。 

・誕生するためには、多くの人がかかわる。女性のために、家族も他人も社会の仕組みも変わっ

ていく必要がある。 

・日本は、男女の区別をされない（このビデオでは）ので、良いと思った。 

・幸せになるときは、子供ができた時だと思った。 

・男の子だということにめちゃくちゃ喜んでいた。 

・経済的なことは考えず、喜んでいた。おばあさんが「でかした！」と喜んでいたのは男の子だ

ったからか。親なら男でも女でも嬉しかったはずだと思う。 

・子供ができるのは、人生が変わる一瞬だと思う。 

・胎児のことを話す夫婦には、未来の希望が見える。 

・男だから嬉しいというのはどうかと思う。女でも喜んでよい。 

・男と女では、遊ぶ内容が違うと、誕生前から考えるんだと思った。 

・生まれる前から男女の未来予想図は違うと思った。 

・男と女では偏見がある。昔の見方をする人は今でもいる。 

・生まれる子供が女だったら、どうなっていたか。 

・おばあさんは跡継ぎができて嬉しそうだけど、子供はみんな大切なものだと思う。 

・男児が人気。人とのつながりが深まる。嬉しい。笑顔。嬉しいだけでなく、不安も在ると思う。 

・自分の父の実家は男子重視だから、男児が生まれるのを喜ぶのがよくわかる。 

・両親にとって、子供のことで悩むのも楽しみの一つだと思った。 

・性別の考え方の違いに気がついた。昔は男が望まれたが、今は平等になった。 

・赤ちゃんの誕生において、子供の性別は重要だと思った。 

・DVD を見て、私もこの夫婦のように幸せになりたいと思った。 

 (3-4)結果 

生徒 84 名中、40 名にジェンダーに関わる記述があった。これは、47．6％の生徒が、この授業を

通して、ジェンダーの視点に気づいたと言えよう。 

（「まとめて発表」欄のみ記述 8／84  「個人の記述」欄に記入 32／84） 

 

（４）考察  成果と課題 

班毎に話し合った結果を発表したが、その内容が記述内容と異なっていた。生徒は、各教科・場

面で自分の意見を発表する機会を多くもち、臆することなく発表する経験をつんできている。しか

し、当たり障りのない内容だけを選んで発表していた。その理由として考えられるのは、男女の価

値観を話し合うには大変デリケートな内容だということ。しかも、内容がプライベートなことにつ

いても触れてしまう恐れがあるためではないだろうか。そして、生徒の成長段階を考えると、自分

の内面を発表するには抵抗があると推測される。その一方、個人の記述になると、一人ひとりの正

直な感想をストレートに表現し、回答しにくいことも書いている。授業の中で気づいたジェンダー

の意識に興味を持ったのではないだろうか。善悪の判断をする問題ではないことがわかっていて、

誕生の機会を身近に感じ、気づいたことを記述いている。その他、普段から日本以外の国について

意識する機会が多く、それを記述している生徒もいる。答えは、ひとつではないが、ジェンダーに

ついて考える良い機会となった。 

謝辞：本研究では、東京学芸大学生活科学講座大竹美登利氏にご指導頂いた。謝意を示す。 
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Ⅶ-5 小金井祭展示企画：日本軍性奴隷制と植民地支配 

－日本軍「慰安婦」制度をどう教えるか－ 

 

（１）活動の目的 

 本活動は、アジア太平洋戦争下の日本軍「慰安婦」制度に焦点をあて、現在の研究水準や、公娼

制度および植民地支配といった歴史的背景、「慰安婦」問題をめぐる今日の議論状況などを、教材

開発という観点から整理し展示することを目的とする。 

 日本軍「慰安婦」制度の問題は、日本の裁判での事実認定をはじめ、国連の勧告や、民間団体に

よる女性国際戦犯法廷での判決などを通して、今日、普遍的な人権問題として定着しつつある。し

かし、こうした現状と日本の教育水準との懸隔は、2007年の米国下院決議以後の展開にも見られる

ように、深刻な状況にあるといってよい。本活動は、国際化が唄われる今日、歴史教育のあり方を

見なおし、より水準の高い教育実践に寄与しようとするものである。展示という媒体を通して、構

造化された暴力の問題をわかりやすく説明し、参観者に気づき考えるきっかけを与えるといった設

定は、授業や教育実習とは異なった角度から教育実践を見なおす契機となり、研究参加者の今後の

実践に対して、有益な示唆を与えるであろう。 

 また、「慰安婦」問題について、事実誤認や扇動的な神話、あるいは、同情に裏打ちされた無関

心が横行する今日、学祭展示を通して、主に教員志望の学生を対象に、より広く、適切な知識とリ

アルな視点を得てもらうことも、本活動の目的である。 

 

（２）活動の内容 

 本活動では、11月の小金井祭展示にむけて、4月から準備を開始した。まず、既存の自主ゼミでメ

ンバーを募り、卒業生を含め、6人のメンバー（助成金申請時は5人）で学祭ワーキング・グループ

を立ち上げたうえで、以下のような活動を行った。（詳細は冊子にまとめたので参照されたい。） 

 

(2-1)文献講読 

 毎週金曜日、6・7限の時間帯を使い、計22回（学祭終了後の12月を含む）、文献を使った勉強会

を開催した。当期間に講読した文献は、以下のとおり。 

 

 ①研究書 

  吉見義明・林博文編著『共同研究 日本軍慰安婦』（大月書店、1995） 

  池田恵理子・大越愛子編『加害の精神構造と戦後責任』（緑風出版2000） 

  VAWW-NET Japan編『女性国際戦犯法廷の全記録Ⅱ』（緑風出版、2002） 

  鄭鎭星著『日本軍の性奴隷制』（論創社、2008） 

  山下英愛著『ナショナリズムの狭間から』（明石書店、2008） 

  小森陽一他編『東アジア歴史認識論争のメタヒストリー』（青弓社、2008） 

  宋連玉著『脱帝国のフェミニズムを求めて』（有志舎、2009） 

 

 

2009年度OPGE助成報告 

小金井祭展示企画：日本軍性奴隷制と植民地支配 

－日本軍「慰安婦」制度をどう教えるか－ 

人文社会科学系 及川英二郎 
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 ②論文 

  金富子「河床淑さんのケースに見る漢口慰安所」 

       （金富子・宋連玉編『「慰安婦」戦時性暴力の実態Ⅰ』緑風出版、2000) 

  金栄「朝鮮・朴永心さんの場合」（同上） 

  石田米子・大森典子「中国・山西省における日本軍性暴力の実態」 

       （西野瑠美子・林博史編『「慰安婦」戦時性暴力の実態Ⅱ』緑風出版、2000） 

  永井和「陸軍慰安所の創設と慰安婦募集に関する一考察」（『二十世紀研究』、2000） 

  坪川宏子編集・解説「日本の裁判所が認定した日本軍「慰安婦」の被害事実（上・下）」 

        （『季刊戦争責任研究』第56・57号、2007） 

  吉見義明「「従軍慰安婦」問題研究の到達点と課題」（『歴史学研究』第849号、2009） 

 このほか、吉見義明編『従軍慰安婦資料集』（大月書店、1992）、アクティブミュージアム「女

たちの戦争と平和資料館」発行の『女性国際戦犯法廷のすべて』（2006）・『中学生のための「慰

安婦」展』（2007）、および、すでに自主ゼミで講読していた金富子・中野敏男編著『歴史と責任』

（青弓社、2008）などを適宜参照した。 

 

(2-2)調査 

 ①6月7日に、新宿区西早稲田にあるアクティブミュージアム「女たちの戦争と平和資料館」  

 を訪問し、「慰安婦」問題をはじめ、性暴力問題に関する展示を学習した。 

 

 ②8月3～7日に、5人のメンバーで韓国を訪問し、西大門刑務所・ナヌムの家・水曜集会・独立

記念館などを見学した。特に、ナヌムの家では、サバイバーである金華善ハルモニと直接面談

しお話をうかがうことができた。また、研究員の村山一兵氏より、附属歴史館の展示について

説明していただいたほか、日本人・男性として当該問題に向き合う姿勢について、率直なご意

見をうかがうことができた。 

 

(2-3)小金井祭での展示 

 8月末から計9回、展示内容の検討・作成を行った。そして、10月30日の会場設営を経て、10月31

日から11月3日の4日間、小金井祭での展示を実施した。 

 

(2-4)冊子の作成 

 11・12月に計4回、作業日を設け、展示内容や来場者の感想文、展示文献などを冊子にまとめ、希

望者に配布した。 

 

（３）活動の成果 

(3-1)勉強会での討論 

 ジェンダーの問題を、いかに植民地主義の問題と関連づけて理解するか。この課題は、ジェンダ

ー研究においてキーポイントの１つである。本活動では、展示を準備する過程で、ジェンダーの問

題と植民地主義の問題とを多角的に関連づける視座を学んだ。 

 今日、日本の戦争責任や植民地支配責任を追及するアジア諸国・諸地域の取り組みは、反日的で

民族主義的だというレッテルをはられ勝ちである。このようなレッテル貼りは、実は、人権の問題

をジェンダーに特化して論ずる際にも陥り勝ちな落とし穴にほかならない。しかし、言うまでもな

く、日本軍「慰安婦」問題は、性差別の問題であると同時に、植民地主義の問題であり、民族差別

や人種差別と不可分である。個々の「生」に体現される抑圧は、それ自体複合的であり、階級抑圧
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を含め、どれか一つに還元されるべきものではない。本活動では、抽象的ではあるが、以上のよう

な問題について、時間をかけて討論し考察した。これが、本活動の最大の成果といえるだろう。 

 

(3-2)実地調査 

 また、展示に強く反映された要素として、韓国で実地調査したことの重要性を強調したい。第一

に、ナヌムの家を訪問し、実際にサバイバーの女性（金華善ハルモニ）と面談したことは、この問

題が過ぎ去った他人事では決してないことを印象づけるものであった。さらに、毎週水曜日にソウ

ルの日本大使館前で開かれている抗議集会（水曜集会）に参加したことで、日本社会の現状とは決

定的に異なる、真摯な問題意識のあり方を実感することができた。 

 こうした感触は、小金井祭当日、金華善ハルモニと撮った集合写真を展示し、水曜集会の様子を

撮影したビデオを放映するなかで、来場者からも、驚きをもって受け止められたものである。それ

は、机上に終始した学習では決して得られない、貴重な成果といえるだろう。 

 

(3-3)展示 

 以上のような勉強会と実地調査の成果をふまえ、展示にさいしては、以下のような点に配慮した。 

 ①まず、来場者や学校現場で想定される疑問を、以下のように、ていねいに拾い上げるよう心懸

  けた。 
 

  軍の関与はすべて“良い関与”であって、何の責任もない。 

 軍が関わっていたといっても、慰安所を直接経営していたのは軍ではない。 

 証拠はあるの？ 

  戦争にレイプはつきものだ。それを防ぐのに慰安所は役に立った。 

 慰安婦は売春婦だった？ 

 慰安婦って本当に悲惨だったの？ 

 被害を受けたという人たちの証言には間違いもある。 

 なぜ戦争の終わったあとすぐ訴えないのか 

 自分とは関係のないことで、いつもアジアから謝罪を請求されてムカつく 

 戦後60年以上が経った。すでに時効が成立しているのでは？ 

 

 

 ②これらの疑問に対して、「売春婦だったら問題ないのか？」「なぜ訴えられなかったのか？」

「時効とは何か？」「誰の立場で、いつから時効といえるのか？」といった問いを発したうえで、

展示では、上記疑問に逐一答えるのではなく、下記の3つの柱を設定して考えることを提案した。上

記疑問に逐一答えることは、一見効果的であるかのように見えて、実は、構造的な問題を矮小化し、

「Yes－No」式の二元論に陥る危険性があると考えたからである。 
 
 

 【1】国の関与はどのようなものであったか 

    ～国・軍の関与について資料をもとに検討してみよう～ 

  ここでは、最新の研究成果をふまえ、「慰安婦」制度が、陸・海軍を中心に、 

  外務省や内務省・植民地総督府などが認知し推進する、国家による組織的犯罪 

  であったことを、資料を使って提示した。 

 

【2】植民地主義と公娼制度をめぐる問題 
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    ～日本軍「慰安婦」制度の歴史的背景をみてみよう～ 

  背景にある構造的な問題として、公娼制度に見られる性差別の問題に加え、当 

  該問題を「日本軍性奴隷制」と規定する近年の動向を参考にしつつ、基底に「人 

  を人と思わない」感性、あるいは「このようなことを「してもよい」という感 

  覚」があることを訴え、それを植民地主義の問題として提起した。 

 

【3】被害者の視点  ～被害者の視点に立って考えてみよう～ 

    高踏な議論は、ともすれば結論を急ぎ、当事者の頭越しに自己満足し勝ちであ 

  る。本活動では、何よりも、被害者が生きているという事実を見据えることを 

  重視した。そのうえで、この問題は、被害者が亡くなれば解決するのでは決し 

  てないのだということ。あるいは、「これだけ凄惨な体験をした被害者は、生 

  きていても幸せではない」といった、あり勝ちな同情と無理解を排し、無念に 

  も殺され・自死した被害者を含め、性暴力の被害者が、決して死にたいと思う 

  のではなく、生きたいとこそ思える社会、換言すれば、素朴に正義が尊重され 

  る社会こそが実現されるべきであることを訴えた。構造的で複雑な暴力の問題 

  は、こうした形でシンプルに提示されることも重要であると考える。 

 以上のように、本活動では、教育現場で想定される様々な疑問を受け止めたうえで、それらに生

産的に対応するために、3つの枠組みを設定して考えることを提起した。 

 

(3-4)来場者 

 当日の来場者は、記帳のあった限りで計230名。そのうち、小学生は1名、中学生10名、高校生12

名、大学生72名、大学院生27名、教員16名、その他92名であった。また、初日の来場者は49名、2日

目51名、3日目51名、最終日79名であった。記帳しなかった来場者が多数いたことをふまえれば、こ

れらの数字は、とりわけ近現代史に関する通常の歴史学会で得られる来場者数を遙かに凌ぐもので

あり、同時に、多様な年齢層を対象にし得たという意味で、質・量ともに、相応の成果があったと

評し得るであろう。 

 他方、来場者の反応は概ね真摯なものであったが、なかには展示をほとんど見ることなく、威圧

的に反発し嘲弄するような品位のない態度も見受けられた。また、「こうした問題を教えることは

禁止されているのではないか」といった、初歩的な無知に発する拒否反応などもあり、当該問題を

めぐる日本社会の現状は、依然として深刻な段階にあることを再確認する機会ともなった。 

 

(3-5)予期せぬ成果 

 来場した研究者・金栄氏が調査している朝鮮半島中東部に位置する「慰安所」について、その所

在を裏付ける決定的な史料が、卒業生メンバーで、現在、一橋大学大学院の加藤圭木氏の発見した

史料の中にあることが判明した。金栄氏の研究は、近く公表されるとのことであるが、本活動が達

成した水準を示す出来事として、ここに特記しておきたい。 

 

（４）今後の課題 

 上記した成果は、むろん個々に一様ではなく、メンバーの消化のしかたもまちまちである。今後、

時間をかけて、さまざまな実践に具体的に反映していくことが課題となるであろう。 
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Ⅵ-6 地理教育におけるジェンダー的視点 －地理的関心と地域認識に関する実態調査－ 

2009年度OPGE助成報告 

地理教育におけるｼﾞｪﾝﾀﾞｰ的視点－地理的関心と地域認識に関する実態調査－ 

人文社会科学系地理学研究室 椿真智子 

大学院修士課程社会科教育学 1 年 石井貴裕 

 

 

（１）問題の所在 

 日本においては一般に、大学での地理学専攻生や地理関連学会における女性比率の著しく低い傾

向がみとめられる.たとえば地理学界では内最大規模である（財）日本地理学会の会員数は 2949 人、

うち女性会員は 376 人と全体の 12.8％にすぎない(2010 年 3 月)。また中・高等学校の地理教育にお

いては、従来、学習内容に対する生徒の態度や理解度に関する性差がしばしば指摘され、その要因

として、地理的事象や空間認識に男性がより高い関心や能力を有するとの理解がなされてきた。

Mccoby and Jacklin(1974)による先駆的研究以来、空間認知能力の性差に関し多くの研究がなされ

てきたが、空間能力を空間知覚（spatial perception）、心的回転（spatial rotation）、空間視

覚化（spatial visualization）の 3 つに分類した Linn and Petersen(1985)は、心的回転において

最も顕著な性差があり、空間知覚でも性差がみとめられるが、 空間視覚化に意味のある性差はない

とした。道に迷いやすいかどうかに関わる経路発見能力・技能を検証した竹内（1992）でも、方向

指示の正確さに性差はみとめられていない。一方、空間認知の方略に関して、男子は方向や距離な

どのユークリッド的手がかりに依存する傾向が強く、女子は目印に依存する方略を用いやすい点を

指摘する研究者が多い（Galea and Kimura、1993)。このように空間認知能力の性差の有無について

は分析指標や視点・方法、被験者の属性等により結果が異なり、単純に男性の方が空間認知能力が

優れていると結論づけることはできない。また社会環境や生活スタイルの変化に伴い、その実態も

変化しつつあると推測される。 

 一方、本学の社会科関連科目や卒業研究等において、地理的嗜好や地域認識のあり方に男子・女

子学生間の差異や特徴のあることが経験的に認識されるが、大学レベルでの具体的検証はこれまで

ほとんど行われてこなかった。そこで本研究では、本学の大学生と公立小学校、附属中学校生徒と

を対象に、地理的事象に対する関心や理解度と地域認識について検証し、その性差と特徴を明らか

にすることを目的とする。将来地理的分野を教える可能性の高い本学学生の実態を把握することは、

大学での教育内容・方法を検討する上で重要であり、同時に、小中学校の社会科学習の内容や指導

方法を、ジェンダー的課題をふまえてより充実させるための基礎資料としても意味をもつと考えら

れる。 

 

（２）研究方法 

 今年度は、本学における椿の担当授業の体制・受講状況と、学外で調査協力をいただいた学校な

らびに当該校の実態および学習内容にもとづき、主に以下の調査①～③を中心にすすめた。 

①芸大生の都道府県名認知について（主な担当：椿） 

 本学における 2009・2008 年度「社会科研究」受講者を対象とした都道府県名の認知に関する調査

を行った。「社会科研究」の受講生は、両年度ともに教育系 A 類生で社会専攻以外の 3 年である。

本授業は両年度とも前期・水曜 2 限目であり、授業開始後 2 もしくは 3 週目の授業時間内に調査を

実施した。調査方法は、日本全体の白地図に都道府県界のみを記入した A4 用紙を受講生に配布し、
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何も参考にせず、約 15 分間で都道府県名を記入させた。作業終了後、用紙を受講生同士で交換して

採点・集計し、あわせて回答者の出身都道府県名（これまでに最も長く居住した場所）も記入の上

提出させた。回答者数は 2009 年度が 170 名（女性 97 名・男性 73 名）、2008 年度は 163 名（女性

113 名・男性 50 名）であった。 

②小学生の身近な地域認識について（主な担当：石井） 

 従来の研究において、身近な地域の空間認知が顕著な発達をとげるとみなされたきた小学校中学

年・高学年児童を対象に、身近な地域に関する認知の実態について調査を実施した。調査協力校は、

社会科や生活科、総合的学習の時間を活用した身近な地域学習を精力的に実施してこられた小平市

立第四小学校である（15 学級・児童数 466 名）。本校は「地域と共に創る・歩む学校づくり」をテ

ーマに、1998 年度の都教委「地域連携・協力推進モデル地域事業」研究協力校、2004 年度文部科学

省・子どもの居場所づくり事業「地域子ども教室」推進校、2007～08 年度文部科学省「コミュニテ

ィ・スクール推進事業」委嘱校の指定を受け、さらに 2008 年度には小平市「コミュニティ・スクー

ル」として、地域の多様な学習教材・人的資源をいかした学習支援ネットワークを築いてきた。2009

年 9 月に 3～6 年生を対象として、学校区ならびに小平市に関する認知についてアンケート調査なら

びに描画調査を実施した。 

③中学生の興味関心について（主な担当・永山） 

 社会的関心に対する性差の発現が従来指摘されてきた中学生の興味・関心について調査を行った。

今回は学芸大附属世田谷中学校にご協力いただき、2009 年 7 月に中学１年生を対象に社会科の授業

内でアンケートを実施した。回答者数は計 159 名（女子 80 名・男子 79 名）であった。 

 なお本研究計画においうて当初予定していた本学ならびに小・中学で地理学・地理的分野を教え

る教員を対象した調査については時間的制約から今後の課題とした。 

 

（３）主な調査結果の概要（詳細は 2009 年度成果報告書に掲載） 

（3-1）都道府県名の認知に関する性差（2008 年度「社会科研究」受講生の事例） 

  ここでは調査概要として、20008 年度受講生 163 名のうちランダムに抽出した女子学生 50 名と男

子学生受講生 50 名、計 100 名について、47 都道府県名の正答状況を示す。漢字表記も含め正確に

回答できた一人あたり正答数の全体平均は 35.7、すべて回答できた者は女子 4 名、男子 5 名の計 9

名のみであった。全都道府県名を正確に記せる割合が回答者の約１割という結果は、本学にて椿が

過去実施してきた同様の調査と同じであり、正答率に大きな変化はみとめられない。正答数の平均

を性別にみると、女子 34.3、男子 37.0 と男性の方がやや正答率が高く、正答数 40 以上の回答者の

割合も女子 40％に対して、男子は 56％と高い傾向を示した（表 1）。また正答数 30 未満、すなわ

ち６割以上の都道府県名が誤答もしくは書けなかった者の割合は、女子 32％に対して男子 20％と、

女子の方が多い。全体的にみれば男子の方が正答率の高い者の割合が高く、都道府県名の認知度が

高い結果となった。 

 なお都道府県ごとの正答率は、全体的に西日本とりわけ中国・四国・九州地方に位置する府県名

の正答率が低く、とくに正答率が低いのは鳥取・島根県、香川・愛媛・徳島県、大分・佐賀・宮崎・

熊本県である。それ以外の地域では、岐阜と関東でも群馬・栃木県の正答率が低い。鳥取・島根県

と群馬・栃木県は隣接し、大きさ・形状が類似していることから、過去の異なる地域・対象者での

調査結果でも正答率が低い一般的傾向である。西日本の正答率が相対的に低いのは、一般に形状や

大きさで区別しにくい府県が多いのに加え、回答者の出身地が東日本に多いことも関係している。

回答者の出身地ならびに専攻との関係についてはここでは省略するが、都道府県ごとの認知差の傾

向は男女ともに同様であり、都道府県認知に関する明確な性差は存在していないといえよう。 
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 図表 3-1  都道府県名の正答状況（受講生 100 人） 

正答数 女子(人） （％） 男子(人） （％） 

40 以上 20 40 28 56 

30～40 14 28 12 24 

20～30 12 24 7 14 

20 未満 4 8 3 6 

合 計 50 100 50 100 

 

（3-2）身近な地域における小学生の位置認識の男女差 

(3-2-1)調査方法 

被験者は小平市立小平第四小学校 3～5 学年の児童（80 名）である。小平第四小学区域（図 1）は、

西武多摩湖線一橋学園駅、西武国分寺線鷹の台駅に近接する住宅が卓越する地域である。また、一

橋学園駅西側の道路は商店街となっており、さまざまな小規模商店が立地している。近隣には小平

中央公園や玉川上水など比較的大規模な緑地帯も点在する。とくに玉川上水は、本地域の歴史や環

境学習の上で重要な場所である。小平第四小では、こうした豊かな地域資源をいかし、地域住民の

参画の下にで玉川上水の学習を核とする、身近な地域の理解を深める教育実践を展開してきた。 

 今回採用した問題は、学区内外の諸施設の位置認識を問う内容とした。まず学区内の諸施設でも

っともなじみ深い小平第四小学校の位置を、次に学区より広い範囲をとらえるものとして小平市を

代表する施設である小平市役所を選択した。さらに学区内・外の位置的な関連の認識をとらえるも

のとして玉川上水の流路を書き入れさせた。ここでは、3 つとも回答できた児童から無作為に選出

した各学年男女 10 名ずつについて考察結果を示す。 

 

 図 3-2-1 小平市立第四小学校の位置 
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(3-2-2)分析結果の概要 

① 学区内施設の位置認識－小平第四小学校－ 

 小平第四小の位置認識について学年・性別ごとに分析を行った。まず 3 年生においては、全体的

に正確な位置を把握できていない。小平第四小が玉川上水の北側に位置することを認識している児

童が多数いるが、玉川上水の南側にあると誤答した児童や市域を逸脱している児童が数名いた。た

だし 3 年生に関しては明確な男女差はみられない。4 年生では、小平四小が西武国分寺線と西武多

摩湖線の間に位置していると理解しているものの、玉川上水の北側か南側かという南北の感覚はま

だ不安定な傾向を男女とも示した。5 年生は、多くの児童がほぼ正確な位置を回答したが、女子児

童の方がより正確な位置を示していた。男子児童の中には南北の感覚が曖昧な児童もみられた。6

年生になると、男子児童、女子児童ともに正確な位置を把握できるようになる。 

② 学区域外施設の位置認識―小平市役所― 

 学区域外施設の位置認識をとらえるために小平市役所を指標として分析を行った。小平市役所は

西武多摩湖線青梅街道駅に近接し、田園風景や低層な建築群の中にある比較的目立つ高層施設であ

り、児童の認識も高いものと思われる。3 年生は男子の方が比較的正確な位置を示しており、女子

は青梅街道近辺に位置している児童が多いものの東西の位置はあまり把握できていない。4 年生に

おいても男子の位置認識の方が比較的正確である。5 年生は 3、4 年生と傾向が異なり、女子の方が

正確な位置を回答した。6 年生は両性ともに正確な位置を把握できていた。このことから、学区外

施設の認識について、小学校中学年においては男子の方が正確な位置認識を持っている可能性があ

る。 

③ 玉川上水の位置認識 

 玉川上水については学年進行にしたがって、正確な流路を書き込む児童が多くなる。とくに多く

の男子児童は 3 年生の時点ですでに正確なほぼ正確な流路を認識しているものと思われる。しかし

ながら、女子児童の認識は不安定であり、本来東西に流路があるのに対して南北方向に描く児童は

女子児童である傾向が高い。方位の概念が定着していないと思われる児童は女子児童に多い傾向に

ある可能性がある。 

 

(3-3)中学生の興味・関心について 

(3-3-1)調査方法 

附属世田谷中学校の 1 年社会科の授業時にアンケート調査を実施した。2009 年 7 月 9 日、教師が

補足説明をしながら生徒に 20 分間で回答させた。回答者は中学 1 年 4 クラス(男子 79 名、女子 80

名)である。 

 

(3-3-2)分析結果 

①小学校 5 年時の社会科地理が好きか嫌いか：男子は地理が大好きと回答した生徒が 36.5％、女子

はどちらでもないが 70.0％、大好きと回答した生徒が 17.5％であった。このことから、男子の方が

社会科地理に対する印象は良いといえる。 

②行ってみたい国(複数回答可)：男子はサッカーを理由に、スペインやブラジルに行ってみたいと

回答した生徒が多く、女子はファッションや料理を理由にフランスに行ってみたいと回答した生徒

が多かった。アメリカ・イタリア・オーストラリア・イギリス・エジプトは若干の差はあるものの

男女ともに人気がある。これらの国はメディアで取りあげられることが多く、小学校社会科や中学

校社会科地理的分野の学習においても頻出する国であり、性差なく生徒の興味・関心が高い。 

③世界について知る情報源：女子は 5 割以上の生徒がテレビと回答しており、テレビが重要な情報

源となっている。一方、男子もテレビが最も有力な情報源ではあるが、その割合は約 3 割であり、
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女子ほどにはテレビの影響力が高くない。インターネット(25.3％)や新聞・雑誌(24.1％)、地理の

授業(15.2％)を情報源とする生徒も男子は 10 人以上と様々な情報源を利用している。 

④中学生の興味・関心の対象(複数回答可)：男子はスポーツ、女子は音楽に高い関心を示した。と

くにスポーツとゲームは多くの男子が興味・関心を持ち、女子は音楽に加えスポーツやマンガ・ア

ニメ・映画に興味・関心を持っている。 

⑤好きなスポーツ：男子は野球・サッカー・テニスに人気が集中したのに対し、女子はバスケット

ボールをあげた者が多いもののその他が 30 人と関心が多様であった。 
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Ⅷ 本学における第 2 期男女共同参画推進の総括と今後の課題 

 
2006 年 4 月に、男女共同参画推進本部が発足し、本学における男女共同参画推進の取り組みに関

する基本理念と基本方針が宣言された（参考資料 2）。また、『2006 年版 東京学芸大学男女共同参

画白書』では、2005 年度における本学の男女共同参画の状況を報告し、これに基づいた「基本方策

及び行動計画（案）」を提案した。発足以来からのこれまでの男女共同参画推進本部の活動は、この

基本方策および行動計画を実現する過程であったといえる。その第 1 期（2006～2007 年度）におけ

る活動は『2008 年版 東京学芸大学男女共同参画白書』としてまとめた。第 2 期（2008～2009 年度）

の活動は、第 1 期に着手した推進活動を定着、発展させると共に、第 1 期において着手できなかっ

た課題を検討し、実現への方策を探る、または実現することであった。その取り組みの詳細は、本

白書Ⅰ～Ⅶに記載の通りである。ここでは、基本方策の各項目に沿って第 2 期の活動を振り返り、

今後の課題に言及することとする。 

次世代育成支援については、第 1 期末において役員に提案した「学内保育所設置のための企画案」

に対する働きかけを第 2 期においても継続したことにより、学内保育所設置に向けた全学的取り組

みがなされ、2010 年 4 月に「学芸の森保育園」開園に漕ぎ着けたことの意義は大きい。また、仕事

と家庭の両立を支援する方策として「子育て期にある大学教員の夜間授業に対する非常勤措置」を

実現し、「ベビーシッター費用補助」を 22 年度から実施予定である。一方で、各種休暇の取得推進

や職場環境の改善などには課題が残る。育児支援策は充実してきたとはいえ未検討のものがあり、

介護支援策も今後考えていかなければならない。 

雇用面については、大学全体の新規採用人事が停滞している状況のなかで、女性教員の採用や女

性事務職員の上位職への登用を積極的に行うことが困難な面がある。男女共同参画推進本部の提案

によって始まった教員採用人事における応募者の男女比を基礎データとして把握する試みが、雇用

面での男女共同参画の推進につながることを期待したい。人事には繊細な問題があり、講座・分野

等それぞれの事情も含んでいるので、十分な配慮をしながら中・長期的に取り組むべき課題である。

とは言え、本白書Ⅵに、他大学における女性教員雇用に関する積極策を概観できる章を設けたよう

に、これは次期の男女共同参画推進本部へと託す重要課題であると考える。 

教育・研究については、男女共同参画に関する学生の受講機会を直接提供するものとして、「学芸

フロンティア科目 H」が全学共通科目として本部員を中心とした講師陣によって開講された。今後

も適宜内容の見直しを行ってさらなる発展が望まれる。シラバス検索システムによる男女共同参画、

ジェンダー等と関連した授業開設の調査と、総合的業績評価による大学教員の教育・研究・社会貢

献活動の調査を継続的に行っており、そのデータの蓄積は、今後の推進活動の重要な指標になると

考えられる。調査の結果、大学教員の男女共同参画に関わる活動が全般に増加していることが明ら

かになったのは喜ばしいことである。また、OPGE 助成事業が定着し、教育・研究・実践活動が多様

な拡がりの中で蓄積・発展されている。助成を契機にして、学内の安全環境整備という男女共同参

画推進本部の取り組みに発展した例もある。 

附属学校園の男女共同参画については、第 1 期に引き続き現状の調査を進めた。大学と同様に雇

用や職場環境の改善には課題も多く、調査結果を活用して中・長期的展望をもって取り組まなけれ

ばならない。 

男女共同参画推進本部の活動には、各期の重点的な取り組みのほかに定常的に行われているもの

がある。OPGE 助成事業、男女共同参画フォーラムの開催、ニューズレター（OPGE 通信）の発行など

である。職場の意識改革のように即効性のある方策が困難な課題も多いが、こうした地道な取り組

みが今後も推進活動の大きな力になると期待される。 
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管
理

職
（
給

与
規

則
第

1
7
条

適
用

者
）

計
男

性
女

性
女

性
比

率
大

学
教

員
2
9

2
7

2
6
.9

%
附

属
学

校
教

員
1
8

1
6

2
1
1
.1

%
事

務
系

職
員

2
0

2
0

0
0
.0

%
教

育
研

究
評

議
会

評
議

員
8

8
0

0
.0

%
計

7
5

7
1

4
5
.3

%

Ⅴ
-
4
-
（
1
）
　

講
座

・
分

野
主

任

計
男

性
女

性
女

性
比

率
計

男
性

女
性

女
性

比
率

総
合

教
育

科
学

系
5

3
2

4
0
.0

%
9

6
3

3
3
.3

%
人

文
社

会
科

学
系

4
4

0
0
.0

%
1
7

1
6

1
5
.9

%
自

然
科

学
系

4
4

0
0
.0

%
1
2

1
2

0
0
.0

%
芸

術
・
ス

ポ
ー

ツ
科

学
系

4
4

0
0
.0

%
1
1

1
0

1
9
.1

%
計

1
7

1
5

2
1
1
.8

%
4
9

4
4

5
1
0
.2

%

Ⅴ
-
4
-
（
2
）
　

教
室

主
任

計
男

性
女

性
女

性
比

率
教

育
系

2
6

2
0

6
2
3
.1

%
教

養
系

※
1
9

1
5

4
2
1
.1

%
計

4
5

3
5

1
0

2
2
.2

%
※

国
際

理
解

教
育

課
程

（
Ｋ

類
）
課

程
代

表
者

含
む

資
料

Ⅴ
-
4
　

大
学

教
員

の
在

職
状

況

講
座

主
任

分
野

主
任
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Ⅴ
-4

-（
3）

　学
系

・講
座

別
集

計
表

　　
平

成
21

年
10

月
1日

現
在

　《
教

育
学

部
》（

理
事

3名
を

除
く）

計
男

女
女

性
比

率
計

男
女

女
性

比
率

計
男

女
女

性
比

率
計

男
女

女
性

比
率

計
男

女
女

性
比

率
教

育
学

9
8

1
11

.1%
10

7
3

30
.0%

3
1

2
66

.7%
0

0
0

0.0
%

22
16

6
27

.3%
教

育
心

理
学

7
4

3
42

.9%
6

5
1

16
.7%

0
0

0
0.0

%
0

0
0

0.0
%

13
9

4
30

.8%
特

別
支

援
科

学
6

6
0

0.0
%

5
4

1
20

.0%
0

0
0

0.0
%

0
0

0
0.0

%
11

10
1

9.1
%

生
活

科
学

8
2

6
75

.0%
3

1
2

66
.7%

0
0

0
0.0

%
0

0
0

0.0
%

11
3

8
72

.7%
計

30
20

10
33

.3%
24

17
7

29
.2%

3
1

2
66

.7%
0

0
0

0.0
%

57
38

19
33

.3%
日

本
語

・日
本

文
学

研
究

14
10

4
28

.6%
2

1
1

50
.0%

2
1

1
50

.0%
0

0
0

0.0
%

18
12

6
33

.3%
外

国
語

・外
国

文
化

研
究

12
11

1
8.3

%
9

5
4

44
.4%

2
1

1
50

.0%
0

0
0

0.0
%

23
17

6
26

.1%
人

文
科

学
19

18
1

5.3
%

7
5

2
28

.6%
4

3
1

25
.0%

0
0

0
0.0

%
30

26
4

13
.3%

社
会

科
学

8
6

2
25

.0%
9

6
3

33
.3%

2
1

1
50

.0%
0

0
0

0.0
%

19
13

6
31

.6%
計

53
45

8
15

.1%
27

17
10

37
.0%

10
6

4
40

.0%
0

0
0

0.0
%

90
68

22
24

.4%
数

学
7

6
1

14
.3%

6
5

1
16

.7%
2

2
0

0.0
%

1
1

0
0.0

%
16

14
2

12
.5%

基
礎

自
然

科
学

8
8

0
0.0

%
7

6
1

14
.3%

3
2

1
33

.3%
2

2
0

0.0
%

20
18

2
10

.0%
広

域
自

然
科

学
11

11
0

0.0
%

9
8

1
11

.1%
2

2
0

0.0
%

4
4

0
0.0

%
26

25
1

3.8
%

技
術

・情
報

科
学

7
7

0
0.0

%
5

5
0

0.0
%

1
1

0
0.0

%
0

0
0

0.0
%

13
13

0
0.0

%
計

33
32

1
3.0

%
27

24
3

11
.1%

8
7

1
12

.5%
7

7
0

0.0
%

75
70

5
6.7

%
音

楽
・演

劇
14

11
3

21
.4%

7
6

1
14

.3%
0

0
0

0.0
%

0
0

0
0.0

%
21

17
4

19
.0%

美
術

・書
道

11
11

0
0.0

%
12

11
1

8.3
%

1
1

0
0.0

%
0

0
0

0.0
%

24
23

1
4.2

%
健

康
・ｽ

ﾎﾟ
ｰﾂ

科
学

13
12

1
7.7

%
8

8
0

0.0
%

1
1

0
0.0

%
0

0
0

0.0
%

22
21

1
4.5

%
養

護
教

育
3

2
1

33
.3%

1
0

1
10

0.0
%

1
0

1
10

0.0
%

0
0

0
0.0

%
5

2
3

60
.0%

計
41

36
5

12
.2%

28
25

3
10

.7%
3

2
1

33
.3%

0
0

0
0.0

%
72

63
9

12
.5%

15
7

13
3

24
15

.3%
10

6
83

23
21

.7%
24

16
8

33
.3%

7
7

0
0.0

%
29

4
23

9
55

18
.7%

《施
設

・セ
ン

タ
ー

》

計
男

女
女

性
比

率
計

男
女

女
性

比
率

計
男

女
女

性
比

率
計

男
女

女
性

比
率

計
男

女
女

性
比

率
環

境
教

育
実

践
施

設
3

3
0

0.0
%

1
1

0
0.0

%
0

0
0

0.0
%

0
0

0
0.0

%
4

4
0

0.0
%

教
育

実
践

研
究

支
援

セ
ン

タ
ー

6
4

2
33

.3%
7

7
0

0.0
%

0
0

0
0.0

%
0

0
0

0.0
%

13
11

2
15

.4%
留

学
生

セ
ン

タ
ー

3
1

2
66

.7%
4

2
2

50
.0%

0
0

0
0.0

%
0

0
0

0.0
%

7
3

4
57

.1%
国

際
教

育
セ

ン
タ

ー
2

2
0

0.0
%

0
0

0
0.0

%
2

0
2

10
0.0

%
0

0
0

0.0
%

4
2

2
50

.0%
教

員
養

成
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
　　

開
発

研
究

セ
ン

タ
ー

2
2

0
0.0

%
2

1
1

50
.0%

1
0

1
10

0.0
%

0
0

0
0.0

%
5

3
2

40
.0%

保
健

管
理

セ
ン

タ
ー

1
1

0
0.0

%
0

0
0

0.0
%

1
0

1
10

0.0
%

0
0

0
0.0

%
2

1
1

50
.0%

情
報

処
理

セ
ン

タ
ー

1
1

0
0.0

%
1

1
0

0.0
%

0
0

0
0.0

%
0

0
0

0.0
%

2
2

0
0.0

%
計

18
14

4
22

.2%
15

12
3

20
.0%

4
0

4
10

0.0
%

0
0

0
0.0

%
37

26
11

29
.7%

大
学

院
連

合
学

校
教

育
学

研
究

科
1

1
0

0.0
%

0
0

0
0.0

%
0

0
0

0.0
%

0
0

0
0.0

%
1

1
0

0.0
%

教
職

大
学

院
4

4
0

0.0
%

1
1

0
0.0

%
0

0
0

0.0
%

0
0

0
0.0

%
5

5
0

0.0
%

計
5

5
0

0.0
%

1
1

0
0.0

%
0

0
0

0.0
%

0
0

0
0.0

%
6

6
0

0.0
%

23
19

4
17

.4%
16

13
3

18
.8%

4
0

4
10

0.0
%

0
0

0
0.0

%
43

32
11

25
.6%

計
男

女
女

性
比

率
計

男
女

女
性

比
率

計
男

女
女

性
比

率
計

男
女

女
性

比
率

計
男

女
女

性
比

率
18

0
15

2
28

15
.6%

12
2

96
26

21
.3%

28
16

12
42

.9%
7

7
0

0.0
%

33
7

27
1

66
19

.6%

計

学
系

講
座

名
教

　　
授

准
教

授
 

計

総
合

教
育

科
学

系

人
文

社
会

科
学

系

自
然

科
学

系

芸
術

・ス
ポ

ー
ツ

科
学

系

講
　　

師
助

   
教

計

施
設

・セ
ン

タ
ー

大
学

院

計 総
計

教
　　

授
准

教
授

 
講

　　
師

助
   

教
計

学
系

施
設

・セ
ン

タ
ー

教
　　

授
准

教
授

 
講

　　
師

助
   

教
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Ⅴ
-
4
-
（
4
）
　

学
群

別
・
教

室
別

集
計

表
（
常

勤
・
非

常
勤

）
平

成
2
1
年

1
0
月

1
日

現
在

計
男

性
女

性
（
女

性
比

率
）

計
男

性
女

性
（
女

性
比

率
）

計
男

性
女

性
（
女

性
比

率
）

計
男

性
女

性
（
女

性
比

率
）

学
校

教
育

9
8

1
(1

1
.1

%
)

1
0

6
4

(4
0
.0

%
)

生
涯

学
習

1
0

8
2

2
0

1
4

6
(3

0
.0

%
)

学
校

心
理

5
0

5
(1

0
0
.0

%
)

1
0

5
5

(5
0
.0

%
)

カ
ウ

ン
セ

リ
ン

グ
8

5
3

5
3

2
(4

0
.0

%
)

幼
児

教
育

4
1

3
(7

5
.0

%
)

1
0

3
7

(7
0
.0

%
)

国
際

教
育

5
3

2
4

2
2

(5
0
.0

%
)

特
別

支
援

教
育

1
0

9
1

(1
0
.0

%
)

6
6

0
(0

.0
%
)

環
境

教
育

9
8

1
4

3
1

(2
5
.0

%
)

家
庭

科
8

3
5

(6
2
.5

%
)

1
0

0
1
0

(1
0
0
.0

%
)

計
3
6

2
1

1
5

(4
1
.7

%
)

4
6

2
0

2
6

(5
6
.5

%
)

3
2

2
4

8
(2

5
.0

%
)

3
3

2
2

1
1

(3
3
.3

%
)

国
語

科
1
4

1
1

3
(2

1
.4

%
)

1
0

7
3

(3
0
.0

%
)

総
合

社
会

シ
ス

テ
ム

1
0

5
5

6
1

5
(8

3
.3

%
)

英
語

科
1
2

9
3

(2
5
.0

%
)

1
4

3
1
1

(7
8
.6

%
)

多
言

語
多

文
化

1
0

7
3

4
1

1
7

2
4

(5
8
.5

%
)

社
会

科
2
1

1
7

4
(1

9
.0

%
)

1
2

1
0

2
(1

6
.7

%
)

日
本

語
教

育
6

2
4

日
本

研
究

4
4

0
2

1
1

(5
0
.0

%
)

ア
ジ

ア
研

究
3

3
0

4
3

1
(2

5
.0

%
)

欧
米

研
究

5
3

2
5

1
4

(8
0
.0

%
)

計
4
7

3
7

1
0

(2
1
.3

%
)

3
6

2
0

1
6

(4
4
.4

%
)

3
8

2
4

1
4

(3
6
.8

%
)

5
8

2
3

3
5

(6
0
.3

%
)

数
学

科
1
4

1
2

2
(1

4
.3

%
)

1
4

1
3

1
(7

.1
%
)

自
然

環
境

科
学

1
1

1
1

0
5

4
1

(2
0
.0

%
)

理
科

3
1

2
8

3
(9

.7
%
)

1
0

7
3

(3
0
.0

%
)

文
化

財
科

学
3

3
0

6
3

3
(5

0
.0

%
)

技
術

科
6

6
0

(0
.0

%
)

3
3

0
(0

.0
%
)

情
報

教
育

1
1

1
1

0
6

4
2

(3
3
.3

%
)

計
5
1

4
6

5
(9

.8
%
)

2
7

2
3

4
(1

4
.8

%
)

2
5

2
5

0
(0

.0
%
)

1
7

1
1

6
(3

5
.3

%
)

音
楽

科
1
3

1
1

2
(1

5
.4

%
)

2
6

1
4

1
2

(4
6
.2

%
)

生
涯

ス
ポ

ー
ツ

8
8

5
4

1
(2

0
.0

%
)

美
術

科
1
3

1
3

0
(0

.0
%
)

8
4

4
(5

0
.0

%
)

総
合

音
楽

6
5

1
6

4
2

(3
3
.3

%
)

書
道

科
2

2
0

(0
.0

%
)

4
2

2
(5

0
.0

%
)

造
形

美
術

6
5

1
2

2
0

(0
.0

%
)

保
健

体
育

科
1
2

1
1

1
(8

.3
%
)

1
6

1
3

3
(1

8
.8

%
)

書
芸

3
3

2
2

0
(0

.0
%
)

養
護

教
育

5
2

3
(6

0
.0

%
)

1
0

5
5

(5
0
.0

%
)

表
現

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
5

4
1

2
0

2
(1

0
0
.0

%
)

計
4
5

3
9

6
(1

3
.3

%
)

6
4

3
8

2
6

(4
0
.6

%
)

2
8

2
5

3
(1

0
.7

%
)

1
7

1
2

5
(2

9
.4

%
)

1
7
9

1
4
3

3
6

(2
0
.1

%
)

1
7
3

1
0
1

7
2

(4
1
.6

%
)

教
養

系
：
合

計
1
2
3

9
8

2
5

(2
0
.3

%
)

1
2
5

6
8

5
7

(4
5
.6

%
)

Ⅴ
-
4
-
（
5
）
　

学
群

別
集

計
表

（
常

勤
・
非

常
勤

）

計
男

性
女

性
（
女

性
比

率
）

計
男

性
女

性
（
女

性
比

率
）

総
合

教
育

科
学

群
6
8

4
5

2
3

(3
3
.8

%
)

7
9

4
2

3
7

(4
6
.8

%
)

人
文

社
会

科
学

群
8
5

6
1

2
4

(2
8
.2

%
)

9
4

4
3

5
1

(5
4
.3

%
)

自
然

科
学

群
7
6

7
1

5
(6

.6
%
)

4
4

3
4

1
0

(2
2
.7

%
)

芸
術

・
ス

ポ
ー

ツ
科

学
群

7
3

6
4

9
(1

2
.3

%
)

8
1

5
0

3
1

(3
8
.3

%
)

学
群

合
計

3
0
2

2
4
1

6
1

(2
0
.2

%
)

2
9
8

1
6
9

1
2
9

(4
3
.3

%
)

常
勤

職
員

非
常

勤
講

師

総 合 教 育 科 学

群

人 文 社 会 科 学 群
自 然 科 学

群

芸 術 ・ ス ポ ー

ツ 科 学 群

教
育

系
：
合

計

学
群

　
合

計

群

（
教

育
系

）
（
教

養
系

）

教
室

名
常

勤
職

員
非

常
勤

講
師

教
室

名
常

勤
職

員
非

常
勤

講
師
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資料Ⅴ-5 事務系職員の在職状況 平成21年10月1日現在
Ⅴ-5-（1）　常勤職員数　職種別

計 男性 女性 女性比率
事務職員 205 140 65 31.7%
技術職員 10 10 0 0.0%
看護士、栄養士 7 4 3 42.9%
その他（農場作業員、用務員、調理師） 2 2 0 0.0%

計 224 156 68 30.4%

Ⅴ-5-（2）非常勤職員数　職種別
計 男性 女性 女性比率

事務補佐員 95 9 86 90.5%
技術補佐員 9 5 4 44.4%
労務補佐員 28 18 10 35.7%
給食作業補佐員 18 2 16 88.9%
教務補佐員 11 3 8 72.7%
継続雇用非常勤職員 2 2 0 0.0%
その他研究員等 10 3 7 0.0%

計 173 42 131 75.7%

Ⅴ-5-（3）　常勤職員数　一般職（一）職名別
計 男性 女性 女性比率 計 男性 女性 女性比率

課長相当職以上 20 20 0 0.0%
副課長、専門員 19 17 2 10.5%
係長、専門職員 84 69 15 17.9%
主任 30 16 14 46.7%
係員 62 28 34 54.8%

計 215 150 65 30.2% 215 150 65 30.2%

Ⅴ-5-（4）-1　部局別職員数（常勤・非常勤）

計 男性 女性 女性比率 計 男性 女性 女性比率
事務局長 1 1 0 0.0%
総務部 90 58 32 35.6% 104 27 77 74.0%
内訳（下記以外） 37 27 10 27.0% 10 1 9 90.0%
　　　（学系支援課） 17 12 5 29.4% 45 7 38 84.4%
　　　（附属学校課 附属学校を除く） 28 14 14 50.0% 49 19 30 0.0%
　　　（附属学校）    8 5 3 37.5% 0 0 0 0.0%
財務部 43 38 5 11.6% 9 3 6 66.7%
学務部 66 44 22 33.3% 27 3 24 88.9%
学術情報部 21 13 8 38.1% 26 8 18 69.2%
監査室 2 2 0 0.0% 0
保健管理センター 1 0 1 100.0% 1 0 1 100.0%
上記以外の施設・センタ 0 6 1 5 83.3%

計 224 156 68 30.4% 173 42 131 75.7%

常勤職員 非常勤職員

123 106 17 13.8%

92 44 48 52.2%
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.0

%
3
6
6

3
2
6

4
0

1
0
.9

%
3
3
1

2
5
2

7
9

2
3
.9

%
3
0
1

2
0
2

9
9

3
2
.9

%
平

成
2
年

度
1

1
0

0
.0

%
3
6
8

3
2
4

4
4

1
2
.0

%
3
3
2

2
5
3

7
9

2
3
.8

%
2
9
8

2
0
5

9
3

3
1
.2

%
平

成
3
年

度
1

1
0

0
.0

%
3
7
6

3
2
7

4
9

1
3
.0

%
3
3
2

2
5
1

8
1

2
4
.4

%
2
9
5

2
0
4

9
1

3
0
.8

%
平

成
4
年

度
1

1
0

0
.0

%
3
8
1

3
3
0

5
1

1
3
.4

%
3
3
1

2
5
0

8
1

2
4
.5

%
2
8
8

2
0
2

8
6

2
9
.9

%
平

成
5
年

度
1

1
0

0
.0

%
3
8
1

3
3
1

5
0

1
3
.1

%
3
3
3

2
5
2

8
1

2
4
.3

%
2
8
3

2
0
2

8
1

2
8
.6

%
平

成
6
年

度
1

1
0

0
.0

%
3
8
2

3
3
3

4
9

1
2
.8

%
3
3
2

2
5
1

8
1

2
4
.4

%
2
8
0

2
0
0

8
0

2
8
.6

%
平

成
7
年

度
1

1
0

0
.0

%
3
8
0

3
3
1

4
9

1
2
.9

%
3
3
3

2
5
2

8
1

2
4
.3

%
2
7
1

1
9
4

7
7

2
8
.4

%
平

成
8
年

度
1

1
0

0
.0

%
3
8
0

3
3
1

4
9

1
2
.9

%
3
3
2

2
4
9

8
3

2
5
.0

%
2
6
6

1
8
3

8
3

3
1
.2

%
平

成
9
年

度
1

1
0

0
.0

%
3
8
0

3
2
9

5
1

1
3
.4

%
3
3
2

2
4
6

8
6

2
5
.9

%
2
5
9

1
8
0

7
9

3
0
.5

%
平

成
1
0
年

度
1

1
0

0
.0

%
[2

]
[2

]
0

0
.0

%
3
7
7

3
2
3

5
4

1
4
.3

%
3
3
0

2
4
2

8
8

2
6
.7

%
2
5
6

1
7
8

7
8

3
0
.5

%
平

成
1
1
年

度
1

1
0

0
.0

%
[2

]
[2

]
0

0
.0

%
3
8
3

3
2
6

5
7

1
4
.9

%
3
3
2

2
4
4

8
8

2
6
.5

%
2
5
3

1
7
7

7
6

3
0
.0

%
平

成
1
2
年

度
1

1
0

0
.0

%
[2

]
[2

]
0

0
.0

%
3
7
2

3
1
7

5
5

1
4
.8

%
3
3
2

2
4
1

9
1

2
7
.4

%
2
4
9

1
7
1

7
8

3
1
.3

%
平

成
1
3
年

度
1

1
0

0
.0

%
[2

]
[2

]
0

0
.0

%
3
7
7

3
1
8

5
9

1
5
.6

%
3
3
1

2
4
4

8
7

2
6
.3

%
2
4
4

1
6
8

7
6

3
1
.1

%
平

成
1
4
年

度
1

1
0

0
.0

%
[2

]
[2

]
0

0
.0

%
3
7
7

3
1
7

6
0

1
5
.9

%
3
3
1

2
3
8

9
3

2
8
.1

%
2
4
1

1
6
3

7
8

3
2
.4

%
平

成
1
5
年

度
1

1
0

0
.0

%
[2

]
[2

]
0

0
.0

%
3
7
3

3
1
2

6
1

1
6
.4

%
3
2
9

2
3
3

9
6

2
9
.2

%
2
3
5

1
5
8

7
7

3
2
.8

%

平
成

1
6
年

度
1

1
0

0
.0

%
4 [3
]

4 [3
]

0
0
.0

%
2

2
0

0
.0

%
3
6
5

3
0
4

6
1

1
6
.7

%
3
2
9

2
3
2

9
7

2
9
.5

%
2
3
2

1
5
8

7
4

3
1
.9

%

平
成

1
7
年

度
1

1
0

0
.0

%
4 [3
]

4 [3
]

0
0
.0

%
2

2
0

0
.0

%
3
7
2

3
0
8

6
4

1
7
.2

%
3
2
8

2
2
9

9
9

3
0
.2

%
2
2
6

1
5
2

7
4

3
2
.7

%

平
成

1
8
年

度
1

1
0

0
.0

%
4 [3
]

3 [2
]

1 [1
]

2
5
%

2
2

0
0
.0

%
3
6
5

3
0
2

6
3

1
7
.3

%
3
2
9

2
2
5

1
0
4

3
1
.6

%
2
2
6

1
5
4

7
2

3
1
.9

%

平
成

1
9
年

度
1

1
0

0
.0

%
4 [3
]

3 [2
]

1 [1
]

2
5
%

2
2

0
0
.0

%
3
5
9

2
9
4

6
5

1
8
.1

%
3
2
6

2
2
3

1
0
3

3
1
.6

%
2
2
7

1
5
4

7
3

3
2
.2

%

平
成

2
0
年

度
1

1
0

0
.0

%
4 [3
]

3 [2
]

1 [1
]

2
5
%

2
2

0
0
.0

%
3
4
2

2
7
7

6
5

1
9
.0

%
3
4
1

2
2
8

1
1
3

3
3
.1

%
2
2
5

1
5
6

6
9

3
0
.7

%

平
成

2
1
年

度
1

1
0

0
.0

%
4 [3
]

3 [2
]

1 [1
]

2
5
%

2
2

0
0
.0

%
3
3
7

2
7
0

6
7

1
9
.9

%
3
5
5

2
3
7

1
1
8

3
3
.2

%
2
2
4

1
5
6

6
8

3
0
.4

%

※
こ

の
統

計
は

、
「
学

校
基

本
調

査
」
（
各

年
度

5
月

1
日

現
在

）
に

よ
る

。
※

大
学

教
員

に
は

、
副

学
長

を
含

め
ず

。
※

附
属

学
校

教
員

に
は

、
校

長
（
大

学
教

員
併

任
）
、

附
属

学
校

運
営

参
事

（
併

任
を

含
む

。
）
（
平

成
1
6
年

度
以

降
）
を

含
む

。

年
度

別
役

員
（
平

成
1
6
年

度
以

前
は

、
学

長
及

び
副

学
長

）
教

職
員

学
長

理
事

 *
非

常
勤

を
含

む
。

監
事

 *
非

常
勤

を
含

む
。

大
学

教
員

附
属

学
校

教
員

事
務

系
職

員
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Ⅴ
-
7
-
(2

)　
事

務
系

職
員

職
種

別
集

計
表

計
男

性
女

性
比

率
計

男
性

女
性

比
率

計
男

性
女

性
比

率
計

男
性

女
性

比
率

計
男

性
女

性
比

率
平

成
元

年
度

2
4
1

1
7
2

6
9

2
8
.6

%
1
9

1
5

4
2
1
.1

%
2

0
2

1
0
0
.0

%
3
9

1
5

2
4

6
1
.5

%
3
0
1

2
0
2

9
9

3
2
.9

%
平

成
２

年
度

2
4
0

1
7
3

6
7

2
7
.9

%
1
9

1
5

4
2
1
.1

%
2

0
2

1
0
0
.0

%
3
7

1
7

2
0

5
4
.1

%
2
9
8

2
0
5

9
3

3
1
.2

%
平

成
３

年
度

2
4
1

1
7
3

6
8

2
8
.2

%
1
8

1
5

3
1
6
.7

%
2

0
2

1
0
0
.0

%
3
4

1
6

1
8

5
2
.9

%
2
9
5

2
0
4

9
1

3
0
.8

%
平

成
４

年
度

2
4
0

1
7
4

6
6

2
7
.5

%
1
6

1
3

3
1
8
.8

%
2

0
2

1
0
0
.0

%
3
0

1
5

1
5

5
0
.0

%
2
8
8

2
0
2

8
6

2
9
.9

%
平

成
５

年
度

2
3
6

1
7
4

6
2

2
6
.3

%
1
7

1
4

3
1
7
.6

%
2

0
2

1
0
0
.0

%
2
8

1
4

1
4

5
0
.0

%
2
8
3

2
0
2

8
1

2
8
.6

%
平

成
６

年
度

2
3
7

1
7
5

6
2

2
6
.2

%
1
6

1
3

3
1
8
.8

%
2

0
2

1
0
0
.0

%
2
5

1
2

1
3

5
2
.0

%
2
8
0

2
0
0

8
0

2
8
.6

%
平

成
７

年
度

2
2
9

1
6
8

6
1

2
6
.6

%
1
8

1
5

3
1
6
.7

%
2

0
2

1
0
0
.0

%
2
2

1
1

1
1

5
0
.0

%
2
7
1

1
9
4

7
7

2
8
.4

%
平

成
８

年
度

2
2
4

1
5
7

6
7

2
9
.9

%
1
8

1
5

3
1
6
.7

%
2

0
2

1
0
0
.0

%
2
2

1
1

1
1

5
0
.0

%
2
6
6

1
8
3

8
3

3
1
.2

%
平

成
９

年
度

2
2
0

1
5
6

6
4

2
9
.1

%
1
6

1
4

2
1
2
.5

%
2

0
2

1
0
0
.0

%
2
1

1
0

1
1

5
2
.4

%
2
5
9

1
8
0

7
9

3
0
.5

%
平

成
１

０
年

度
2
1
9

1
5
6

6
3

2
8
.8

%
1
6

1
5

1
6
.3

%
2

0
2

1
0
0
.0

%
1
9

7
1
2

6
3
.2

%
2
5
6

1
7
8

7
8

3
0
.5

%
平

成
１

１
年

度
2
1
8

1
5
5

6
3

2
8
.9

%
1
5

1
5

0
0
.0

%
2

0
2

1
0
0
.0

%
1
8

7
1
1

6
1
.1

%
2
5
3

1
7
7

7
6

3
0
.0

%
平

成
１

２
年

度
2
1
4

1
5
0

6
4

2
9
.9

%
1
6

1
4

2
1
2
.5

%
2

0
2

1
0
0
.0

%
1
7

7
1
0

5
8
.8

%
2
4
9

1
7
1

7
8

3
1
.3

%
平

成
１

３
年

度
2
1
0

1
4
8

6
2

2
9
.5

%
1
6

1
4

2
1
2
.5

%
2

0
2

1
0
0
.0

%
1
6

6
1
0

6
2
.5

%
2
4
4

1
6
8

7
6

3
1
.1

%
平

成
１

４
年

度
2
0
9

1
4
5

6
4

3
0
.6

%
1
4

1
2

2
1
4
.3

%
2

0
2

1
0
0
.0

%
1
6

6
1
0

6
2
.5

%
2
4
1

1
6
3

7
8

3
2
.4

%
平

成
１

５
年

度
2
0
4

1
3
9

6
5

3
1
.9

%
1
5

1
4

1
6
.7

%
2

0
2

1
0
0
.0

%
1
4

5
9

6
4
.3

%
2
3
5

1
5
8

7
7

3
2
.8

%
平

成
１

６
年

度
2
0
4

1
4
0

6
4

3
1
.4

%
1
3

1
3

0
0
.0

%
2

0
2

1
0
0
.0

%
1
3

5
8

6
1
.5

%
2
3
2

1
5
8

7
4

3
1
.9

%
平

成
１

７
年

度
1
9
9

1
3
4

6
5

3
2
.7

%
1
2

1
2

0
0
.0

%
2

0
2

1
0
0
.0

%
1
3

6
7

5
3
.8

%
2
2
6

1
5
2

7
4

3
2
.7

%
平

成
１

８
年

度
2
0
2

1
3
8

6
4

3
1
.7

%
1
0

1
0

0
0
.0

%
1

0
1

1
0
0
.0

%
1
3

6
7

5
3
.8

%
2
2
6

1
5
4

7
2

3
1
.9

%
平

成
１

９
年

度
2
0
2

1
3
8

6
4

3
1
.7

%
1
1

1
1

0
0
.0

%
1

0
1

1
0
0
.0

%
1
3

5
8

6
1
.5

%
2
2
7

1
5
4

7
3

3
2
.2

%
平

成
２

０
年

度
2
1
0

1
4
3

6
7

3
1
.9

%
1
1

1
1

0
0
.0

%
1

0
1

1
0
0
.0

%
4

2
2

5
0
.0

%
2
2
6

1
5
6

7
0

3
1
.0

%
平

成
２

１
年

度
2
0
5

1
4
0

6
5

3
1
.7

%
1
0

1
0

0
0
.0

%
1

0
1

1
0
0
.0

%
8

6
2

2
5
.0

%
2
2
4

1
5
6

6
8

3
0
.4

%

※
そ

の
他

職
員

と
は

、
守

衛
長

、
農

場
作

業
員

、
用

務
員

、
調

理
師

を
指

す
。

※
こ

の
統

計
は

、
「
学

校
基

本
調

査
」
（
各

年
度

5
月

1
日

現
在

）
に

よ
る

。
但

し
、

附
属

学
校

職
員

を
含

む
。

総
計

年
度

別
事

務
系

職
員

技
術

系
職

員
医

療
系

職
員

そ
の

他
職

員
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Ⅴ
ー

７
－

（
３

）
　

大
学

教
員

職
名

別
集

計
表

計
男

性
女

性
比

率
計

男
性

女
性

比
率

計
男

性
女

性
比

率
計

男
性

女
性

比
率

計
男

性
女

性
比

率
平

成
元

年
度

1
3
8

1
2
7

1
1

8
.0

%
1
6
2

1
4
3

1
9

1
1
.7

%
3
3

2
7

6
1
8
.2

%
3
3

2
9

4
1
2
.1

%
3
6
6

3
2
6

4
0

1
0
.9

%
平

成
２

年
度

1
4
6

1
3
3

1
3

8
.9

%
1
5
8

1
3
9

1
9

1
2
.0

%
3
2

2
5

7
2
1
.9

%
3
2

2
7

5
1
5
.6

%
3
6
8

3
2
4

4
4

1
2
.0

%
平

成
３

年
度

1
5
0

1
3
5

1
5

1
0
.0

%
1
5
9

1
3
9

2
0

1
2
.6

%
3
5

2
8

7
2
0
.0

%
3
2

2
5

7
2
1
.9

%
3
7
6

3
2
7

4
9

1
3
.0

%
平

成
４

年
度

1
5
2

1
3
5

1
7

1
1
.2

%
1
5
9

1
3
9

2
0

1
2
.6

%
3
8

3
1

7
1
8
.4

%
3
2

2
5

7
2
1
.9

%
3
8
1

3
3
0

5
1

1
3
.4

%
平

成
５

年
度

1
5
9

1
4
0

1
9

1
1
.9

%
1
4
6

1
2
8

1
8

1
2
.3

%
4
4

3
6

8
1
8
.2

%
3
2

2
7

5
1
5
.6

%
3
8
1

3
3
1

5
0

1
3
.1

%
平

成
６

年
度

1
5
2

1
3
5

1
7

1
1
.2

%
1
5
6

1
3
8

1
8

1
1
.5

%
4
3

3
4

9
2
0
.9

%
3
1

2
6

5
1
6
.1

%
3
8
2

3
3
3

4
9

1
2
.8

%
平

成
７

年
度

1
5
3

1
3
5

1
8

1
1
.8

%
1
5
4

1
3
4

2
0

1
3
.0

%
4
4

3
6

8
1
8
.2

%
2
9

2
6

3
1
0
.3

%
3
8
0

3
3
1

4
9

1
2
.9

%
平

成
８

年
度

1
5
0

1
3
2

1
8

1
2
.0

%
1
5
4

1
3
7

1
7

1
1
.0

%
4
6

3
8

8
1
7
.4

%
3
0

2
4

6
2
0
.0

%
3
8
0

3
3
1

4
9

1
2
.9

%
平

成
９

年
度

1
5
9

1
4
2

1
7

1
0
.7

%
1
4
7

1
2
8

1
9

1
2
.9

%
4
6

3
8

8
1
7
.4

%
2
8

2
1

7
2
5
.0

%
3
8
0

3
2
9

5
1

1
3
.4

%
平

成
１

０
年

度
1
6
4

1
4
6

1
8

1
1
.0

%
1
3
9

1
1
8

2
1

1
5
.1

%
4
7

3
8

9
1
9
.1

%
2
7

2
1

6
2
2
.2

%
3
7
7

3
2
3

5
4

1
4
.3

%
平

成
１

１
年

度
1
6
9

1
4
9

2
0

1
1
.8

%
1
4
1

1
2
2

1
9

1
3
.5

%
4
9

3
7

1
2

2
4
.5

%
2
4

1
8

6
2
5
.0

%
3
8
3

3
2
6

5
7

1
4
.9

%
平

成
１

２
年

度
1
7
0

1
5
0

2
0

1
1
.8

%
1
3
6

1
1
8

1
8

1
3
.2

%
4
6

3
2

1
4

3
0
.4

%
2
0

1
7

3
1
5
.0

%
3
7
2

3
1
7

5
5

1
4
.8

%
平

成
１

３
年

度
1
8
1

1
6
0

2
1

1
1
.6

%
1
3
4

1
1
4

2
0

1
4
.9

%
4
5

2
9

1
6

3
5
.6

%
1
7

1
5

2
1
1
.8

%
3
7
7

3
1
8

5
9

1
5
.6

%
平

成
１

４
年

度
1
7
7

1
5
6

2
1

1
1
.9

%
1
3
9

1
1
9

2
0

1
4
.4

%
4
5

2
7

1
8

4
0
.0

%
1
6

1
5

1
6
.3

%
3
7
7

3
1
7

6
0

1
5
.9

%
平

成
１

５
年

度
1
7
5

1
5
4

2
1

1
2
.0

%
1
4
5

1
2
2

2
3

1
5
.9

%
4
2

2
5

1
7

4
0
.5

%
1
1

1
1

0
0
.0

%
3
7
3

3
1
2

6
1

1
6
.4

%
平

成
１

６
年

度
1
8
0

1
6
1

1
9

1
0
.6

%
1
3
9

1
1
1

2
8

2
0
.1

%
3
7

2
3

1
4

3
7
.8

%
9

9
0

0
.0

%
3
6
5

3
0
4

6
1

1
6
.7

%
平

成
１

７
年

度
1
8
0

1
6
0

2
0

1
1
.1

%
1
5
1

1
1
9

3
2

2
1
.2

%
3
2

2
0

1
2

3
7
.5

%
9

9
0

0
.0

%
3
7
2

3
0
8

6
4

1
7
.2

%
平

成
１

８
年

度
1
7
9

1
6
0

1
9

1
0
.6

%
1
5
1

1
1
6

3
5

2
3
.2

%
2
6

1
7

9
3
4
.6

%
9

9
0

0
.0

%
3
6
5

3
0
2

6
3

1
7
.3

%
平

成
１

９
年

度
1
8
9

1
6
6

2
3

1
2
.2

%
1
4
1

1
0
8

3
3

2
3
.4

%
2
1

1
4

7
3
3
.3

%
8

0
0

0
.0

%
3
5
9

2
9
6

6
3

1
7
.5

%
平

成
２

０
年

度
1
7
9

1
5
4

2
5

1
4
.0

%
1
3
2

1
0
3

2
9

2
2
.0

%
2
8

1
6

1
2

4
2
.9

%
6

6
0

0
.0

%
3
4
5

2
7
9

6
6

1
9
.1

%
平

成
２

１
年

度
1
8
0

1
5
2

2
8

1
5
.6

%
1
2
2

9
6

2
6

2
1
.3

%
2
8

1
6

1
2

4
2
.9

%
7

7
0

0
.0

%
3
3
7

2
7
1

6
6

1
9
.6

%

※
平

成
1
0
年

度
か

ら
副

学
長

2
名

（
平

成
1
6
年

度
か

ら
3
名

）
を

除
く
。

※
こ

の
統

計
は

、
「
学

校
基

本
調

査
」
（
各

年
度

5
月

1
日

現
在

）
に

よ
る

。

総
計

年
度

別
教

授
助

教
授

(1
9
年

度
か

ら
准

教
授

）
講

師
助

手
（
1
9
年

度
か

ら
助

教
）
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Ⅴ
-
7
-
(4

)　
附

属
学

校
教

員
職

名
別

集
計

表

計
男

性
女

性
比

率
計

男
性

女
性

比
率

計
男

性
女

性
比

率
計

男
性

女
性

比
率

計
男

性
女

性
比

率
平

成
元

年
度

1
1

1
1

0
0
.0

%
1
2

1
1

1
8
.3

%
3
0
8

2
3
0

7
8

2
5
.3

%
3
3
1

2
5
2

7
9

2
3
.9

%
平

成
２

年
度

1
1

1
1

0
0
.0

%
1
2

1
1

1
8
.3

%
3
0
9

2
3
1

7
8

2
5
.2

%
3
3
2

2
5
3

7
9

2
3
.8

%
平

成
３

年
度

1
1

1
1

0
0
.0

%
1
2

1
1

1
8
.3

%
3
0
9

2
2
9

8
0

2
5
.9

%
3
3
2

2
5
1

8
1

2
4
.4

%
平

成
４

年
度

1
1

1
1

0
0
.0

%
1
2

1
1

1
8
.3

%
3
0
8

2
2
8

8
0

2
6
.0

%
3
3
1

2
5
0

8
1

2
4
.5

%
平

成
５

年
度

1
1

1
1

0
0
.0

%
1
2

1
1

1
8
.3

%
3
1
0

2
3
0

8
0

2
5
.8

%
3
3
3

2
5
2

8
1

2
4
.3

%
平

成
６

年
度

1
1

1
1

0
0
.0

%
1
2

1
1

1
8
.3

%
3
0
9

2
2
9

8
0

2
5
.9

%
3
3
2

2
5
1

8
1

2
4
.4

%
平

成
７

年
度

1
1

1
1

0
0
.0

%
1
2

1
1

1
8
.3

%
3
1
0

2
3
0

8
0

2
5
.8

%
3
3
3

2
5
2

8
1

2
4
.3

%
平

成
８

年
度

1
1

1
1

0
0
.0

%
1
2

1
1

1
8
.3

%
3
0
9

2
2
7

8
2

2
6
.5

%
3
3
2

2
4
9

8
3

2
5
.0

%
平

成
９

年
度

1
1

1
1

0
0
.0

%
1
2

1
1

1
8
.3

%
3
0
9

2
2
4

8
5

2
7
.5

%
3
3
2

2
4
6

8
6

2
5
.9

%
平

成
１

０
年

度
1
1

1
0

1
9
.1

%
1
2

1
1

1
8
.3

%
3
0
7

2
2
1

8
6

2
8
.0

%
3
3
0

2
4
2

8
8

2
6
.7

%
平

成
１

１
年

度
1
1

1
0

1
9
.1

%
1
2

1
1

1
8
.3

%
3
0
9

2
2
3

8
6

2
7
.8

%
3
3
2

2
4
4

8
8

2
6
.5

%
平

成
１

２
年

度
1
1

1
0

1
9
.1

%
1
2

9
3

2
5
.0

%
3
0
9

2
2
2

8
7

2
8
.2

%
3
3
2

2
4
1

9
1

2
7
.4

%
平

成
１

３
年

度
1
1

1
0

1
9
.1

%
1
3

1
0

3
2
3
.1

%
3
0
7

2
2
4

8
3

2
7
.0

%
3
3
1

2
4
4

8
7

2
6
.3

%
平

成
１

４
年

度
1
1

1
0

1
9
.1

%
1
2

9
3

2
5
.0

%
3
0
8

2
1
9

8
9

2
8
.9

%
3
3
1

2
3
8

9
3

2
8
.1

%
平

成
１

５
年

度
1
1

9
2

1
8
.2

%
1
2

1
0

2
1
6
.7

%
3
0
6

2
1
4

9
2

3
0
.1

%
3
2
9

2
3
3

9
6

2
9
.2

%
平

成
１

６
年

度
2

1
1

5
0
.0

%
1
1

9
2

1
8
.2

%
1
2

1
1

1
8
.3

%
3
0
4

2
1
1

9
3

3
0
.6

%
3
2
9

2
3
2

9
7

2
9
.5

%
平

成
１

７
年

度
2

1
1

5
0
.0

%
1
1

9
2

1
8
.2

%
1
2

1
1

1
8
.3

%
3
0
3

2
0
8

9
5

3
1
.4

%
3
2
8

2
2
9

9
9

3
0
.2

%
平

成
１

８
年

度
2

1
1

5
0
.0

%
1
1

9
2

1
8
.2

%
1
2

1
1

1
8
.3

%
3
0
5

2
0
3

1
0
2

3
3
.4

%
3
3
0

2
2
4

1
0
6

3
2
.1

%
平

成
１

９
年

度
2

1
1

5
0
.0

%
1
1

1
0

1
9
.1

%
1
2

1
1

1
8
.3

%
3
0
5

2
0
4

1
0
1

3
3
.1

%
3
3
0

2
2
6

1
0
4

3
1
.5

%
平

成
２

０
年

度
2

1
1

5
0
.0

%
1
1

1
1

0
0
.0

%
1
2

1
1

1
8
.3

%
3
1
9

2
0
6

1
1
3

3
5
.4

%
3
4
4

2
2
9

1
1
5

3
3
.4

%
平

成
２

１
年

度
2

2
0

0
.0

%
1
1

1
1

0
0
.0

%
1
2

1
1

1
8
.3

%
3
1
9

2
0
4

1
1
5

3
6
.1

%
3
4
4

2
2
8

1
1
6

3
3
.7

%

総
計

年
度

別
運

営
参

事
　

　
*
非

常
勤

を
含

む
校

（
園

）
長

　
　

*
大

学
教

員
の

併
任

教
頭

(2
0
年

度
か

ら
副

校
長

）
教

諭
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Ⅴ
-
7
-
（
5
）
附

属
学

校
教

員
学

校
別

集
計

表
№

1

計
男

性
女

性
（

比
率

）
計

男
性

女
性

（
比

率
）

計
男

性
女

性
（

比
率

）
計

男
性

女
性

（
比

率
）

計
男

性
女

性
（

比
率

）
平

成
元

年
度

2
4

1
9

5
(2

0
.8

%
)

3
2

2
6

6
(1

8
.8

%
)

2
9

2
4

5
(1

7
.2

%
)

1
7

1
2

5
(2

9
.4

%
)

1
0
2

8
1

2
1

(2
0
.6

%
)

平
成

２
年

度
2
4

2
0

4
(1

6
.7

%
)

3
2

2
7

5
(1

5
.6

%
)

2
9

2
4

5
(1

7
.2

%
)

1
7

1
2

5
(2

9
.4

%
)

1
0
2

8
3

1
9

(1
8
.6

%
)

平
成

３
年

度
2
4

1
9

5
(2

0
.8

%
)

3
2

2
7

5
(1

5
.6

%
)

2
9

2
4

5
(1

7
.2

%
)

1
7

1
2

5
(2

9
.4

%
)

1
0
2

8
2

2
0

(1
9
.6

%
)

平
成

４
年

度
2
4

1
9

5
(2

0
.8

%
)

3
1

2
6

5
(1

6
.1

%
)

2
9

2
4

5
(1

7
.2

%
)

1
7

1
2

5
(2

9
.4

%
)

1
0
1

8
1

2
0

(1
9
.8

%
)

平
成

５
年

度
2
4

1
9

5
(2

0
.8

%
)

3
1

2
6

5
(1

6
.1

%
)

2
9

2
4

5
(1

7
.2

%
)

1
7

1
2

5
(2

9
.4

%
)

1
0
1

8
1

2
0

(1
9
.8

%
)

平
成

６
年

度
2
4

1
9

5
(2

0
.8

%
)

3
1

2
6

5
(1

6
.1

%
)

2
9

2
4

5
(1

7
.2

%
)

1
7

1
3

4
(2

3
.5

%
)

1
0
1

8
2

1
9

(1
8
.8

%
)

平
成

７
年

度
2
4

1
9

5
(2

0
.8

%
)

3
1

2
6

5
(1

6
.1

%
)

2
9

2
5

4
(1

3
.8

%
)

1
7

1
4

3
(1

7
.6

%
)

1
0
1

8
4

1
7

(1
6
.8

%
)

平
成

８
年

度
2
4

1
9

5
(2

0
.8

%
)

3
1

2
6

5
(1

6
.1

%
)

2
8

2
2

6
(2

1
.4

%
)

1
7

1
3

4
(2

3
.5

%
)

1
0
0

8
0

2
0

(2
0
.0

%
)

平
成

９
年

度
2
4

1
8

6
(2

5
.0

%
)

3
1

2
6

5
(1

6
.1

%
)

2
8

2
2

6
(2

1
.4

%
)

1
7

1
3

4
(2

3
.5

%
)

1
0
0

7
9

2
1

(2
1
.0

%
)

平
成

１
０

年
度

2
4

1
6

8
(3

3
.3

%
)

3
1

2
6

5
(1

6
.1

%
)

2
8

2
1

7
(2

5
.0

%
)

1
7

1
3

4
(2

3
.5

%
)

1
0
0

7
6

2
4

(2
4
.0

%
)

平
成

１
１

年
度

2
4

1
6

8
(3

3
.3

%
)

3
1

2
6

5
(1

6
.1

%
)

2
9

2
2

7
(2

4
.1

%
)

1
7

1
3

4
(2

3
.5

%
)

1
0
1

7
7

2
4

(2
3
.8

%
)

平
成

１
２

年
度

2
4

1
8

6
(2

5
.0

%
)

3
1

2
6

5
(1

6
.1

%
)

2
9

2
4

5
(1

7
.2

%
)

1
7

1
3

4
(2

3
.5

%
)

1
0
1

8
1

2
0

(1
9
.8

%
)

平
成

１
３

年
度

2
5

1
9

6
(2

4
.0

%
)

3
1

2
7

4
(1

2
.9

%
)

2
8

2
3

5
(1

7
.9

%
)

1
7

1
3

4
(2

3
.5

%
)

1
0
1

8
2

1
9

(1
8
.8

%
)

平
成

１
４

年
度

2
4

1
8

6
(2

5
.0

%
)

3
1

2
5

6
(1

9
.4

%
)

2
9

2
3

6
(2

0
.7

%
)

1
7

1
3

4
(2

3
.5

%
)

1
0
1

7
9

2
2

(2
1
.8

%
)

平
成

１
５

年
度

2
4

1
8

5
(2

0
.8

%
)

3
1

2
5

6
(1

9
.4

%
)

2
9

2
3

6
(2

0
.7

%
)

1
7

1
2

5
(2

9
.4

%
)

1
0
1

7
8

2
2

(2
1
.8

%
)

平
成

１
６

年
度

2
5

1
9

6
(2

4
.0

%
)

3
0

2
2

8
(2

6
.7

%
)

2
9

2
1

8
(2

7
.6

%
)

1
7

1
3

4
(2

3
.5

%
)

1
0
1

7
5

2
6

(2
5
.7

%
)

平
成

１
７

年
度

2
5

2
0

5
(2

0
.0

%
)

3
0

2
1

9
(3

0
.0

%
)

2
8

2
1

7
(2

5
.0

%
)

1
7

1
2

5
(2

9
.4

%
)

1
0
0

7
4

2
6

(2
6
.0

%
)

平
成

１
８

年
度

2
5

2
0

5
(2

0
.0

%
)

3
0

2
1

9
(3

0
.0

%
)

2
8

1
9

9
(3

2
.1

%
)

1
7

1
2

5
(2

9
.4

%
)

1
0
0

7
2

2
8

(2
8
.0

%
)

平
成

１
９

年
度

2
5

1
8

7
(2

8
.0

%
)

3
0

2
3

7
(2

3
.3

%
)

2
9

2
1

8
(2

7
.6

%
)

1
7

1
2

5
(2

9
.4

%
)

1
0
1

7
4

2
7

(2
6
.7

%
)

平
成

２
０

年
度

2
6

2
0

6
(2

3
.1

%
)

3
4

2
3

1
1

(3
2
.4

%
)

3
1

2
1

1
0

(3
2
.3

%
)

1
9

1
3

6
(3

1
.6

%
)

1
1
0

7
7

3
3

(3
0
.0

%
)

平
成

２
１

年
度

2
6

2
1

5
(1

9
.2

%
)

3
2

2
3

9
(2

8
.1

%
)

3
1

2
1

1
0

(3
2
.3

%
)

1
9

1
2

7
(3

6
.8

%
)

1
0
8

7
7

3
1

(2
8
.7

%
)

年
度

別
世

田
谷

小
学

校
小

金
井

小
学

校
大

泉
小

学
校

竹
早

小
学

校
小

学
校

合
計
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Ⅴ
-
7
-
（
5
）
附

属
学

校
教

員
学

校
別

集
計

表
№

2

計
男

性
女

性
（

比
率

）
計

男
性

女
性

（
比

率
）

計
男

性
女

性
（

比
率

）
計

男
性

女
性

（
比

率
）

計
男

性
女

性
（

比
率

）
平

成
元

年
度

2
2

1
8

4
(1

8
.2

%
)

2
2

1
8

4
(1

8
.2

%
)

2
4

1
8

6
(2

5
.0

%
)

2
6

2
0

6
(2

3
.1

%
)

9
4

7
4

2
0

(2
1
.3

%
)

平
成

２
年

度
2
2

1
8

4
(1

8
.2

%
)

2
2

1
8

4
(1

8
.2

%
)

2
4

1
8

6
(2

5
.0

%
)

2
6

2
0

6
(2

3
.1

%
)

9
4

7
4

2
0

(2
1
.3

%
)

平
成

３
年

度
2
2

1
8

4
(1

8
.2

%
)

2
2

1
8

4
(1

8
.2

%
)

2
4

1
7

7
(2

9
.2

%
)

2
6

2
0

6
(2

3
.1

%
)

9
4

7
3

2
1

(2
2
.3

%
)

平
成

４
年

度
2
2

1
8

4
(1

8
.2

%
)

2
2

1
8

4
(1

8
.2

%
)

2
4

1
8

6
(2

5
.0

%
)

2
6

1
9

7
(2

6
.9

%
)

9
4

7
3

2
1

(2
2
.3

%
)

平
成

５
年

度
2
2

1
8

4
(1

8
.2

%
)

2
2

1
8

4
(1

8
.2

%
)

2
4

1
8

6
(2

5
.0

%
)

2
6

2
0

6
(2

3
.1

%
)

9
4

7
4

2
0

(2
1
.3

%
)

平
成

６
年

度
2
2

1
8

4
(1

8
.2

%
)

2
2

1
8

4
(1

8
.2

%
)

2
4

1
8

6
(2

5
.0

%
)

2
6

2
0

6
(2

3
.1

%
)

9
4

7
4

2
0

(2
1
.3

%
)

平
成

７
年

度
2
2

1
8

4
(1

8
.2

%
)

2
2

1
8

4
(1

8
.2

%
)

2
4

1
6

8
(3

3
.3

%
)

2
6

1
9

7
(2

6
.9

%
)

9
4

7
1

2
3

(2
4
.5

%
)

平
成

８
年

度
2
2

1
8

4
(1

8
.2

%
)

2
2

1
8

4
(1

8
.2

%
)

2
4

1
6

8
(3

3
.3

%
)

2
6

1
9

7
(2

6
.9

%
)

9
4

7
1

2
3

(2
4
.5

%
)

平
成

９
年

度
2
2

1
8

4
(1

8
.2

%
)

2
2

1
8

4
(1

8
.2

%
)

2
4

1
7

7
(2

9
.2

%
)

2
6

1
9

7
(2

6
.9

%
)

9
4

7
2

2
2

(2
3
.4

%
)

平
成

１
０

年
度

2
2

1
8

4
(1

8
.2

%
)

2
2

1
7

5
(2

2
.7

%
)

2
3

1
5

8
(3

4
.8

%
)

2
6

2
0

6
(2

3
.1

%
)

9
3

7
0

2
3

(2
4
.7

%
)

平
成

１
１

年
度

2
2

1
8

4
(1

8
.2

%
)

2
2

1
6

6
(2

7
.3

%
)

2
4

1
6

8
(3

3
.3

%
)

2
6

2
0

6
(2

3
.1

%
)

9
4

7
0

2
4

(2
5
.5

%
)

平
成

１
２

年
度

2
2

1
7

5
(2

2
.7

%
)

2
2

1
6

6
(2

7
.3

%
)

2
4

1
4

1
0

(4
1
.7

%
)

2
6

1
9

7
(2

6
.9

%
)

9
4

6
6

2
8

(2
9
.8

%
)

平
成

１
３

年
度

2
2

1
7

5
(2

2
.7

%
)

2
2

1
5

7
(3

1
.8

%
)

2
4

1
7

7
(2

9
.2

%
)

2
6

1
9

7
(2

6
.9

%
)

9
4

6
8

2
6

(2
7
.7

%
)

平
成

１
４

年
度

2
2

1
7

5
(2

2
.7

%
)

2
2

1
5

7
(3

1
.8

%
)

2
4

1
7

7
(2

9
.2

%
)

2
5

1
8

6
(2

4
.0

%
)

9
3

6
7

2
5

(2
6
.9

%
)

平
成

１
５

年
度

2
1

1
6

5
(2

3
.8

%
)

2
1

1
5

6
(2

8
.6

%
)

2
3

1
7

6
(2

6
.1

%
)

2
5

1
7

8
(3

2
.0

%
)

9
0

6
5

2
5

(2
7
.8

%
)

平
成

１
６

年
度

2
1

1
6

5
(2

3
.8

%
)

2
1

1
5

6
(2

8
.6

%
)

2
3

1
7

6
(2

6
.1

%
)

2
5

1
7

8
(3

2
.0

%
)

9
0

6
5

2
5

(2
7
.8

%
)

平
成

１
７

年
度

2
1

1
6

5
(2

3
.8

%
)

2
1

1
5

6
(2

8
.6

%
)

2
3

1
7

6
(2

6
.1

%
)

2
5

1
7

8
(3

2
.0

%
)

9
0

6
5

2
5

(2
7
.8

%
)

平
成

１
８

年
度

2
2

1
7

4
(1

8
.2

%
)

2
1

1
5

6
(2

8
.6

%
)

2
3

1
7

6
(2

6
.1

%
)

2
6

1
6

1
0

(3
8
.5

%
)

9
2

6
5

2
6

(2
8
.3

%
)

平
成

１
９

年
度

2
1

1
5

6
(2

8
.6

%
)

2
1

1
5

6
(2

8
.6

%
)

2
6

1
7

9
(3

4
.6

%
)

6
8

4
7

2
1

(3
0
.9

%
)

平
成

２
０

年
度

2
2

1
6

6
(2

7
.3

%
)

2
2

1
5

7
(3

1
.8

%
)

2
5

1
7

8
(3

2
.0

%
)

6
9

4
8

2
1

(3
0
.4

%
)

平
成

２
１

年
度

2
2

1
6

6
(2

7
.3

%
)

2
2

1
4

8
(3

6
.4

%
)

2
7

1
9

8
(2

9
.6

%
)

7
1

4
9

2
2

(3
1
.0

%
)

年
度

別
世

田
谷

中
学

校
小

金
井

中
学

校
大

泉
中

学
校

竹
早

中
学

校
中

学
校

合
計
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Ⅴ
-
7
-
（
5
）
附

属
学

校
教

員
学

校
別

集
計

表
№

3

計
男

性
女

性
（

比
率

）
計

男
性

女
性

（
比

率
）

計
男

性
女

性
（

比
率

）
計

男
性

女
性

（
比

率
）

計
男

性
女

性
（

比
率

）
平

成
元

年
度

8
6

6
9

1
7

(1
9
.8

%
)

3
0

1
7

1
3

(4
3
.3

%
)

8
0

8
(1

0
0
.0

%
)

3
2
0

2
4
1

7
9

(2
4
.7

%
)

平
成

２
年

度
8
7

6
9

1
8

(2
0
.7

%
)

3
0

1
6

1
4

(4
6
.7

%
)

8
0

8
(1

0
0
.0

%
)

3
2
1

2
4
2

7
9

(2
4
.6

%
)

平
成

３
年

度
8
6

6
9

1
7

(1
9
.8

%
)

3
1

1
6

1
5

(4
8
.4

%
)

8
0

8
(1

0
0
.0

%
)

3
2
1

2
4
0

8
1

(2
5
.2

%
)

平
成

４
年

度
8
7

7
0

1
7

(1
9
.5

%
)

3
0

1
5

1
5

(5
0
.0

%
)

8
0

8
(1

0
0
.0

%
)

3
2
0

2
3
9

8
1

(2
5
.3

%
)

平
成

５
年

度
8
8

7
1

1
7

(1
9
.3

%
)

3
1

1
5

1
6

(5
1
.6

%
)

8
0

8
(1

0
0
.0

%
)

3
2
2

2
4
1

8
1

(2
5
.2

%
)

平
成

６
年

度
8
6

7
0

1
6

(1
8
.6

%
)

3
1

1
4

1
7

(5
4
.8

%
)

9
0

9
(1

0
0
.0

%
)

3
2
1

2
4
0

8
1

(2
5
.2

%
)

平
成

７
年

度
8
7

7
1

1
6

(1
8
.4

%
)

3
1

1
5

1
6

(5
1
.6

%
)

9
0

9
(1

0
0
.0

%
)

3
2
2

2
4
1

8
1

(2
5
.2

%
)

平
成

８
年

度
8
7

7
1

1
6

(1
8
.4

%
)

3
1

1
6

1
5

(4
8
.4

%
)

9
0

9
(1

0
0
.0

%
)

3
2
1

2
3
8

8
3

(2
5
.9

%
)

平
成

９
年

度
8
7

7
1

1
6

(1
8
.4

%
)

3
1

1
3

1
8

(5
8
.1

%
)

9
0

9
(1

0
0
.0

%
)

3
2
1

2
3
5

8
6

(2
6
.8

%
)

平
成

１
０

年
度

8
7

7
1

1
6

(1
8
.4

%
)

3
1

1
5

1
6

(5
1
.6

%
)

8
0

8
(1

0
0
.0

%
)

3
1
9

2
3
2

8
7

(2
7
.3

%
)

平
成

１
１

年
度

8
7

7
2

1
5

(1
7
.2

%
)

3
1

1
5

1
6

(5
1
.6

%
)

8
0

8
(1

0
0
.0

%
)

3
2
1

2
3
4

8
7

(2
7
.1

%
)

平
成

１
２

年
度

8
7

7
0

1
7

(1
9
.5

%
)

3
1

1
4

1
7

(5
4
.8

%
)

8
0

8
(1

0
0
.0

%
)

3
2
1

2
3
1

9
0

(2
8
.0

%
)

平
成

１
３

年
度

8
6

6
9

1
7

(1
9
.8

%
)

3
1

1
5

1
6

(5
1
.6

%
)

8
0

8
(1

0
0
.0

%
)

3
2
0

2
3
4

8
6

(2
6
.9

%
)

平
成

１
４

年
度

8
6

6
7

1
9

(2
2
.1

%
)

3
2

1
4

1
8

(5
6
.3

%
)

8
1

7
(8

7
.5

%
)

3
2
0

2
2
8

9
1

(2
8
.4

%
)

平
成

１
５

年
度

8
6

6
6

2
0

(2
3
.3

%
)

3
2

1
3

1
9

(5
9
.4

%
)

9
1

8
(8

8
.9

%
)

3
1
8

2
2
3

9
4

(2
9
.6

%
)

平
成

１
６

年
度

8
5

6
5

2
0

(2
3
.5

%
)

3
1

1
6

1
5

(4
8
.4

%
)

9
1

8
(8

8
.9

%
)

3
1
6

2
2
2

9
4

(2
9
.7

%
)

平
成

１
７

年
度

8
4

6
2

2
2

(2
6
.2

%
)

3
2

1
6

1
6

(5
0
.0

%
)

9
1

8
(8

8
.9

%
)

3
1
5

2
1
8

9
7

(3
0
.8

%
)

平
成

１
８

年
度

8
5

6
2

2
3

(2
7
.1

%
)

3
2

1
6

1
6

(5
0
.0

%
)

9
1

8
(8

8
.9

%
)

3
1
8

2
1
6

1
0
1

(3
1
.8

%
)

平
成

１
９

年
度

5
2

3
6

1
6

(3
0
.8

%
)

5
6

4
2

1
4

(2
5
.0

%
)

3
2

1
6

1
6

(5
0
.0

%
)

9
1

8
(8

8
.9

%
)

3
1
8

2
1
6

1
0
2

(3
2
.1

%
)

平
成

２
０

年
度

5
2

3
5

1
7

(3
2
.7

%
)

5
6

4
1

1
5

(2
6
.8

%
)

3
3

1
5

1
8

(5
4
.5

%
)

9
1

8
(8

8
.9

%
)

3
2
9

2
1
7

1
1
2

(3
4
.0

%
)

平
成

２
１

年
度

5
2

3
5

1
7

(3
2
.7

%
)

5
7

4
0

1
7

(2
9
.8

%
)

3
4

1
5

1
9

(5
5
.9

%
)

9
1

8
(8

8
.9

%
)

3
3
1

2
1
7

1
1
4

(3
4
.4

%
)

年
度

別
国

際
中

等
教

育
学

校
高

等
学

校
特

別
支

援
学

校
幼

稚
園

附
属

学
校

総
計
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Ⅴ
-
7
-
（
6
）
　

非
常

勤
講

師
集

計
表

（
総

表
）

計
男

性
女

性
比

率
計

男
性

女
性

比
率

計
男

性
女

性
比

率
平

成
元

年
度

2
6
1

1
9
5

6
6

2
5
.3

%
5
8

2
4

3
4

5
8
.6

%
3
1
9

2
1
9

1
0
0

3
1
.3

%
平

成
２

年
度

2
5
8

1
8
4

7
4

2
8
.7

%
6
2

2
6

3
6

5
8
.1

%
3
2
0

2
1
0

1
1
0

3
4
.4

%
平

成
３

年
度

2
6
2

1
9
3

6
9

2
6
.3

%
6
8

3
2

3
6

5
2
.9

%
3
3
0

2
2
5

1
0
5

3
1
.8

%
平

成
４

年
度

2
5
1

1
8
3

6
8

2
7
.1

%
6
7

1
9

4
8

7
1
.6

%
3
1
8

2
0
2

1
1
6

3
6
.5

%
平

成
５

年
度

3
1
1

2
4
1

7
0

2
2
.5

%
6
9

3
2

3
7

5
3
.6

%
3
8
0

2
7
3

1
0
7

2
8
.2

%
平

成
６

年
度

3
1
8

2
4
2

7
6

2
3
.9

%
6
6

3
3

3
3

5
0
.0

%
3
8
4

2
7
5

1
0
9

2
8
.4

%
平

成
７

年
度

2
8
9

2
0
6

8
3

2
8
.7

%
7
0

3
4

3
6

5
1
.4

%
3
5
9

2
4
0

1
1
9

3
3
.1

%
平

成
８

年
度

3
9
8

2
9
2

1
0
6

2
6
.6

%
7
6

3
8

3
8

5
0
.0

%
4
7
4

3
3
0

1
4
4

3
0
.4

%
平

成
９

年
度

4
3
2

3
2
5

1
0
7

2
4
.8

%
8
2

3
7

4
5

5
4
.9

%
5
1
4

3
6
2

1
5
2

2
9
.6

%
平

成
１

０
年

度
3
9
2

2
8
0

1
1
2

2
8
.6

%
7
9

4
1

3
8

4
8
.1

%
4
7
1

3
2
1

1
5
0

3
1
.8

%
平

成
１

１
年

度
3
9
2

2
6
1

1
3
1

3
3
.4

%
7
2

3
4

3
8

5
2
.8

%
4
6
4

2
9
5

1
6
9

3
6
.4

%
平

成
１

２
年

度
4
0
2

2
8
3

1
1
9

2
9
.6

%
7
7

3
7

4
0

5
1
.9

%
4
7
9

3
2
0

1
5
9

3
3
.2

%
平

成
１

３
年

度
3
8
1

2
5
9

1
2
2

3
2
.0

%
6
2

2
4

3
8

6
1
.3

%
4
4
3

2
8
3

1
6
0

3
6
.1

%
平

成
１

４
年

度
3
6
5

2
3
9

1
2
6

3
4
.5

%
7
1

3
1

4
0

5
6
.3

%
4
3
6

2
7
0

1
6
6

3
8
.1

%
平

成
１

５
年

度
3
6
1

2
2
2

1
3
9

3
8
.5

%
7
2

3
4

3
8

5
2
.8

%
4
3
3

2
5
6

1
7
7

4
0
.9

%
平

成
１

６
年

度
3
1
1

1
8
4

1
2
7

4
0
.8

%
7
9

4
0

3
9

4
9
.4

%
3
9
0

2
2
4

1
6
6

4
2
.6

%
平

成
１

７
年

度
3
1
1

2
0
2

1
0
9

3
5
.0

%
7
3

3
6

3
7

5
0
.7

%
3
8
4

2
3
8

1
4
6

3
8
.0

%
平

成
１

８
年

度
3
2
0

1
9
6

1
2
4

3
8
.8

%
8
1

4
0

4
1

5
0
.6

%
4
0
1

2
3
6

1
6
5

4
1
.1

%
平

成
１

９
年

度
3
7
7

2
3
8

1
3
9

3
6
.9

%
8
6

4
2

4
4

5
1
.2

%
4
6
3

2
8
0

1
8
3

3
9
.5

%
平

成
２

０
年

度
3
9
3

2
4
0

1
5
3

3
8
.9

%
8
0

3
8

4
2

5
2
.5

%
4
7
3

2
7
8

1
9
5

4
1
.2

%
平

成
２

１
年

度
3
2
0

1
7
5

1
4
5

4
5
.3

%
1
0
2

5
6

4
6

4
5
.1

%
4
2
2

2
3
1

1
9
1

4
5
.3

%

※
こ

の
統

計
は

「
学

校
基

本
調

査
」
（
各

年
度

5
月

1
日

現
在

）
に

よ
る

年
度

別
大

学
附

属
学

校
合

計
（
再

掲
）

総
計
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Ⅴ
-
7
-
（
7
）
附

属
学

校
別

非
常

勤
講

師
集

計
№

１

計
男

性
女

性
（

比
率

）
計

男
性

女
性

（
比

率
）

計
男

性
女

性
（

比
率

）
計

男
性

女
性

（
比

率
）

計
男

性
女

性
（

比
率

）
平

成
元

年
度

3
0

3
(1

0
0
.0

%
)

2
1

1
(5

0
.0

%
)

5
0

5
(1

0
0
.0

%
)

2
0

2
(1

0
0
.0

%
)

1
2

1
1
1

(9
1
.7

%
)

平
成

２
年

度
3

1
2

(6
6
.7

%
)

1
1

0
(0

.0
%
)

7
1

6
(8

5
.7

%
)

2
0

2
(1

0
0
.0

%
)

1
3

3
1
0

(7
6
.9

%
)

平
成

３
年

度
1

0
1

(1
0
0
.0

%
)

1
1

0
(0

.0
%
)

4
0

4
(1

0
0
.0

%
)

3
0

3
(1

0
0
.0

%
)

9
1

8
(8

8
.9

%
)

平
成

４
年

度
0

0
0

6
3

3
(5

0
.0

%
)

4
1

3
(7

5
.0

%
)

3
0

3
(1

0
0
.0

%
)

1
3

4
9

(6
9
.2

%
)

平
成

５
年

度
2

1
1

(5
0
.0

%
)

5
3

2
(4

0
.0

%
)

4
1

3
(7

5
.0

%
)

2
0

2
(1

0
0
.0

%
)

1
3

5
8

(6
1
.5

%
)

平
成

６
年

度
2

0
2

(1
0
0
.0

%
)

5
3

2
(4

0
.0

%
)

5
1

4
(8

0
.0

%
)

2
1

1
(5

0
.0

%
)

1
4

5
9

(6
4
.3

%
)

平
成

７
年

度
3

0
3

(1
0
0
.0

%
)

5
2

3
(6

0
.0

%
)

5
2

3
(6

0
.0

%
)

5
1

4
(8

0
.0

%
)

1
8

5
1
3

(7
2
.2

%
)

平
成

８
年

度
3

1
2

(6
6
.7

%
)

4
1

3
(7

5
.0

%
)

7
2

5
(7

1
.4

%
)

3
2

1
(3

3
.3

%
)

1
7

6
1
1

(6
4
.7

%
)

平
成

９
年

度
3

0
3

(1
0
0
.0

%
)

5
1

4
(8

0
.0

%
)

7
2

5
(7

1
.4

%
)

2
1

1
(5

0
.0

%
)

1
7

4
1
3

(7
6
.5

%
)

平
成

１
０

年
度

2
0

2
(1

0
0
.0

%
)

5
3

2
(4

0
.0

%
)

6
2

4
(6

6
.7

%
)

4
1

3
(7

5
.0

%
)

1
7

6
1
1

(6
4
.7

%
)

平
成

１
１

年
度

0
0

0
5

3
2

(4
0
.0

%
)

5
1

4
(8

0
.0

%
)

5
0

5
(1

0
0
.0

%
)

1
5

4
1
1

(7
3
.3

%
)

平
成

１
２

年
度

0
0

0
5

1
4

(8
0
.0

%
)

5
2

3
(6

0
.0

%
)

5
0

5
(1

0
0
.0

%
)

1
5

3
1
2

(8
0
.0

%
)

平
成

１
３

年
度

0
0

0
4

0
4

(1
0
0
.0

%
)

5
1

4
(8

0
.0

%
)

3
1

2
(6

6
.7

%
)

1
2

2
1
0

(8
3
.3

%
)

平
成

１
４

年
度

0
0

0
4

0
4

(1
0
0
.0

%
)

5
1

4
(8

0
.0

%
)

4
1

3
(7

5
.0

%
)

1
3

2
1
1

(8
4
.6

%
)

平
成

１
５

年
度

0
0

0
3

0
3

(1
0
0
.0

%
)

4
1

3
(7

5
.0

%
)

4
1

3
(7

5
.0

%
)

1
1

2
9

(8
1
.8

%
)

平
成

１
６

年
度

0
0

0
6

2
4

(6
6
.7

%
)

4
1

3
(7

5
.0

%
)

3
0

3
(1

0
0
.0

%
)

1
3

3
1
0

(7
6
.9

%
)

平
成

１
７

年
度

0
0

0
4

2
2

(5
0
.0

%
)

4
1

3
(7

5
.0

%
)

3
0

3
(1

0
0
.0

%
)

1
1

3
8

(7
2
.7

%
)

平
成

１
８

年
度

4
1

3
(7

5
.0

%
)

4
1

3
(7

5
.0

%
)

6
2

4
(6

6
.7

%
)

4
0

4
(1

0
0
.0

%
)

1
8

4
1
4

(7
7
.8

%
)

平
成

１
９

年
度

2
1

1
(5

0
.0

%
)

7
1

6
(8

5
.7

%
)

4
2

2
(5

0
.0

%
)

4
0

4
(1

0
0
.0

%
)

1
7

4
1
3

(7
6
.5

%
)

平
成

２
０

年
度

4
1

3
(7

5
.0

%
)

3
1

2
(6

6
.7

%
)

4
1

3
(7

5
.0

%
)

2
0

2
(1

0
0
.0

%
)

1
3

3
1
0

(7
6
.9

%
)

平
成

２
１

年
度

2
1

1
(5

0
.0

%
)

7
1

6
(8

5
.7

%
)

5
2

3
(6

0
.0

%
)

4
1

3
(7

5
.0

%
)

1
8

5
1
3

(7
2
.2

%
)

＊
校

長
を

の
ぞ

く
。

＊
こ

の
統

計
は

、
「

学
校

基
本

調
査

」
（

各
年

度
5
月

1
日

現
在

）
に

よ
る

。

小
学

校
合

計
年

度
別

世
田

谷
小

学
校

小
金

井
小

学
校

大
泉

小
学

校
竹

早
小

学
校
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Ⅴ
-
7
-
（
7
）
附

属
学

校
別

非
常

勤
講

師
集

計
表

№
2

計
男

性
女

性
（

比
率

）
計

男
性

女
性

（
比

率
）

計
男

性
女

性
（

比
率

）
計

男
性

女
性

（
比

率
）

計
男

性
女

性
（

比
率

）
平

成
元

年
度

9
5

4
(4

4
.4

%
)

7
5

2
(2

8
.6

%
)

4
4

0
(0

.0
%
)

4
3

1
(2

5
.0

%
)

2
4

1
7

7
(2

9
.2

%
)

平
成

２
年

度
7

5
2

(2
8
.6

%
)

6
4

2
(3

3
.3

%
)

8
4

4
(5

0
.0

%
)

4
3

1
(2

5
.0

%
)

2
5

1
6

9
(3

6
.0

%
)

平
成

３
年

度
1
1

7
4

(3
6
.4

%
)

1
0

6
4

(4
0
.0

%
)

8
4

4
(5

0
.0

%
)

3
3

0
(0

.0
%
)

3
2

2
0

1
2

(3
7
.5

%
)

平
成

４
年

度
1
0

3
7

(7
0
.0

%
)

9
3

6
(6

6
.7

%
)

6
1

5
(8

3
.3

%
)

4
0

4
(1

0
0
.0

%
)

2
9

7
2
2

(7
5
.9

%
)

平
成

５
年

度
8

5
3

(3
7
.5

%
)

8
5

3
(3

7
.5

%
)

6
1

5
(8

3
.3

%
)

7
6

1
(1

4
.3

%
)

2
9

1
7

1
2

(4
1
.4

%
)

平
成

６
年

度
8

6
2

(2
5
.0

%
)

8
6

2
(2

5
.0

%
)

7
3

4
(5

7
.1

%
)

4
4

0
(0

.0
%
)

2
7

1
9

8
(2

9
.6

%
)

平
成

７
年

度
9

5
4

(4
4
.4

%
)

8
7

1
(1

2
.5

%
)

7
3

4
(5

7
.1

%
)

4
4

0
(0

.0
%
)

2
8

1
9

9
(3

2
.1

%
)

平
成

８
年

度
9

5
4

(4
4
.4

%
)

9
7

2
(2

2
.2

%
)

7
5

2
(2

8
.6

%
)

8
6

2
(2

5
.0

%
)

3
3

2
3

1
0

(3
0
.3

%
)

平
成

９
年

度
9

6
3

(3
3
.3

%
)

9
7

2
(2

2
.2

%
)

9
7

2
(2

2
.2

%
)

8
5

3
(3

7
.5

%
)

3
5

2
5

1
0

(2
8
.6

%
)

平
成

１
０

年
度

8
6

2
(2

5
.0

%
)

9
8

1
(1

1
.1

%
)

1
0

6
4

(4
0
.0

%
)

5
4

1
(2

0
.0

%
)

3
2

2
4

8
(2

5
.0

%
)

平
成

１
１

年
度

7
5

2
(2

8
.6

%
)

7
6

1
(1

4
.3

%
)

8
5

3
(3

7
.5

%
)

5
3

2
(4

0
.0

%
)

2
7

1
9

8
(2

9
.6

%
)

平
成

１
２

年
度

9
7

2
(2

2
.2

%
)

8
7

1
(1

2
.5

%
)

7
4

3
(4

2
.9

%
)

7
4

3
(4

2
.9

%
)

3
1

2
2

9
(2

9
.0

%
)

平
成

１
３

年
度

4
0

4
(1

0
0
.0

%
)

6
4

2
(3

3
.3

%
)

7
4

3
(4

2
.9

%
)

7
4

3
(4

2
.9

%
)

2
4

1
2

1
2

(5
0
.0

%
)

平
成

１
４

年
度

6
4

2
(3

3
.3

%
)

1
1

8
3

(2
7
.3

%
)

6
2

4
(6

6
.7

%
)

9
5

4
(4

4
.4

%
)

3
2

1
9

1
3

(4
0
.6

%
)

平
成

１
５

年
度

8
6

2
(2

5
.0

%
)

1
0

7
3

(3
0
.0

%
)

8
1

7
(8

7
.5

%
)

1
0

6
4

(4
0
.0

%
)

3
6

2
0

1
6

(4
4
.4

%
)

平
成

１
６

年
度

7
6

1
(1

4
.3

%
)

1
1

8
3

(2
7
.3

%
)

8
3

5
(6

2
.5

%
)

6
3

3
(5

0
.0

%
)

3
2

2
0

1
2

(3
7
.5

%
)

平
成

１
７

年
度

7
6

1
(1

4
.3

%
)

1
0

6
4

(4
0
.0

%
)

7
2

5
(7

1
.4

%
)

8
2

6
(7

5
.0

%
)

3
2

1
6

1
6

(5
0
.0

%
)

平
成

１
８

年
度

7
6

1
(1

4
.3

%
)

1
1

9
2

(1
8
.2

%
)

8
4

4
(5

0
.0

%
)

6
1

5
(8

3
.3

%
)

3
2

2
0

1
2

(3
7
.5

%
)

平
成

１
９

年
度

9
8

1
(1

1
.1

%
)

1
2

1
0

2
(1

6
.7

%
)

3
2

1
(3

3
.3

%
)

8
4

4
(5

0
.0

%
)

3
2

2
4

8
(2

5
.0

%
)

平
成

２
０

年
度

8
7

1
(1

2
.5

%
)

6
3

3
(5

0
.0

%
)

1
2

7
5

(4
1
.7

%
)

2
6

1
7

9
(3

4
.6

%
)

平
成

２
１

年
度

1
2

1
0

2
(1

6
.7

%
)

1
2

9
3

(2
5
.0

%
)

9
6

3
(3

3
.3

%
)

3
3

2
5

8
(2

4
.2

%
)

＊
校

長
を

の
ぞ

く
。

＊
こ

の
統

計
は

、
「

学
校

基
本

調
査

」
（

各
年

度
5
月

1
日

現
在

）
に

よ
る

。

小
学

校
合

計
年

度
別

世
田

谷
中

学
校

小
金

井
中

学
校

大
泉

中
学

校
竹

早
中

学
校
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Ⅴ
-
7
-
（
7
）
附

属
学

校
別

非
常

勤
講

師
集

計
表

№
3

計
男

性
女

性
（

比
率

）
計

男
性

女
性

（
比

率
）

計
男

性
女

性
（

比
率

）
計

男
性

女
性

（
比

率
）

計
男

性
女

性
（

比
率

）
平

成
元

年
度

1
4

6
8

(5
7
.1

%
)

3
0

3
(1

0
0
.0

%
)

5
0

5
(1

0
0
.0

%
)

5
8

2
4

3
4

(5
8
.6

%
)

平
成

２
年

度
1
6

7
9

(5
6
.3

%
)

3
0

3
(1

0
0
.0

%
)

5
0

5
(1

0
0
.0

%
)

6
2

2
6

3
6

(5
8
.1

%
)

平
成

３
年

度
1
9

1
0

9
(4

7
.4

%
)

3
1

2
(6

6
.7

%
)

5
0

5
(1

0
0
.0

%
)

6
8

3
2

3
6

(5
2
.9

%
)

平
成

４
年

度
1
5

7
8

(5
3
.3

%
)

4
1

3
(7

5
.0

%
)

6
0

6
(1

0
0
.0

%
)

6
7

1
9

4
8

(7
1
.6

%
)

平
成

５
年

度
1
8

8
1
0

(5
5
.6

%
)

4
1

3
(7

5
.0

%
)

5
1

4
(8

0
.0

%
)

6
9

3
2

3
7

(5
3
.6

%
)

平
成

６
年

度
1
6

7
9

(5
6
.3

%
)

3
1

2
(6

6
.7

%
)

6
1

5
(8

3
.3

%
)

6
6

3
3

3
3

(5
0
.0

%
)

平
成

７
年

度
1
5

8
7

(4
6
.7

%
)

3
1

2
(6

6
.7

%
)

6
1

5
(8

3
.3

%
)

7
0

3
4

3
6

(5
1
.4

%
)

平
成

８
年

度
1
5

8
7

(4
6
.7

%
)

6
0

6
(1

0
0
.0

%
)

5
1

4
(8

0
.0

%
)

7
6

3
8

3
8

(5
0
.0

%
)

平
成

９
年

度
2
1

8
1
3

(6
1
.9

%
)

3
0

3
(1

0
0
.0

%
)

6
0

6
(1

0
0
.0

%
)

8
2

3
7

4
5

(5
4
.9

%
)

平
成

１
０

年
度

2
2

1
1

1
1

(5
0
.0

%
)

2
0

2
(1

0
0
.0

%
)

6
0

6
(1

0
0
.0

%
)

7
9

4
1

3
8

(4
8
.1

%
)

平
成

１
１

年
度

2
3

1
1

1
2

(5
2
.2

%
)

2
0

2
(1

0
0
.0

%
)

5
0

5
(1

0
0
.0

%
)

7
2

3
4

3
8

(5
2
.8

%
)

平
成

１
２

年
度

2
5

1
2

1
3

(5
2
.0

%
)

1
0

1
(1

0
0
.0

%
)

5
0

5
(1

0
0
.0

%
)

7
7

3
7

4
0

(5
1
.9

%
)

平
成

１
３

年
度

1
9

1
0

9
(4

7
.4

%
)

1
0

1
(1

0
0
.0

%
)

6
0

6
(1

0
0
.0

%
)

6
2

2
4

3
8

(6
1
.3

%
)

平
成

１
４

年
度

1
9

9
1
0

(5
2
.6

%
)

2
1

1
(5

0
.0

%
)

5
0

5
(1

0
0
.0

%
)

7
1

3
1

4
0

(5
6
.3

%
)

平
成

１
５

年
度

1
8

1
1

7
(3

8
.9

%
)

3
1

2
(6

6
.7

%
)

4
0

4
(1

0
0
.0

%
)

7
2

3
4

3
8

(5
2
.8

%
)

平
成

１
６

年
度

2
4

1
5

9
(3

7
.5

%
)

4
2

2
(5

0
.0

%
)

6
0

6
(1

0
0
.0

%
)

7
9

4
0

3
9

(4
9
.4

%
)

平
成

１
７

年
度

2
0

1
4

6
(3

0
.0

%
)

4
3

1
(2

5
.0

%
)

6
0

6
(1

0
0
.0

%
)

7
3

3
6

3
7

(5
0
.7

%
)

平
成

１
８

年
度

2
1

1
4

7
(3

3
.3

%
)

5
2

3
(6

0
.0

%
)

5
0

5
(1

0
0
.0

%
)

8
1

4
0

4
1

(5
0
.6

%
)

平
成

１
９

年
度

7
2

5
(7

1
.4

%
)

1
9

1
0

9
(4

7
.4

%
)

6
2

4
(6

6
.7

%
)

5
0

5
(1

0
0
.0

%
)

8
6

4
2

4
4

(5
1
.2

%
)

平
成

２
０

年
度

1
2

4
8

(6
6
.7

%
)

2
1

9
1
2

(5
7
.1

%
)

6
2

4
(6

6
.7

%
)

2
0

2
(1

0
0
.0

%
)

8
0

3
5

4
5

(5
6
.3

%
)

平
成

２
１

年
度

2
5

1
6

9
(3

6
.0

%
)

1
4

7
7

(5
0
.0

%
)

5
2

3
(6

0
.0

%
)

7
1

6
(8

5
.7

%
)

1
0
2

5
6

4
6

(4
5
.1

%
)

＊
校

長
を

の
ぞ

く
。

＊
こ

の
統

計
は

、
「

学
校

基
本

調
査

」
（

各
年

度
5
月

1
日

現
在

）
に

よ
る

。

附
属

学
校

総
計

年
度

別
国

際
中

等
教

育
中

学
校

高
等

学
校

特
別

支
援

学
校

幼
稚

園
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資
料

Ⅴ
-
8
　

職
種

別
給

与
支

給
状

況

う
ち

所
定

内
う

ち
通

勤
手

当

男
性

5
8
2

4
6
.8

8
,8

0
7

6
,3

8
1

1
5
5

2
,4

2
6

女
性

1
9
3

4
3
.2

7
,5

2
9

5
,4

8
6

1
2
8

2
,0

4
4

全
体

7
7
5

4
5
.9

8
,4

8
9

6
,1

5
8

1
4
8

2
,3

3
1

男
性

1
3
0

4
3
.2

7
,2

1
3

5
,4

1
3

1
3
6

1
,8

0
0

女
性

5
0

3
9
.7

5
,8

2
4

4
,3

7
8

1
0
2

1
,4

4
6

全
体

1
8
0

4
2
.3

6
,8

2
7

5
,1

2
6

1
2
7

1
,7

0
2

男
性

2
5
6

5
1
.2

1
0
,3

0
2

7
,3

0
4

1
6
7

2
,9

9
7

女
性

6
1

4
8
.2

9
,3

6
0

6
,6

4
1

1
5
3

2
,7

1
9

全
体

3
1
7

5
0
.6

1
0
,1

2
1

7
,1

7
7

1
6
5

2
,9

4
4

男
性

1
9
6

4
3
.5

7
,9

1
1

5
,8

1
6

1
5
1

2
,0

9
5

女
性

8
2

4
1
.6

7
,2

0
8

5
,3

0
2

1
2
6

1
,9

0
6

全
体

2
7
8

4
2
.9

7
,7

0
4

5
,6

6
5

1
4
4

2
,0

3
9

※
　

調
査

対
象

者
 ：

 平
成

2
0
年

度
の

1
年

間
を

通
じ

て
給

与
を

支
給

し
、

平
成

2
1
年

4
月

に
引

き
続

き
給

与
を

支
給

し
た

者

区
分

性
別

職
員

数
a

手
当

受
給

人
数

b　
（
率

＝
b/

a）
被

扶
養

：
配

偶
者

c
　

（
率

＝
c
/
a）

被
扶

養
：
子

d　
（
率

＝
d/

a）
被

扶
養

：
そ

の
他

e
　

（
率

＝
e
/
a）

男
性

1
5
9

7
7

(4
8
.4

%
)

4
5

(2
8
.3

%
)

5
7

(3
5
.8

%
)

7
(4

.4
%
)

女
性

6
9

5
(7

.2
%
)

0
(0

.0
%
)

4
(5

.8
%
)

2
(2

.9
%
)

計
2
2
8

8
2

(3
6
.0

%
)

4
5

(1
9
.7

%
)

6
1

(2
6
.8

%
)

9
(3

.9
%
)

男
性

2
7
3

1
8
7

(6
8
.5

%
)

1
3
6

(4
9
.8

%
)

1
2
2

(4
4
.7

%
)

9
(3

.3
%
)

女
性

6
9

1
4

(2
0
.3

%
)

3
(4

.3
%
)

1
2

(1
7
.4

%
)

1
(1

.4
%
)

計
3
4
2

2
0
1

(5
8
.8

%
)

1
3
9

(4
0
.6

%
)

1
3
4

(3
9
.2

%
)

1
0

(2
.9

%
)

男
性

2
3
7

1
4
0

(5
9
.1

%
)

7
9

(3
3
.3

%
)

1
1
7

(4
9
.4

%
)

1
0

(4
.2

%
)

女
性

1
2
0

1
8

(1
5
.0

%
)

3
(2

.5
%
)

1
3

(1
0
.8

%
)

3
(2

.5
%
)

計
3
5
7

1
5
8

(4
4
.3

%
)

8
2

(2
3
.0

%
)

1
3
0

(3
6
.4

%
)

1
3

(3
.6

%
)

男
性

6
6
9

4
0
4

(6
0
.4

%
)

2
5
7

(3
8
.4

%
)

2
9
6

(4
4
.2

%
)

2
6

(3
.9

%
)

女
性

2
5
8

3
7

(1
4
.3

%
)

6
(2

.3
%
)

2
9

(1
1
.2

%
)

6
(2

.3
%
)

計
9
2
7

4
4
1

(4
7
.6

%
)

2
6
3

(2
8
.4

%
)

3
2
5

(3
5
.1

%
)

3
2

(3
.5

%
)

資
料

Ⅴ
-
9
　

扶
養

手
当

受
給

状
況

事
務

職
員

大
学

教
員

附
属

学
校

教
員

全
体

常
勤

職
員

事
務

系
職

員

大
学

職
員

附
属

学
校

教
員

区
分

人
員

平
均

年
齢

平
成

２
０

年
度

の
年

間
給

与
額

（
平

均
）
　

（
千

円
）

総
額

う
ち

賞
与
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 資
料

Ⅴ
-
1
0
　

育
児

休
業

取
得

状
況

出
産

者
数

出
産

者
数

出
産

者
数

出
産

者
数

平
成

元
年

度
1

0
2

2
1

0
4

2

平
成

2
年

度
1

0
2

2
0

0
3

2

平
成

3
年

度
1

0
3

3
1

1
5

4

平
成

4
年

度
3

2
2

2
1

1
6

5

平
成

5
年

度
1

1
1

1
1

1
3

3

平
成

6
年

度
1

0
2

2
1

1
4

3

平
成

7
年

度
1

0
1

1
2

2
4

3

平
成

8
年

度
0

0
1

1
2

1
3

2

平
成

9
年

度
0

0
4

4
5

5
9

9

平
成

1
0
年

度
1

0
0

0
2

2
3

2

平
成

1
1
年

度
0

0
4

4
3

3
7

7

平
成

1
2
年

度
1

0
2

2
2

2
5

4

平
成

1
3
年

度
0

0
2

2
2

2
4

4

平
成

1
4
年

度
1

1
2

2
2

2
5

5

平
成

1
5
年

度
0

0
0

0
(1

)
4

4
4

4
(1

)

平
成

1
6
年

度
1

1
0

0
2

2
3

3

平
成

1
7
年

度
2

0
1

1
2

2
5

3

平
成

1
8
年

度
0

0
3

3
3

3
6

6

平
成

1
9
年

度
2

2
(1

)
7

3
5

4
1
4

9
(1

)

平
成

2
0
年

度
2

1
3

3
(1

)
0

0
5

4
(1

)
平

成
2
1
年

度
0

0
4

4
1

1
5

5

計
1
9

8
(
1
)

4
6

4
2
(
2
)

4
2

3
9

1
0
7

8
9
(
3
)

１
　

出
産

者
・
・
・
本

学
職

員
で

出
産

し
者

の
数

（
年

度
末

に
よ

る
人

数
）

2
　

（
　

）
は

男
性

で
外

数

年
度

大
学

教
員

附
属

学
校

教
員

事
務

系
職

員
全

体
取

得
者

数
取

得
者

数
取

得
者

数
取

得
者

数
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参考資料 2 

 

本学の男女共同参画についての基本理念と基本方針 

 

基本理念 

1999 年6 月に公布・施行された「男女共同参画社会基本法」は、男女共同参画社会の実現を21

世紀の我が国社会を決定する最重要課題と位置づけ、社会のあらゆる分野において男女共同参画社

会の形成を促進するための施策を推進することを提言している。また、同法に基づき2005 年12月に

閣議決定された「男女共同参画基本計画（第2次）」は、性別に基づく固定的な役割分担意識にとら

われず、人権尊重を基盤にした男女平等観の形成を促進するため、学校、家庭、地域、職場など社

会のあらゆる分野において、相互の連携を図りつつ、男女平等を推進する教育・学習を充実するこ

とを強調している。 

この「男女共同参画社会」とは、「男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社

会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、

社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会」のことである。 

こうした社会を築くにあたって今日要請されるのは、一人ひとりの多様性を尊重し得る柔軟な思

考であることはいうまでもない。元来多様な存在である人間は、特定の区別によって固定的に分類

されるものではない。多様な分け方があるなかで男女の別を強調することは、一人ひとりの個性を

見えにくくし、男女の格差を再生産することにつながる。したがって、今日とくに求められている

のは、ことさら男女を区分したり性別役割を固定したりせず、人間一人ひとりの多様性を尊重する

ことである。 

我が国の教員養成の基幹大学たる東京学芸大学は、「人権を尊重し、全ての人々が共生する社会

の建設と世界平和の実現に寄与するため、高い知識と教養を備えた創造力と実践力に富む有為の教

育者を養成する」ことを目的として掲げている。 

このことに鑑み、東京学芸大学は、男女共同参画社会基本法と男女共同参画基本計画の精神を積

極的に受け止め、男女共同参画社会の建設に寄与したい。そして、学生をはじめとする本学関係者

が、社会のさまざまな分野において、男女共同参画社会の推進者として活躍することをめざすもの

である。 

 

基本方針 

1）教員養成の基幹大学としての役割をふまえ、男女共同参画社会の実現をめざし、率先して社会

に働きかけていく。 

2）教育と研究の両面において、男女共同参画を推進する環境を整え、ジェンダーの視点を踏まえ

た教育・研究を推進する。 

3）大学運営の全ての領域において、男女共同参画を阻害する要因を除去し、男女に均等な機会を

保障するように努める。 

4）男女共同参画の精神に基づき、子育てを含む生活全般が仕事や修学と両立するように努める。 
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参考資料 3 

 

東京学芸大学男女共同参画推進本部設置要項 

 

 

東京学芸大学男女共同参画推進本部設置要項 

平成 18 年 3 月 14 日 

制       定 

 

（設置） 

第 1 国立大学法人東京学芸大学役員会の下に、東京学芸大学男女共同参画推進本部 

（以下「推進本部」という。）を置く。 

（目的） 

第 2 推進本部は、人事、教育、研究その他すべての面での大学の男女共同参画を推 

進するため、必要な業務を行うことを目的とする。 

（業務） 

第 3 推進本部は、次に掲げる業務を行う。 

(1) 男女共同参画推進に係る基本方針に関すること。 

(2) 男女共同参画推進方策の企画、立案及び実施に関すること。 

(3) 男女共同参画推進の実施状況の点検評価及び改善に関すること。 

(4) 男女共同参画推進の情報提供、広報等に関すること。 

(5) その他男女共同参画を推進するために必要な業務 

（組織） 

第 4 推進本部は、次に掲げる者で組織する。 

(1) 学長が委嘱する教員 若干名 

(2) 学長が委嘱する事務職員 若干名 

(3) 推進本部に本部長を置き、前項第 1 号に掲げる者のうちから学長が指名する。 

(4) 本部長は、推進本部の業務を総括する。 

（任期） 

第 5 第 4 第 1 項に掲げる者の任期は 2 年とし、再任を妨げない。ただし、欠員が 

生じた場合の後任者の任期は、前任者の残任期間とする。 

（庶務） 

第 6 推進本部の庶務は、関係部課の協力を得て総務部総務課が処理する。 

（補則） 

第 7 この要項に定めるもののほか、推進本部の運営等に関し必要な事項は、本部 

長が別に定める。 

 

附 則 

この要項は、平成 18 年 4 月 1 日から施行する。 
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男女共同参画推進本部構成員  

第2期 （2008.4.～2010.3.）  

 

本部長    高橋 道子  （総合教育科学系） 

副本部長   植松 晴子  （自然科学系） 

倉持 清美  （総合教育科学系） 

杉森 伸吉  （   〃    ） 

及川英二郎 （人文社会科学系） 

湯浅 佳子   （   〃    ） 

狩野 賢司   （自然科学系） 

鈴木 琴子   （芸術･スポーツ科学系） 

石橋 史生   （   〃    ） 

五十嵐一郎  （附属学校運営部） 

平井 文香   （副学長補佐） 

菊池 智之   （職指定：総務課長）（2009.4～） 

山本のり子  （総務部 学系支援課）（～2009.3） 

染谷 雅子   （学務部 学生課）（2009.4～） 

高野 和夫   （総務部人事課） 

担当理事     馬渕 貞利 

庶務担当     佐藤  守   （総務部総務課総務係） 
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2010年版 東京学芸大学男女共同参画白書 

 

2010年3月31日発行 

編集  東京学芸大学男女共同参画推進本部 

発行  国立大学法人 東京学芸大学 
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